
日時：令和8年2月20日(金)13:30～15:00

場所：松山若草合同庁舎７階　共用大会議室

１　開会あいさつ

２　議題

（１）公的職業訓練(ハロートレーニング）の実施状況及び検証について

（２）その他の職業能力開発促進の取組み等の共有について

（３）令和8年度愛媛県職業訓練実施計画（総合計画）について

３　閉会

令和７年度第２回愛媛県地域職業能力開発促進協議会　議事次第





区分 所 属 役職・職名等 氏 名 備考

学識経験者 松山大学法学部 教 授 村田 毅之 委員

愛媛県商工会連合会 事務局⾧ 松下昌一郎 代理

愛媛県経営者協会 専務理事 八塚 洋 委員

労働者団体 日本労働組合総連合会愛媛県連合会 事務局⾧ 寺田 淳泰 委員

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
愛媛支部

支部⾧ 富山 展行 委員

一般社団法人愛媛県専修学校各種学校連合会 理 事 渡邊 秀一 委員

愛媛県職業能力開発協会 専務理事兼事務局⾧ 加野 賢二 委員

国立大学法人愛媛大学 地域協働推進機構
地域専門人材育成・リカレント教育支援センター

准教授 正本 英紀 委員

学校法人松山東雲学園 松山東雲短期大学 教 授 森本 千恵 委員

一般財団法人日本医療教育財団松山支部 支部⾧ 井原 寛之 委員

愛媛県教育委員会事務局指導部
高校教育課

主幹 中村 正直 代理

愛媛県経済労働部
産業雇用局労政雇用課

課⾧ 名本 秀幸 委員

労働局 厚生労働省愛媛労働局 局⾧ 常盤 剛史 委員

愛媛県経済労働部
産業雇用局労政雇用課

担当係⾧ 竹内 崇恵 随行

愛媛県教育委員会事務局指導部
高校教育課

指導主事 名本 雅一 随行

総務課⾧ 青木 健太 随行

訓練課⾧ 山田 将司 随行

厚生労働省愛媛労働局職業安定部 部⾧ 柴川 達也 事務局

課⾧ 満田 剛大 事務局

課⾧補佐 山ノ内 秀樹 事務局

訓練係⾧ 赤瀬 諒 事務局

就職支援ナビゲーター 片岡 由美子 事務局

事務局
厚生労働省愛媛労働局職業安定部訓練課

事業主団体

訓練・教育機関等

地方公共団体

職業紹介事業者等

地方公共団体

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
愛媛支部

訓練・教育機関等
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令和7年11月20日現在

区　　分 所　　　　属 役 職 名 氏　　名 備　　考

学識経験者 松山大学法学部 教　授 村田 毅之

愛媛県商工会議所連合会 専務理事 福井 琴樹

愛媛県商工会連合会 専務理事 松田 雄彦

愛媛県中小企業団体中央会 専務理事 馬越 史朗

愛媛県経営者協会 専務理事 八塚 洋

労働者団体 日本労働組合総連合会愛媛県連合会 事務局長 寺田 淳泰

福　祉 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 常務理事 山本 泰士

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
愛媛支部

支部長 富山 展行

一般社団法人愛媛県専修学校各種学校連合会 理　事 渡邊 秀一

愛媛県職業能力開発協会
専務理事兼事

務局長
加野 賢二

国立大学法人愛媛大学　地域協働推進機構
地域専門人材育成・リカレント教育支援センター

准教授 正本 英紀

学校法人松山東雲学園　松山東雲短期大学 教　授 森本 千恵

一般財団法人日本医療教育財団松山支部 支部長 井原 寛之

アビリティーセンター株式会社
マーケティングチーム　採用企画室

マネージャー 古藤 友佳

愛媛県教育委員会事務局指導部 部　長 小池 達士

愛媛県経済労働部
産業雇用局労政雇用課

課長 名本 秀幸

労働局 厚生労働省愛媛労働局 局　長 常盤 剛史

職業紹介事業者等

地方公共団体

愛媛県地域職業能力開発促進協議会委員名簿

事業主団体

訓練・教育機関等





愛媛県地域職業能力開発促進協議会設置要綱 

 

 

１ 目的 

愛媛県及び愛媛労働局は、職業能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）第 15 条

の規定に基づき、愛媛県内において、地域の関係機関が参画し、以下の事項につい

て協議を行う地域職業能力開発促進協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（１）職業能力開発促進法第 16 条第１項の規定に基づき設置する公共職業能力開発

施設において実施する職業訓練（同法第 15 条の７第３項の規定に基づき実施す

る職業訓練を含む。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関

する法律（平成 23 年法律第 47 号）第４条第２項に規定する認定職業訓練（両訓

練を合わせて、以下「公的職業訓練」という。）を実施するに当たり、地域におけ

る人材ニーズを適切に反映した訓練コースの設定の促進及び訓練効果の把握・検

証を通じた訓練内容の改善等 

（２）雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第 60 条の２第１項に規定する教育訓練

給付について、地域の訓練ニーズを踏まえた指定講座の拡大等 

 

２ 名称 

  協議会の名称は、「愛媛県地域職業能力開発促進協議会」と称する。 

 

３ 構成員 

（１）協議会は、以下に掲げる者を構成員とする。 

① 学識経験者 

② 事業主団体 

③ 労働者団体 

④ 職業訓練若しくは職業に関する教育訓練を実施する者又はその団体 

⑤ 職業紹介事業者若しくは特定募集情報等提供事業者又はその団体 

⑥ その他関係機関が必要と認める者 

⑦ 愛媛県 

⑧ 愛媛労働局 

 

４ ワーキンググループ 

協議会は、協議事項の検討に必要なワーキンググループを設置することができ

る。 

 



５ 会長 

（１）協議会に会長を置き、委員の互選により選任する。 

（２）会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

（３）会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理

する。 

 

６ 協議会の開催 

  年２回以上の開催とする。 

 

７ 協議事項 

  次に掲げる事項について協議する。 

（１）公的職業訓練について、地域の人材ニーズ及び実施状況を踏まえた訓練コー

スの設定に関すること。 

（２）公的職業訓練について、訓練効果の把握・検証等に関すること。 

（３）キャリアコンサルティングの機会確保その他職業能力開発促進の取組に関す

ること。 

（４）公的職業訓練の実施にあたり年度計画の策定に関すること。 

（５）地域の訓練ニーズを踏まえた教育訓練給付制度による訓練機会の確保等に関

すること。 

（６）その他必要な事項に関すること。 

 

８ 事務局 

協議会の事務局は、愛媛労働局職業安定部に置く。 

 

９ その他 

（１）協議会資料及び議事録等については、協議会において申し合わせた場合を除

き、公開とする。 

（２）協議会の事務に従事する者又は従事した者は、職業能力開発促進法第 15 条第

３項の規定により、正当な理由なく、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏ら

してはならない。 

（３）この要綱に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は別に定める。 

 

10 附則 

  この要綱は、令和４年 10 月 26 日から施行する。 

  この要綱は、令和６年２月 29 日から施行する。 
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愛媛県経済労働部産業雇用局労政雇用課 

愛媛県の職業訓練実施状況 

産業技術専門校 SNS で情報発信中!  入校案内特設ページ 
はこちら  

�� 技 術 が 芽 吹 く �� 
― 未来が育つ場所 ― 

＼Follow Me!!／ 

MTJDJA
テキストボックス
資料１





新卒者 離職者 新卒者
45歳
以上

定員 入校者 入校率

メカトロニクス科 ４月 ２年 10 9 5 4 6 4 0 △ 4 60.0 10 8 80.0

自動車整備科 ４月 ２年 15 12 10 2 10 9 0 △ 5 66.7 15 10 66.7

メタル技術科 ４月 ２年 15 3 1 2 3 1 0 △ 12 20.0 15 4 26.7

今治タオルものづくり科 ４月 ２年 10 2 0 2 2 0 1 △ 8 20.0 10 4 40.0

服飾モード科 ４月 ２年 10 7 1 6 6 1 3 △ 4 60.0 10 6 60.0

ビジネスデザイン科 ４月 １年 15 17 5 12 15 4 0 0 100.0 15 11 73.3

設備エンジニア科 ４月 ２年 10 8 2 6 8 2 5 △ 2 80.0 10 4 40.0

85 58 24 34 50 21 9 △ 35 58.8 85 47 55.3

住まいづくり木工科 ５月 10か月 15 18 2 16 14 2 6 △ 1 93.3 15 10 66.7

アパレルビジネス科 ５月 10か月 10 7 0 7 6 0 5 △ 4 60.0 10 9 90.0

介護ヘルパー科〔1回目〕 ６月 ２か月 20 10 0 10 8 0 7 △ 12 40.0 20 9 45.0

介護ヘルパー科〔2回目〕 ９月 ２か月 20 13 0 13 10 0 6 △ 10 50.0 20 10 50.0

介護ヘルパー科〔3回目〕 １月 ２か月 20 11 0 11 9 0 5 △ 11 45.0 20 7 35.0

85 59 2 57 47 2 29 △ 38 55.3 85 45 52.9

170 117 26 91 97 23 38 △ 73 57.1 170 92 54.1

※応募者は第一希望科目で計上

※令和７年度入校率については、開講済定員（普通課程85名、短期課程85名）に基づき算出

短
期
課
程

宇和島

小　　計

合　　　計

入校率

（参考）
R６年度の状況

普
通
課
程

新居浜

愛媛
中央

小　　計

令和７年度　産業技術専門校施設内訓練入校状況　（R８.２.20時点）

課程 校名 訓練科目 開講 期間 定員

応　募　者 入校者 定員に
対する
過不足

1



ＯＡビジネスレベルアップコース① 4/16 5/20 6/3 9/2 15名 15名 1.00 15名 100.0% 西条市 有限会社ミートハウスフジタ

ＯＡビジネスレベルアップコース② 9/19 11/27 12/12 R8/3/11 15名 14名 0.93 13名 86.7% 西条市 有限会社ミートハウスフジタ

ＯＡ事務・経理コース 4か月 5/9 7/9 7/23 11/21 15名 13名 0.87 13名 86.7% 西条市 株式会社トップエフォート

介護職員初任者研修コース① 4/21 5/27 6/11 8/8 7名 7名 1.00 7名 100.0% 西条市 株式会社ジェイコム

介護職員初任者研修コース② ８月上旬 10/7 10/24 12/23 7名 8名 1.14 7名 100.0% 西条市 株式会社ジェイコム

介護職員初任者研修コース③ １１月上旬 R8/1/6 R8/1/21 R8/3/19 7名 8名 1.14 7名 100.0% 西条市 株式会社ジェイコム

ﾃﾞｭｱﾙ ＰＣスキル実践コース 4か月 9/3 12/26 10名 3名 0.30 西条市 有限会社ミートハウスフジタ

76名 68名 0.89 62名 81.6%

栄養士養成コース（R6からの繰越） 2年間 繰越 繰越 繰越 繰越 繰越 今治市 学校法人　今治明徳学園　今治明徳短期大学

調理師養成コース（R6からの繰越） 繰越 繰越 繰越 繰越 繰越 今治市 学校法人　今治明徳学園　今治明徳短期大学

調理師養成コース 2/3 3/12 4/4 R9.3 4名 3名 0.75 3名 75.0% 今治市 学校法人　今治明徳学園　今治明徳短期大学

准看護師養成コース（R6からの繰越） 繰越 繰越 繰越 繰越 繰越 今治市 一般社団法人今治市医師会　今治看護専門学校

准看護師養成コース 2/18 2/25 4/3 R9.3 5名 3名 0.60 2名 40.0% 今治市 一般社団法人今治市医師会　今治看護専門学校

看護師養成コース 2/18 2/25 4/3 R9.3 3名 1名 0.33 1名 33.3% 今治市 一般社団法人今治市医師会　今治看護専門学校

介護福祉士養成コース(R6からの繰越） 繰越 繰越 繰越 繰越 繰越 今治市 学校法人　今治明徳学園　今治明徳短期大学

介護福祉士養成コース 2/3 3/12 4/4 R9.3 4名 1名 0.25 1名 25.0% 今治市 学校法人　今治明徳学園　今治明徳短期大学

保育士養成コース(R6からの繰越） 繰越 繰越 繰越 繰越 繰越 今治市 学校法人　今治明徳学園　今治明徳短期大学

保育士養成コース 2/3 3/12 4/4 R9.3 4名 4名 1.00 4名 100.0% 今治市 学校法人　今治明徳学園　今治明徳短期大学

ＯＡビジネス初級コース① 4/1 6/5 6/26 9/25 15名 14名 0.93 12名 80.0% 今治市 学校法人　今治明徳学園　今治明徳短期大学

ＯＡビジネス初級コース② 6/2 8/4 8/28 11/27 15名 14名 0.93 13名 86.7% 今治市 株式会社トップエフォート

ＯＡビジネス初級コース（IT活用力習得）（R6からの繰越） 5か月 繰越 繰越 繰越 繰越 繰越 今治市 株式会社トップエフォート

ＯＡビジネス初級コース③（IT活用力習得対応） 5か月 9/22 11/18 12/9 R8/5/8 15名 20名 1.33 15名 100.0% 今治市 株式会社トップエフォート

ＯＡビジネスレベルアップコース 4か月 3/3 4/18 5/13 9/12 15名 15名 1.00 13名 86.7% 今治市 学校法人白光学園　今治商業専門学校

ＯＡ事務・経理レベルアップコース(R6からの繰越） 4か月 繰越 繰越 繰越 繰越 繰越 今治市 学校法人白光学園　今治商業専門学校

ＯＡ事務・経理レベルアップコース 5か月 11/25 R8/1/20 R8/2/13 R8/7/10 15名  今治市 学校法人白光学園　今治商業専門学校

医療事務コース②(R6からの繰越） 3か月 繰越 繰越 繰越 繰越 繰越 今治市 学校法人白光学園　今治商業専門学校

医療事務コース① 5/9 6/20 7/4 10/3 10名 4名 0.40 4名 40.0% 今治市 学校法人白光学園　今治商業専門学校

医療事務コース② 11/10 12/26 R8/1/23 R8/4/22 10名 7名 0.70 7名 70.0% 今治市 学校法人白光学園　今治商業専門学校

ＷＥＢ・ＯＡ事務コース 4か月 7/22 9/17 10/9 R8/2/6 15名 17名 1.13 15名 100.0% 今治市 学校法人白光学園　今治商業専門学校

介護職員初任者研修コース 3か月 未定 未定 10名  東予地域（今治地域） （受託希望者なし）

ﾃﾞｭｱﾙ ＯＡ総務実践コース 4か月 未定 未定 15名  東予地域（今治地域） （受託希望者なし）

155名 103名 0.90 90名 78.3%

231名 171名 0.90 152名 79.6%

IT技術者養成コース（R6からの繰越） 繰越 繰越 繰越 繰越 繰越 松山市 学校法人河原学園　河原電子ビジネス専門学校

IT技術者養成コース 2/3 3/10 4/4 R9.3 3名 1名 0.33 1名 33.3% 松山市 学校法人河原学園　河原電子ビジネス専門学校

栄養士養成コース（R6からの繰越） 繰越 繰越 繰越 繰越 繰越 松山市 学校法人松山東雲学園　松山東雲短期大学

栄養士養成コース 2/3 3/6 4/2 R9.3 10名 6名 0.60 6名 60.0% 松山市 学校法人松山東雲学園　松山東雲短期大学

歯科技工士養成コース（R6からの繰越） 2年間 繰越 繰越 繰越 繰越 繰越 松山市 学校法人河原学園　河原医療大学校

自動車整備士養成コース（R6からの繰越） 繰越 繰越 繰越 繰越 繰越 松山市 学校法人愛自学園　専門学校日産愛媛自動車大学校

自動車整備士養成コース 2/3 3/5 4/7 R9.3 2名 1名 0.50 1名 50.0% 松山市 学校法人愛自学園　専門学校日産愛媛自動車大学校

介護福祉士養成コース 2年間 2/3 3/11 4/4 R9.3 6名 4名 0.67 4名 66.7% 松山市 学校法人河原学園　河原医療福祉専門学校

保育士養成コース①（R6からの繰越） 繰越 繰越 繰越 繰越 繰越 松山市 学校法人松山東雲学園　松山東雲短期大学

保育士養成コース① 2/3 3/6 4/2 R9.3 4名 7名 1.75 4名 100.0% 松山市 学校法人松山東雲学園　松山東雲短期大学

保育士養成コース②（R6からの繰越） 繰越 繰越 繰越 繰越 繰越 松山市 学校法人聖カタリナ学園　聖カタリナ大学短期大学部

保育士養成コース② 2/3 3/7 4/3 R9.3 3名 3名 1.00 3名 100.0% 松山市 学校法人聖カタリナ学園　聖カタリナ大学短期大学部

保育士養成コース③（R6からの繰越） 繰越 繰越 繰越 繰越 繰越 松山市 学校法人河原学園　河原医療福祉専門学校

保育士養成コース③ 4/4 R9.3 3名 0名 0.00 松山市 学校法人河原学園　河原医療福祉専門学校

ＯＡビジネス初級コース① 3/19 4/16 5/8 8/7 15名 22名 1.47 15名 100.0% 松山市 学校法人河原学園　大原簿記公務員専門学校愛媛校

ＯＡビジネス初級コース② 7/2 8/1 8/21 11/20 15名 15名 1.00 13名 86.7% 松山市 学校法人河原学園　大原簿記公務員専門学校愛媛校

ＯＡビジネス初級コース③ 8/18 9/16 10/9 R8/1/8 15名 17名 1.13 15名 100.0% 松山市 学校法人河原学園　大原簿記公務員専門学校愛媛校

ＯＡビジネス初級コース④ 10/10 11/10 11/26 R8/2/25 15名 30名 2.00 15名 100.0% 松山市 学校法人河原学園　大原簿記公務員専門学校愛媛校

ＯＡビジネスレベルアップコース① 4/14 5/19 6/3 9/2 15名 12名 0.80 11名 73.3% 松山市 学校法人河原学園　大原簿記公務員専門学校愛媛校

ＯＡビジネスレベルアップコース② 7/11 8/18 9/5 12/4 15名 14名 0.93 10名 66.7% 松山市 学校法人河原学園　大原簿記公務員専門学校愛媛校

ＯＡビジネスレベルアップコース③ 10/24 11/20 12/12 R8/3/11 15名 18名 1.20 14名 93.3% 松山市 学校法人河原学園　大原簿記公務員専門学校愛媛校

介護職員初任者研修コース① 6/9 7/8 7/23 10/22 15名 19名 1.27 15名 100.0% 松山市 特定非営利活動法人アクティブボランティア二十一

介護職員初任者研修コース② 9/16 10/15 10/29 R8/1/28 15名 11名 0.73 10名 66.7% 松山市 特定非営利活動法人アクティブボランティア二十一

宅地建物取引士コース 4か月 5/14 6/13 7/1 10/31 15名 22名 1.47 15名 100.0% 松山市 株式会社東京リーガルマインド松山支社

オフィスワーク習得コース 3か月 5/7 6/4 6/20 9/19 15名 13名 0.87 11名 73.3% 松前町 有限会社ナカノジョイントカンパニー

ＩＴ技術者養成コース（短期） 4か月 ８月下旬 R８年２月下旬 10名  松山市及び周辺地域 （受託希望者なし）

ＩＴプログラミングコース① 4/10 6/10 6/25 10/24 15名 21名 1.40 15名 100.0% 松山市 学校法人河原学園　大原簿記公務員専門学校愛媛校

ＩＴプログラミングコース② 8/7 10/10 10/28 R8/2/27 15名 15名 1.00 13名 86.7% 松山市 学校法人河原学園　大原簿記公務員専門学校愛媛校

ＯＡビジネス初級コース（短時間） 3か月 8/8 9/16 10/15 R8/1/14 15名 13名 0.87 11名 73.3% 松前町 有限会社ナカノジョイントカンパニー

ＯＡ総務コース① 6/10 7/8 7/24 10/23 15名 15名 1.00 15名 100.0% 松前町 有限会社ナカノジョイントカンパニー

ＯＡ総務コース② 9/16 10/16 11/7 R8/2/6 15名 12名 0.80 10名 66.7% 松前町 有限会社ナカノジョイントカンパニー

事務スキルアップ（簿記・労務）コース① 4/28 6/3 6/11 9/10 15名 14名 0.93 14名 93.3% － 株式会社東京リーガルマインド松山支社

事務スキルアップ（簿記・労務）コース② 8/4 9/3 9/12 12/11 15名 21名 1.40 15名 100.0% － 株式会社東京リーガルマインド松山支社

建築ＣＡＤオペレーター実践コース 5か月 ９月上旬 R８年2月上旬 15名  松山市及び周辺地域 （受託希望者なし）

医療事務実践コース① 5/26 6/25 7/11 11/10 15名 12名 0.80 12名 80.0% 松山市 株式会社東京リーガルマインド松山支社

医療事務実践コース② 10/17 R8/2/16 15名 3名 0.20 松山市 株式会社東京リーガルマインド松山支社

356名 341名 1.03 268名 81.0%

ＯＡビジネス初級コース① 2/12 4/11 5/13 7/11 10名 12名 1.20 9名 90.0% 八幡浜市 株式会社コモダ

ＯＡビジネス初級コース② 5/21 7/18 8/19 10/17 14名 14名 1.00 13名 92.9% 宇和島市 株式会社コモダ

ＯＡビジネス初級コース③ 10/24 12/22 R8/1/22 R8/3/19 14名 9名 0.64 8名 57.1% 宇和島市 株式会社コモダ

ＯＡビジネス初級コース④ 10/29 12/26 R8/1/28 R8/3/27 10名 10名 1.00 8名 80.0% 八幡浜市 株式会社コモダ

ＯＡビジネス初級コース（IT活用力習得対応） 4か月 2/7 4/7 5/9 9/8 12名 8名 0.67 7名 58.3% 大洲市 有限会社篠崎書店

ＯＡビジネスレベルアップコース① 2/7 4/7 5/8 8/7 14名 16名 1.14 12名 85.7% 宇和島市 株式会社コモダ

ＯＡビジネスレベルアップコース② 4/16 6/16 7/16 10/15 10名 11名 1.10 10名 100.0% 八幡浜市 株式会社コモダ

ＯＡビジネスレベルアップコース③ 6/13 8/12 9/12 12/11 10名 7名 0.70 6名 60.0% 大洲市 有限会社篠崎書店

ＯＡビジネスレベルアップコース④ 7/23 9/19 10/21 R8/1/20 14名 9名 0.64 7名 50.0% 宇和島市 株式会社コモダ

ＯＡビジネスレベルアップコース⑤ 7/24 9/22 10/22 R8/1/21 10名 9名 0.90 8名 80.0% 八幡浜市 株式会社コモダ

ＯＡビジネスレベルアップコース⑥ 9/19 11/18 12/18 R8/3/17 10名 7名 0.70 7名 70.0% 大洲市 有限会社篠崎書店

医療事務コース 3か月 7/9 10/8 10名  宇和島市 （受託希望者なし）

ＯＡビジネス初級コース（短期間・短時間）① 2/19 4/18 5/20 7/18 10名 7名 0.70 5名 50.0% 宇和島市 株式会社コモダ

ＯＡビジネス初級コース（短期間・短時間）② 9/2 10/31 10名  宇和島市 （受託希望者なし）

158名 119名 0.86 100名 72.5%

知識 求人セット型訓練（CAD配管設計コース（愛媛中央校・本校） 標準3か月 随時 随時 随時 随時 5名 2名 1.00 2名 100.0% 今治市 株式会社ケイ.エス.エス

750名 633名 0.96 522名 78.9%

※定員充足率は開講済訓練の定員に対する数値。

3か月

4か月

訓練中止

訓練中止

委託訓練計

2か月

訓練中止

訓練中止

中予

3か月

4か月

知識

3か月

ﾃﾞｭｱﾙ

中予計

愛媛中央
（松山駐在）

長期

3か月

2年間

訓練中止

共通

南予

南予計

宇和島 知識

2か月

3か月

訓練中止

ｅラ

訓練中止

2年間

3か月

2年間

2年間

3か月

東予計

愛媛中央

長期

訓練中止

訓練中止

2か月

3か月

東予

新居浜

知識

募集締切

知識

2年間

コース名

3か月

2年間

2年間

修了予定

2年間

2年間

開講予定募集開始訓練期間

令和７年度　離職者等委託訓練実施状況（令和８年１月31日現在）

委託先実施地域地域 実施校 定員 応募倍率応募者数 入校者数 定員充足率
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〔精神・発達障がい者委託訓練〕 （単位：名）

身体 知的 精神 その他

愛媛中央校
（今治）

6ヶ月 R7.9.18 R8.3.17 5 5 7 6 5 1 120.0%

6ヶ月 R7.7.31 R8.1.30 10 10 17 10 10 100.0%

11ヶ月 R7.4.11 R8.3.10 10 10 16 10 1 10 100.0%

25 25 40 26 0 0 1 15 11 104.0%

（注） 入校率は、開講済訓練の定員に対する数値。

　　  愛媛中央校（今治）のOA総務コースは、開講後まもなく１名退校（就職）したため、追加選考し１名入校。

〔障がい者の態様に応じた委託訓練〕 （単位：名）

身体 知的 精神 その他

新居浜校 3ヶ月 R7.6.19 R7.9.18 10 10 9 9 4 1 4 90.0%

愛媛中央校
（今治）

2ヶ月 R7.8.1 R7.9.30 10 10 8 8 1 1 7 1 80.0%

3ヶ月 R7.10.31 R8.1.30 10 10 12 10 3 6 1 100.0%

3ヶ月 10 -

宇和島校 3ヶ月 随時 随時 10 5 5 4 2 2 1 80.0%

50 35 34 31 0 8 4 19 3 88.6%

新居浜校 7 7 7 1 2 5

愛媛中央校
（今治）

2 2 2 2 2

愛媛中央校
（松山）

3 3 3 1 2

宇和島校 1 1 1 1 1

80 13 13 13 0 1 5 8 3 100.0%

新居浜校

愛媛中央校
（今治）

3 3 1 1

愛媛中央校
（松山）

宇和島校 4 4 4 1 4 4

15 7 7 5 0 1 5 0 4 71.4%

145 55 54 49 0 10 14 27 10 89.1%

170 80 94 75 0 10 15 42 21 93.8%

（注） 入校率は開講済訓練の定員に対する数値。障がい種別は重複あり。

　 宇和島校の知識･技能習得科は、定員内で個別に受入れ。

コース名

愛媛中央校
（松山）

ＯＡ総務コース
(精神障がい者対象)

計

随時

実施校 訓練期間

計

合　計

計

-

（開講中止）

全体合計

随時 80

1～
3ヶ月

随時

1～
3ヶ月

随時

知識・技能習得科

（OA関係コース） 愛媛中央校
（松山）

-

特別支援学校等早期訓練科

特別支援学校等の生徒と企業等との
マッチングを図り訓練コースを設定

計

15

実践能力習得科

受講者と企業等とのマッチング
を図り訓練コースを設定

入校率
Ｂ／Ａ

前年度
繰越

入校率
Ｂ／Ａ

定員

応募者

入校者
　　　　Ｂ

定員
実施定員

　　　　Ａ

令和７年度　障がい者訓練　実施状況

令和８年１月31日現在

ＯＡ総務コース
(発達障がい者対象)

コース名

開講

実施校

応募者

障がい種別
前年度
繰越

障がい種別
実施定員

　　　　Ａ

入校者
　　　　Ｂ

修了

開講訓練期間 修了
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座学 実技 計

1 メカトロニクス科 5/8（木）、5/9（金） 機械製図入門 座 10 2 16 0 16 6 平日昼

2 メカトロニクス科 5/14（水）、5/15（木） ＣＡＤ入門（Auto ＣＡＤ）　（Ａ） 実 10 2 0 16 16 10 平日昼

3 メカトロニクス科 5/21（水）、5/22（木） ＣＡＤ入門（Auto ＣＡＤ）　（Ｂ） 実 10 2 0 16 16 10 平日昼

4 メカトロニクス科 5/26（月）、5/27（火） 【追加実施】 ＣＡＤ入門（Auto ＣＡＤ）　（Ｃ） 実 10 2 0 16 16 10 平日昼

5 メカトロニクス科 6/2（月）、6/3（火） 【追加実施】 ＣＡＤ入門（Auto ＣＡＤ）　（Ⅾ） 実 10 2 0 16 16 6 平日昼

6 メカトロニクス科 5/29、6/5、6/12、6/19、6/26、7/3、7/10(毎週木曜日）  メカトロニクス(プラントメンテナンス技術者・技能育成者講習) 実 10 7 14 42 56 5 平日昼

7 メカトロニクス科
6/2、6/3、6/9、6/10、6/16、6/17、6/23、6/24、6/30、7/1、7/7、7/8、
7/14、7/15、7/16、7/17、7/18、7/22、7/23、7/24（毎午前半日）

１～３級機械加工技能士検定試験 実技 試験対策講習 実 10 20 0 80 80 5 平日昼

8 メカトロニクス科
7/22（火）、7/29（火）、7/30（水）、8/5（火）、
8/20（水）、8/27（水）、9/1（月）

機械保全入門コース 座 20 7 40 16 56 15 平日昼

9 メカトロニクス科 8/7（木）、8/8（金） JW-ＣＡＤ操作入門　（Ａ） 実 10 2 0 16 16 8 平日昼

10 メカトロニクス科 8/28（木）、8/29（金） 【追加実施】 JW-ＣＡＤ操作入門　（Ｂ） 実 10 2 0 16 16 6 平日昼

11 メカトロニクス科 9/9（火）、9/10（水） 機械保全２級学科講習（前半） 座 40 2 16 0 16 35 平日昼

12 メカトロニクス科 9/18（木）、9/19（金） 【計画中止】 電気保全実技予備講習１（リレーシーケンス入門） 実 - - - - - - -

13 メカトロニクス科 9/25（木）、9/26（金） 【計画中止】 電気保全実技予備講習２（PLC入門） 実 - - - - - - -

14 メカトロニクス科 9/30（火）、10/1（水） 機械保全２級実技講習（前半） 実 40 2 0 16 16 35 平日昼

15 メカトロニクス科 10/2（木）、10/3（金） 機械保全１級学科講習（前半） 座 10 2 16 0 16 13 平日昼

16 メカトロニクス科 10/9（木）、10/10（金） 【計画中止】 電気保全１・２級学科講習（前半） 座 - - - - - - -

17 メカトロニクス科 10/21（火）、10/22（水） 機械保全１級実技講習（前半） 実 10 2 0 16 16 14 平日昼

18 メカトロニクス科 10/28（火）、10/29（水） 機械保全２級学科講習 (後半） 座 40 2 16 0 16 35 平日昼

19 メカトロニクス科 10/30（木）、10/31（金） 【計画中止】 電気保全１・２級学科講習（後半） 座 - - - - - - -

20 メカトロニクス科 11/5（水）、11/6（木） 機械保全１級学科講習（後半） 座 10 2 16 0 16 13 平日昼

21 メカトロニクス科 11/19（水）、11/20（木） 【計画中止】 機械保全１級学科講習（後半） 実 - - - - - - -

22 メカトロニクス科 11/28（金）、12/3（水）、12/4（木） 機械保全２級実技講習（後半） 実 40 3 0 24 24 35 平日昼

23 メカトロニクス科 12/1（月）、12/2（火） 【計画中止】 電気保全１・２級学科講習（後半） 実 - - - - - - -

24 メカトロニクス科 12/10（水）、12/11（木）、12/18（木） 機械保全１級実技講習（後半） 座 10 3 0 24 24 13 平日昼

小計 310 66 134 314 448 274

1 今治タオルものづくり科 4/10(木）～令和8年3/27（金） タオル製造技能初級コース（実践型） 実 3 207 396 744 1,140 平日昼

2 今治タオルものづくり科 タオル製造技能初級コース（短期型） 実 3 140 277 519 796 平日昼

3 服飾モード科 7/27(日),8/10(日) 注文服技能講習基礎編Ⅰ 実 10 2 0 12 12 10 休日

4 服飾モード科 9/21(日),9/28(日) 注文服技能講習応用編Ⅰ 実 10 2 0 12 12 7 休日

5 服飾モード科 2/16(日),2/23(日) 注文服技能講習基礎編Ⅱ 実 10 2 0 12 12 休日

6 服飾モード科 3/9(日),3/16(日) 注文服技能講習応用編Ⅱ 実 10 2 0 12 12 休日

7 ビジネスデザイン科 【計画中止】 グラフィックソフトウェア技能講習１ 実 - - - - - - -

8 ビジネスデザイン科 【計画中止】 グラフィックソフトウェア技能講習Ⅱ 実 - - - - - - -

9 設備エンジニア科 4/14(月),4/15(火) 電気基礎講習1 実 20 2 0 14 14 20 平日昼

10 設備エンジニア科 5/13（火）、5/14（水） 電気基礎講習2 実 10 2 0 14 14 9 平日昼

11 設備エンジニア科 5/10(土),5/17(土),5/24(土) 第二種電気工事士筆記試験講習 座 10 3 18 0 18 6 休日

12 設備エンジニア科 6/30(月)、7/1（火）～7/4（金）、7/7（月）～7/11（金） 第二種電気工事士実技試験講習 実 10 10 0 20 20 7 平日夜

0

小計 96 372 691 1,359 2,050 59

建具手加工作業技能検定受検準備講習

家具手加工作業技能検定受検準備講習

2 アパレルビジネス科 【計画中止】 アパレル基礎コース 実 - - - - - - -

0

小計 6 2 0 12 12 6

計 412 440 825 1,685 2,510 339

※「２タオル製造技能初級コース（短期型）は、「１タオル製造技能初級コース（実践型）」の一部として実施

令和７年度 スキルアップコース実施状況（R8.1.31現在）

平日昼、
平日夜、
休日の別

新
居
浜
校

愛
媛
中
央
校
（

今
治
）

座学
実技

定員 日数
校
名

番
号

担当科名 訓 練 コ ー ス実 施 （予 定） 日

6

宇
和
島
校

訓練時間数
受講
者数

2 0 12 121 住まいづくり木工科 6/22(日),7/6(日) 実 休日6
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メ カ ト ロ ニ ク ス 科 普 通 10 2年 4月 施設内 普 通 10 2年 4月 施設内

自 動 車 整 備 科 普 通 15 2年 4月 施設内 普 通 15 2年 4月 施設内

メ タ ル 技 術 科 普 通 15 2年 4月 施設内 普 通 15 2年 4月 施設内

計 定員 40 （ 80 ） 定員 40 （ 80 ）

今治タオルものづくり科 普 通 10 2年 4月 施設内 普 通 10 2年 4月 施設内

服 飾 モ ー ド 科 普 通 10 2年 4月 施設内 普 通 10 2年 4月 施設内

ビ ジ ネ ス デ ザ イ ン 科 普 通 15 1年 4月 施設内 普 通 15 1年 4月 施設内

設 備 エ ン ジ ニ ア 科 普 通 10 2年 4月 施設内 普 通 10 2年 4月 施設内

計 定員 45 （ 75 ） 定員 45 （ 75 ）

住 ま い づ く り 木 工 科 短 期 15 10ヵ月 5月 施設内 短 期 15 10ヵ月 5月 施設内

ア パ レ ル ビ ジ ネ ス 科 短 期 10 10ヵ月 5月 施設内 短 期 10 10ヵ月 5月 施設内

介 護 ヘ ル パ ー 科 短 期 60 2ヵ月 年3回 施設内 短 期 60 2ヵ月 年3回 施設内

計 定員 85 （ 85 ） 定員 85 （ 85 ）

定員 170 （ 240 ） 定員 170 （ 240 ）

(注)カッコ内の定員は繰越者（2年課程の2年生の定員）を含んだ数である。

期 間 開始月 形態

新

居

浜

訓 練 科 目 の 再 編 計 画（R７年度〜R８年度）

校
名 訓 練 科 目

令和７年度 令和８年度

課程 定 員 期 間 開始月 形態

愛

媛

中

央

宇

和

島

合　　　　　　　　計

課程 定 員

変
更
な
し
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実施校 種別 コース名 訓練期間 コース数 定員 備考 実施校 種別 コース名 訓練期間 コース数 定員 備考

ＯＡビジネスレベルアップコース ３か月 2 30 15名×2コース
△10名

ＯＡビジネスレベルアップコース ３か月 2 20 10名×2コース

ＯＡ事務・経理コース ４か月 1 15
△5名

ＯＡ事務・経理コース ４か月 1 10

介護職員初任者研修コース ２か月 3 21 7名×3コース 介護職員初任者研修コース ２か月 3 21 7名×3コース

デュ
アル

PCスキル実践コース ４か月 1 10
コース廃止

ＯＡビジネス初級コース ３か月 2 30 15名×2コース
△10名

ＯＡビジネス初級コース ３か月 2 20 10名×2コース

ＯＡビジネス初級コース
（IT活用力習得対応） ５か月 1 15

△7名 ＯＡビジネス初級コース
（IT活用力習得対応） ５か月 1 8

ＯＡビジネスレベルアップコース ４か月 1 15
△3名

ＯＡビジネスレベルアップコース ４か月 1 12

ＯＡ事務・経理レベルアップコース ５か月 1 15
△5名

ＯＡ事務・経理レベルアップコース ５か月 1 10

医療事務コース ３か月 2 20 10名×2コース
△4名

医療事務コース ３か月 2 16 8名×2コース

WEB・OA事務コース ４か月 1 15
△3名

WEB・OA事務コース ４か月 1 12

介護職員初任者研修コース ３か月 1 10
コース廃止

コース新設
ＩＴプログラミングコース ４か月 1 10

調理師養成コース ２年間 1 4
△2名

調理師養成コース ２年間 1 2

准看護師養成コース ２年間 1 5
コース廃止

看護師養成コース ２年間 1 3
△1名

看護師養成コース ２年間 1 2

介護福祉士養成コース ２年間 1 4
△1名

介護福祉士養成コース ２年間 1 3

保育士養成コース ２年間 1 4
△1名

保育士養成コース ２年間 1 3

デュ
アル

ＯＡ総務実践コース ４か月 1 15
コース廃止

ＯＡビジネス初級コース ３か月 4 60 15名×4コース
△1コース・△21名

ＯＡビジネス初級コース ３か月 3 39
15名×1コース
12名×2コース

ＯＡビジネスレベルアップコース ３か月 3 45 15名×3コース
△6名

ＯＡビジネスレベルアップコース ３か月 3 39
15名×1コース
12名×2コース

介護職員初任者研修コース ３か月 2 30 15名×2コース
△1コース・△12名

介護職員初任者研修コース ３か月 1 18 18名×1コース

宅地建物取引士コース ４か月 1 15 宅地建物取引士コース ４か月 1 15

オフィスワーク習得コース ３か月 1 15 オフィスワーク習得コース ３か月 1 15

IT技術者養成コース（短期） ４か月 1 10
コース廃止

ＩＴプログラミングコース ４か月 2 30 15名×2コース
△3名

ＩＴプログラミングコース ４か月 2 27
15名×1コース
12名×1コース

ＯＡビジネス初級コース
（短期間・短時間） ３か月 1 15

コース廃止

OA総務コース ３か月 2 30 15名×2コース OA総務コース ３か月 2 30 15名×2コース

eラ
eラーニングコース
（事務スキルアップ（簿記・労務）） ３か月 2 30 15名×2コース eラ

eラーニングコース
（事務スキルアップ（簿記・労務）） ３か月 2 30 15名×2コース

ＩＴ技術者養成コース ２年間 1 3
△1名

ＩＴ技術者養成コース ２年間 1 2

二級建築士受験資格取得コース ２年間
コース再開

二級建築士受験資格取得コース ２年間 1 2

栄養士養成コース ２年間 1 10
△4名

栄養士養成コース ２年間 1 6

歯科技工士養成コース ２年間
コース再開

歯科技工士養成コース ２年間 1 2

自動車整備士養成コース ２年間 1 2 自動車整備士養成コース ２年間 1 2

介護福祉士養成コース ２年間 1 6
△2名

介護福祉士養成コース ２年間 1 4

保育士養成コース ２年間 3 10
4名×1コース
3名×1コース
3名×1コース

保育士養成コース ２年間 3 10
4名×1コース
3名×1コース
3名×1コース

医療事務実践コース ４か月 2 30 15名×2コース
△1コース・△15名 デュ

アル
医療事務実践コース ４か月 1 15

建築CADオペレーター実践コース ５か月 1 15
コース廃止

ＯＡビジネス初級コース ２か月 4 48
14名×2コース
10名×2コース

△10名
ＯＡビジネス初級コース ２か月 4 38

11名×2コース
8名×2コース

ＯＡビジネス初級コース
（IT活用力習得対応） ４か月 1 12

△4名 ＯＡビジネス初級コース
（IT活用力習得対応） ４か月 1 8

ＯＡビジネスレベルアップコース ３か月 6 68
14名×2コース
10名×4コース

△8名

ＯＡビジネスレベルアップコース ３か月 6 60
12名×2コース
10名×2コース
8名×2コース

医療事務コース ３か月 1 10
コース廃止

ＯＡビジネス初級コース
（短期間・短時間） ２か月 2 20 10名×2コース

コース廃止

共通
知識
習得

求人セット型訓練※求人内容に
応じて個別にコース設定

標準３か月 5 △2名 共通
知識
習得

求人セット型訓練※求人内容に
応じて個別にコース設定

標準３か月 3

65 750
△10コース・△236名

55 514

（国目安数 750 ） （国目安数 514 ）

令和８年度離職者等委託訓練比較（R７年度→R８年度）

※受講者数の推移等を踏まえ、国が示す令和８年度定員の目安数が全国的に削減、本県においても受講実績等を勘案し、定員数等の見直しを実施

R７年度実施計画 R８年度実施計画

新
居
浜

知
識
習
得

新
居
浜

知
識
習
得

愛
媛
中
央

知
識
習
得

愛
媛
中
央

知
識
習
得

長
期
高
度
人
材
育
成

長
期
高
度
人
材
育
成

愛
媛
中
央

（
松
山
駐
在

）

知
識
習
得

愛
媛
中
央

（
松
山
駐
在

）

知
識
習
得

長
期
高
度
人
材
育
成

長
期
高
度
人
材
育
成

デュ
アル

宇
和
島

知
識
習
得

宇
和
島

知
識
習
得

離職者等委託訓練計（繰越分含まず） 離職者等委託訓練計（繰越分含まず）
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令和８年度 障がい者就労促進事業の概要 
 

 

１ 精神・発達障がい者委託訓練（Ｈ24～） 
（１）実施方法  交付金事業として実施。 

（２）事業内容 

  ①実 施 校 愛媛中央産業技術専門校（今治・松山） 

  ②訓 練 対 象 者 精神・発達障がい者で、公共職業安定所長の受講斡旋を受けた者 

  ③訓 練 内 容 等  

訓練科名 ＯＡ総務コース 

対 象 者 精神障がい者 発達障がい者 

実施形態 愛媛中央校から委託 

訓練内容 

ワードやエクセルなどのＯＡ関係スキルの習得とともに、実務で必要となる経理

や簿記等のスキルの習得。日常生活、社会生活で必要となる他人とのコミュニケ

ーション能力などの「ソーシャルスキル」を習得する。 

訓練期間 ６ヶ月 １年 

定  員 １５名（今治５名、松山１０名） 松山１０名 

委 託 先 企業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、民間教育訓練機関等 

訓練手当 
身体障がい者・知的障がい者・精神障がい者で、公共職業安定所において 

受講指示を受けた者を対象に支給する 

 

 

２ 障がい者の多様なニーズに対応した委託訓練事業（知・技：Ｈ16～、実践：Ｈ17～、特支：R6～） 
（１）実施方法  国からの委託を受け、県立産業技術専門校がＮＰＯ法人や企業等に委託して実施。 

（２）事業内容 

  ①訓 練 対 象 者 障がい者で、公共職業安定所長の受講斡旋を受けた者 

  ②訓 練 内 容 等 

訓練科名 
知識・技能習得科 

（Ｈ16～） 

実践能力習得科 

（Ｈ17～） 

特別支援学校等早期訓練科 

（R6～） 

訓練コース ＯＡ関係コース （委託先の業務内容により設定） 

対 象 者 身体、知的又は精神障がい者等対象 特別支援学校等の生徒 

実施形態 各専門校から委託 

訓練内容 

パソコンを用いた文書作

成、表計算実技等 

（東予 20 名、中予 10 名

×２回、南予 10 名） 

店舗販売､ビル清掃､食料品製造等､企業等での業務に

関する実習中心の実践的訓練 

訓練期間 ２～３ヶ月 1～3 ヶ月 

定  員 50 名（10 名×５回） 80 名（１名でも訓練可） 20 名（１名でも訓練可） 

委 託 先 企業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、民間教育訓練機関等 

訓練手当 訓練期間が短く、支給の必要性が低いため、支給しない 

 ③スタッフの配置 

 ・障がい者職業訓練コーディネーター〔各１名：新居浜校、愛媛中央校（松山）、宇和島校〕 

   訓練希望者と委託先企業等との訓練のマッチングや、訓練カリキュラムのコーディネート 

 ・障がい者職業訓練コーチ〔各１名：愛媛中央校（今治・松山）〕 

   訓練開始前の受講準備支援や、訓練受講中の委託先、実習先でのきめ細やかな適応支援など、

訓練生への専門的・総合的援助を実施 

（３）実施体制の強化 

   精神保健福祉士等（精神科医、看護師も可）による訓練生、職員に対する相談支援を実施。 
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座学 実技 計

1 メカトロニクス科 機械製図入門　 座 5月 10 2 16 0 16 平日昼

2 メカトロニクス科 ＣＡＤ入門（Ａｕｔｏ　ＣＡＤ） 実 5月 10 2 3 13 16 平日昼

3 メカトロニクス科
1～3級機械加工技能士試験
学科試験対策講習

座 5月 10 6 24 0 24 平日昼

4 メカトロニクス科
1～3級機械加工技能士試験
実技試験対策講習

実 6月 10 21 0 84 84 平日昼

5 メカトロニクス科
メカトロ二クス（プラントメンテナンス技術
者・技能育成講習）

実 6月 10 7 16 40 56 平日昼

6 メカトロニクス科 ＣＡＤ入門（ＪＷＣＡＤ） 実 8月 10 2 3 13 16 平日昼

7 メカトロニクス科 機械保全入門コースＡ 座 8月 20 7 32 24 56 平日昼

8 メカトロニクス科 機械保全２級学科講習（前半） 座 9月 40 2 16 0 16 平日昼

9 メカトロニクス科 機械保全１級学科講習（前半） 座 10月 10 2 16 0 16 平日昼

10 メカトロニクス科 機械保全２級実技講習（前半） 実 10月 40 2 0 16 16 平日昼

11 メカトロニクス科 機械保全１級実技講習（前半） 実 10月 10 2 0 16 16 平日昼

12 メカトロニクス科 機械保全２級学科講習（後半） 座 11月 40 2 16 0 16 平日昼

13 メカトロニクス科 機械保全１級学科講習（後半） 座 11月 10 2 16 0 16 平日昼

14 メカトロニクス科 機械保全２級実技講習（後半） 実 11月 40 3 0 24 24 平日昼

15 メカトロニクス科 機械保全１級実技講習（後半） 実 12月 15 3 0 24 24 平日昼

285 65 158 254 412

1 今治タオルものづくり科 タオル製造技能初級コース（実践型） - 4～3月 10 207 396 744 1,140 平日昼

2 今治タオルものづくり科 タオル製造技能初級コース（短期型） - 随時 5 140 385 385 770 平日昼

3 服飾モード科 注文服技能講習基礎編Ⅰ 実 6月 10 2 0 12 12 休日

4 服飾モード科 注文服技能講習応用編Ⅰ 実 9月 10 2 0 12 12 休日

5 服飾モード科 注文服技能講習基礎編Ⅱ 実 2月 10 2 0 12 12 休日

6 服飾モード科 注文服技能講習応用編Ⅱ 実 3月 10 2 0 12 12 休日

7 ビジネスデザイン科 グラフィックソフトウェア技能講習Ⅰ 実 11月 10 4 6 6 12 休日

8 ビジネスデザイン科 グラフィックソフトウェア技能講習Ⅱ 実 2月 10 4 6 6 12 休日

9 設備エンジニア科 電気基礎講習1 実 4月 10 3 0 21 21 平日昼

10 設備エンジニア科 電気基礎講習2 実 5月 10 2 0 14 14 平日昼

11 設備エンジニア科 第二種電気工事士筆記試験講習 座 5月 10 10 18 0 18 平日夜・休日

12 設備エンジニア科 第二種電気工事士実技試験講習 実 7月 10 10 0 18 18 平日夜・休日

115 388 811 1,242 2,053

建具手加工作業技能検定受検準備講習 5

家具手加工作業技能検定受検準備講習 5

2 アパレルビジネス科 アパレル基礎コース 実 4月 10 2 6 9 15 平日昼

20 4 6 21 27

420 457 975 1,517 2,492

※愛媛中央校において実施予定の「2タオル製造技能初級コース（短期型）」は、「1タオル製造技能初級コース（実践型）」の一部として実施
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1月末現在

平成23年度 1,400 30 530 380 304 37.9% 57.4%
基礎：76.6％

実践：72.5％

平成24年度 2,400 67 1270 1003 762 52.9% 60.0%
基礎：94.6％

実践：80.1％

平成25年度 1,700 66 1164 801 679 68.5% 58.3%
基礎：95.2％

実践：80.7％

平成26年度 1,200 57 994 747 571 82.8% 57.4%
基礎：52.1％

実践：58.0％

平成27年度 840 50 736 521 424 87.6% 57.6%
基礎：61.8％

実践：63.9％

平成28年度 770 45 689 437 366 89.5% 53.1%
基礎：58.9％

実践：73.6％

平成29年度 630 34 495 356 290 78.6% 58.6%
基礎：52.7％

実践：69.3％

平成30年度 630 31 440 291 251 69.8% 57.1%
基礎：54.9％

実践：78.7％

令和1年度 600 26 377 236 210 62.8% 55.7%
基礎：51.5％

実践：67.8％

令和2年度 809 27 402 273 231 49.7% 57.5%
基礎：50.0％

実践：67.5％

令和3年度 698 34 542 402 346 77.7% 63.8%
基礎：41.4％

実践：59.5％

令和4年度 693 36 590 533 435 85.1% 73.7%
基礎：44.9％

実践：70.3％

令和5年度 693 36 693 608 509 100.0% 73.5%
基礎：　－

実践：56.0％

令和6年度 639 34 639 643 489 100.0% 76.5%
基礎：54.3％

実践：53.8％

令和7年度 648 35 633 392 320 ― ―
基礎：55.6％

実践：53.7％

27 508 392 320 77.2% 63.0%

※当該年度中に開始したコースについて集計。就職率については当該年度中に終了したコースについて集計。

   ：就職率　〔基礎コース〕　58％以上、　〔実践コース〕　63％以上

　　　　☆平成26年度開講コースから設定目標が訓練修了3ヶ月後の雇用保険が適用される就職率に改正

就職率

４月～1月認定開校コース

（参考）☆事業目標（平成25年度まで）：就職率　〔基礎コース〕　60％、　〔実践コース〕　70％

求職者支援訓練の実施状況

訓練計画数
認定数

(中止を除く)

認定定員

(中止を除

く）

受講者数

認定率

(認定定員／

訓練計画数)

開校コースの

充足率
受講申込者数

(下期）

MTJDJA
テキストボックス
資料３
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1月末現在

求職者支援訓練の計画・認定・受講状況（令和7年度）
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0 100 200 300 400 500 600 700

受講者数

（1月末まで）

認定定員

(１月末まで、
中止含む）

訓練計画数

訓練コース別
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実践コースの分野別内訳
介護・福祉系 医療事務系 デジタル系 その他
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開始日 終了日 開始日 終了日

ビジネスパソコン基礎
３か月

3/4 4/5 4/22 7/19 20名 23名 18名 90.0% 松山市

オフィスワーク
基礎 ３か月

3/18 4/19 5/10 8/9 12名 9名 8名 66.7% 新居浜市

ビジネスパソコン基礎
３か月

4/26 5/30 6/14 9/13 15名 21名 15名 100.0% 松山市

ビジネスパソコン基礎
３か月

6/3 7/5 7/22 10/21 17名 21名 15名 88.2% 松山市

ビジネスパソコン基礎
３か月

7/30 9/2 9/17 12/16 30名 21名 20名 66.7% 松山市

ビジネスパソコン基礎
３か月

9/3 10/7 10/22 1/21 25名 18名 17名 68.0% 松山市

ビジネスパソコン基礎
３か月

10/31 12/4 12/18 3/17 30名 20名 19名 63.3% 松山市

ビジネスパソコン基礎
３か月

11/25 12/27 1/22 4/21 15名 20名 15名 100.0% 松山市

ビジネスパソコン基礎
３か月

1/27 2/28 3/18 6/17 18名 20名 17名 94.4% 松山市

ビジネスパソコン基礎
３か月

1/20 2/21 3/18 6/17 14名 14名 14名 100.0% 西条市

196名 187名 158名 80.6%

IT分野
WEBアプリ開発
（eラーニングA）

６か月 6/13 7/29 8/21 12/25 30名 12名 10名 33.3% ｅラーニング

基礎から実践まで幅広くWebデザイン
養成（eラーニング）

６か月 2/19 3/18 4/16 10/15 30名 39名 30名 100.0% ｅラーニング

未経験者OK！6ヶ月でじっくり学ぶWebデザイ
ナー

（eラーニング）
６か月 3/13 4/12 5/21 11/20 30名 45名 29名 96.7% ｅラーニング

未経験者OK！6ヶ月でじっくり学ぶWebデザイ
ナー

（eラーニングA）
６か月 5/16 6/19 7/11 1/10 30名 55名 20名 66.7% ｅラーニング

未経験者OK！6ヶ月でじっくり学ぶWebデザイ
ナー

（eラーニングA）
６か月 7/18 8/21 9/12 3/11 30名 44名 29名 96.7% ｅラーニング

基礎から実践まで幅広くWebデザイン養成
（eラーニングA） ６か月 9/3 10/2 10/25 4/24 30名 17名 14名 46.7% ｅラーニング

基礎から実践まで幅広くWebデザイン養成
（eラーニングA） ６か月 10/18 11/21 12/13 6/12 30名 27名 23名 76.7% ｅラーニング

未経験者OK！6ヶ月でじっくり学ぶWebデザイ
ナー

（eラーニングA）
６か月 12/5 1/8 2/6 8/5 15名 16名 12名 80.0% ｅラーニング

基礎から実践まで幅広くWebデザイン養成
（eラーニングA） ６か月 1/6 2/7 3/11 9/10 15名 26名 14名 93.3% ｅラーニング

じっくり学べる！PCビジネス
３か月 2/22 3/27 4/11 7/10 15名 19名 11名 73.3% 松山市

初めての方も安心！じっくり学べるOA
事務

３か月 5/7 6/10 6/28 9/27 15名 11名 11名 73.3% 新居浜市

じっくり学べる！PCビジネス
３か月 5/22 6/25 7/11 10/10 15名 16名 13名 86.7% 松山市

OA事務
（短時間）

３か月 6/27 7/31 8/23 11/22 12名 7名 7名 58.3% 新居浜市

初めての方も安心！じっくり学べるOA
事務

３か月 8/5 9/6 9/27 12/26 15名 6名 6名 40.0% 新居浜市

じっくり学べる！PCビジネス
３か月 8/19 9/19 10/11 1/9 15名 13名 10名 66.7% 松山市

OA事務
（短時間）

３か月 8/19 9/20 10/11 1/10 12名 8名 8名 66.7% 今治市

OA事務
（短時間）

３か月 10/7 11/8 12/4 3/3 12名 14名 12名 100.0% 新居浜市

じっくり学べる！PCビジネス
３か月 11/7 12/11 1/14 4/11 5名 9名 5名 100.0% 松山市

初めての方も安心！じっくり学べるOA
事務

３か月 15名 3名 0.0% 新居浜市

基礎からはじめるエクセルスぺシャリス
ト

３か月 2/7 3/10 3/27 6/26 15名 15名 14名 93.3% 松前町

OA事務
（短時間）

３か月 12/9 1/10 1/29 4/28 12名 7名 5名 41.7% 今治市

医療事務分野 医療事務
（短時間）

３か月 11/19 12/23 1/17 4/16 15名 11名 10名 66.7% 松山市

介護実務者研修
（短時間）

６か月 10/11 11/14 12/3 6/2 15名 18名 15名 100.0% 松山市

介護初任者研修
（短時間）

３か月 12/6 1/9 1/30 4/28 15名 11名 11名 73.3% 松山市

介護初任者研修
（短時間）

３か月 1/24 2/27 3/24 6/23 15名 12名 12名 80.0% 松山市

458名 461名 331名 72.3%

654名 648名 489名 74.8%

令和６年度　求職者支援訓練実施状況（令和８年１月３０日現在）

基礎計

営業・販売・事務
分野

㈱建築資料研究社
日建学院　松山校
（㈱建築資料研究社）

簿記・パソコンスクール今治
（㈱トップエフォート）

簿記・パソコンスクール新居浜
（㈱トップエフォート）

㈱建築資料研究社
日建学院　松山校
（㈱建築資料研究社）

簿記・パソコンスクール新居浜
（㈱トップエフォート）

㈲ナカノジョイントカンパニー

パソコンスクールアビバ
（㈱リンクアカデミー）

パソコンスクールアビバ
（㈱リンクアカデミー）

簿記・パソコンスクール新居浜
（㈱トップエフォート）

㈱建築資料研究社
日建学院　松山校
（㈱建築資料研究社）

簿記・パソコンスクール新居浜
（㈱トップエフォート）

簿記・パソコンスクール新居浜
（㈱トップエフォート）

訓練中止

簿記・パソコンスクール今治
（㈱トップエフォート）

㈱建築資料研究社
日建学院　松山校
（㈱建築資料研究社）

愛媛パソコン教室
（家庭教師紹介センター）

愛媛パソコン教室
（家庭教師紹介センター）

愛媛パソコン教室
（家庭教師紹介センター）

実施地域
訓練実施施設名
（申請事業者名）

愛媛パソコン教室
（家庭教師紹介センター）

簿記・パソコンスクール新居浜
（㈱トップエフォート）

パソコンスクールアビバ
（㈱リンクアカデミー）

パソコンスクールアビバ
（㈱リンクアカデミー）

プログラミングスクール テックアイエス
（㈱テックアイエス）

㈲ミートハウスフジタ

愛媛パソコン教室
（家庭教師紹介センター）

愛媛パソコン教室
（家庭教師紹介センター）

愛媛パソコン教室
（家庭教師紹介センター）

㈱ニチイ学館　松山支店
（㈱ニチイ学館）

特定非営利活動法人
アクティブボランティア二十一

特定非営利活動法人
アクティブボランティア二十一

パソコンスクールアビバ
（㈱リンクアカデミー）

パソコンスクールアビバ
（㈱リンクアカデミー）

パソコンスクールアビバ
（㈱リンクアカデミー）

パソコンスクールアビバ
（㈱リンクアカデミー）

愛媛パソコン教室
（家庭教師紹介センター）

特定非営利活動法人
アクティブボランティア二十一

令和６年度　求職者支援訓練計

実践計

定員充
足率

基礎

実践

コース名訓練分野
訓練

コース
訓練期

間

デザイン分野

介護・医療・福祉
分野

募集期間 訓練期間
定員

申込者
数

受講者
数



開始日 終了日 開始日 終了日

ビジネスパソコン基礎
３か月 3/6 4/9 4/23 7/22 20名 14名 13名 65.0% 松山市

ビジネスパソコン基礎
３か月 5/1 6/4 6/18 9/17 25名 16名 15名 60.0% 松山市

ビジネスパソコン基礎
３か月 6/4 7/8 7/23 10/22 20名 16名 16名 80.0% 松山市

ビジネスパソコン基礎
３か月 7/31 9/3 9/18 12/17 25名 12名 12名 48.0% 松山市

ビジネスパソコン基礎
３か月 9/4 10/8 10/23 1/22 23名 16名 15名 65.2% 松山市

ビジネスパソコン基礎
３か月 11/6 12/10 12/24 3/23 28名 24名 23名 82.1% 松山市

ビジネスパソコン基礎
３か月 12/3 1/6 1/23 4/22 18名 14名 14名 77.8% 松山市

ビジネスパソコン基礎
３か月 1/14 2/27 3/13 6/12 15名 西条市

ビジネスパソコン基礎
３か月 1/30 3/5 3/24 6/23 20名 松山市

194名 112名 108名 55.7%

IT分野
初心者から始めるWebデザイナー養成

（eラーニングA）
６か月 12/24 1/27 2/19 7/17 15名 0.0% ｅラーニング

未経験者OK！6ヶ月でじっくり学ぶ
Webデザイナー（eラーニングA） ６か月 2/19 3/21 4/16 10/15 20名 14名 12名 60.0% ｅラーニング

基礎から実践まで幅広くWebデザイン養成
（eラーニングA） ６か月 3/26 4/28 5/28 11/27 25名 19名 14名 56.0% ｅラーニング

初心者から始めるWebデザイナー養成
（eラーニングA） ４か月 6/19 7/23 8/15 12/12 15名 5名 4名 26.7% ｅラーニング

基礎から学べるWEBデザイン/サイト制作/マー
ケティング（eラーニングA） ６か月 7/1 8/4 8/27 2/26 15名 22名 15名 100.0% ｅラーニング

未経験者OK！6ヶ月でじっくり学ぶ
Webデザイナー（eラーニングA） ６か月 8/15 9/18 10/22 4/21 30名 14名 9名 30.0% ｅラーニング

基礎から学べるWEBデザイン/サイト制作/マー
ケティング（eラーニングA） ６か月 12/22 1/20 2/18 8/17 15名 7名 ｅラーニング

じっくり学べる！PCビジネス ３か月 2/19 3/25 4/14 7/11 15名 16名 10名 66.7% 松山市

はじめてのオフィスパソコン ２か月 2/26 4/1 4/18 6/17 15名 8名 8名 53.3% 松前町

OA事務
（短時間） ３か月 3/3 4/4 4/23 7/22 12名 10名 9名 75.0% 新居浜市

OA事務
（短時間） ３か月 4/23 5/27 6/13 9/12 12名 9名 8名 66.7% 今治市

じっくり学べる！PCビジネス ３か月 5/21 6/24 7/17 10/16 15名 13名 11名 73.3% 松山市

基礎から学べるデジタルマーケティング/デザイ
ン/サイト制作（eラーニングA） ６か月 7/1 8/4 8/27 2/26 30名 23名 21名 70.0% ｅラーニング

OA事務
（短時間） ３か月 7/30 9/2 9/26 12/25 15名 10名 8名 53.3% 新居浜市

じっくり学べる！PCビジネス ３か月 8/26 9/29 10/17 1/16 15名 5名 5名 33.3% 松山市

OA事務
（短時間） ３か月 9/26 10/30 11/28 2/27 15名 17名 15名 100.0% 新居浜市

ゼロから実務レベルへ！会計・データ分析・業
務自動化養成（eラーニングA） ６か月 10/16 11/17 12/10 6/9 28名 48名 22名 78.6% ｅラーニング

基礎から学べるデジタルマーケティング/
デザイン/サイト制作（eラーニングA） ６か月 10/21 11/18 12/16 6/15 12名 16名 12名 100.0% ｅラーニング

OA事務
（短時間） ３か月 11/21 12/25 1/29 4/28 15名 4名 4名 26.7% 新居浜市

ゼロから実務レベルへ！会計・データ分析・業
務自動化養成（eラーニングA） ６か月 12/24 1/27 2/19 8/18 21名 0.0% ｅラーニング

基礎からはじめるOA事務 ３か月 1/5 2/5 2/25 5/22 10名 0.0% 松前町

基礎からはじめるエクセルスペシャリスト ３か月 2/2 3/6 3/25 6/24 14名 松前町

医療事務
（短時間） ３か月 2/26 4/1 4/18 7/17 15名 11名 10名 66.7% 松山市

医療事務
（短時間） ３か月 7/29 9/1 9/16 12/15 15名 8名 8名 53.3% 松山市

医療事務
（短時間） ３か月 10/30 12/3 12/17 3/16 15名 9名 7名 46.7% 松山市

介護実務者研修
（短時間）

６か月 15名 3名 0.0% 松山市

介護初任者研修
（短時間）

３か月 12/8 1/9 2/2 5/1 15名 0.0% 松山市

439名 291名 212名 48.3%

633名 403名 320名 50.6%

令和７年度　求職者支援訓練実施状況（令和８年１月３０日現在）

訓練期
間

募集期間 訓練期間
定員

申込者
数

訓練
コース

訓練分野 コース名

基礎計

愛媛パソコン教室
（家庭教師紹介センター）

愛媛パソコン教室
（家庭教師紹介センター）

愛媛パソコン教室
（家庭教師紹介センター）

㈲ミートハウスフジタ

受講者
数

定員充
足率

実施地域
訓練実施施設名
（申請事業者名）

愛媛パソコン教室
（家庭教師紹介センター）

医療事務分野

実践計

令和７年度　求職者支援訓練計

簿記・パソコンスクール新居浜
（㈱トップエフォート）

㈱建築資料研究社
日建学院　松山校
（㈱建築資料研究社）

簿記・パソコンスクール新居浜
（㈱トップエフォート）

㈱Wonderlabo　愛媛支部
（㈱Wonderlabo）

㈱ニチイ学館　松山支店
（㈱ニチイ学館）

㈱ニチイ学館　松山支店
（㈱ニチイ学館）

㈱ニチイ学館　松山支店
（㈱ニチイ学館）

㈱Wonderlabo　愛媛支部
（㈱Wonderlabo）

パソコンスクールアビバ
（㈱リンクアカデミー）

募集中

愛媛パソコン教室
（家庭教師紹介センター）募集中

基礎

㈱Wonderlabo　愛媛支部
（㈱Wonderlabo）開始前

デザイン分野

特定非営利活動法人
アクティブボランティア二十一訓練中止

簿記・パソコンスクール新居浜
（㈱トップエフォート）

愛媛パソコン教室
（家庭教師紹介センター）

㈱建築資料研究社
日建学院　松山校
（㈱建築資料研究社）

簿記・パソコンスクール今治
（㈱トップエフォート）

簿記・パソコンスクール新居浜
（㈱トップエフォート）

㈲ナカノジョイントカンパニー

㈱建築資料研究社
日建学院　松山校
（㈱建築資料研究社）

パソコンスクールアビバ
（㈱リンクアカデミー）

㈱Wonderlabo　愛媛支部
（㈱Wonderlabo）

eジョブ愛媛校
（㈱prezy）

パソコンスクールアビバ
（㈱リンクアカデミー）

パソコンスクールアビバ
（㈱リンクアカデミー）

愛媛パソコン教室
（家庭教師紹介センター）

愛媛パソコン教室
（家庭教師紹介センター）

特定非営利活動法人
アクティブボランティア二十一

介護・医療・福祉
分野

eジョブ愛媛校
（㈱prezy）

パソコンスクールアビバ
（㈱リンクアカデミー）

㈲ナカノジョイントカンパニー

開始前

開始前

実践

㈲ナカノジョイントカンパニー募集中

開始前

開始前

営業・販売・事務
分野
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に
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ヒ
ア
リ
ン
グ
実
施
結
果
概
要

（
愛
情
恊
）

カ リ キ ュ ラ ム

訓
練

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

に
つ

い
て

は
、

適
切

な
内

容
で

設
定

さ
れ

て
い

る
と

思
わ

れ
る

が
、

デ
ジ

タ
ル

関
係

の
技

術
は

日
々

進
化

し
て

お
り

、
教

え
る

人
の

知
識

等
が

最
新

の
状

況

に
ア

ッ
プ

デ
ー

ト
さ

れ
て

い
る

か
懸

念
さ

れ
る

。

訓
練

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

に
つ

い
て

訓
練

生
の

ス
キ

ル
が

一
定

レ
ベ

ル
以

上
あ

る
か

。
訓

練
を

受
講

す
る

熱
意

が
あ

る
か

ど

う
か

。
今

の
シ

ス
テ

ム
開

発
は

昔
の

よ
う

に
た

だ
机

の
前

で
ひ

た
す

ら
コ

ー
ド

を
入

力

す
る

だ
け

か
ら

大
き

く
変

化
し

て
い

る
。

訓
練

機
関

に
は

そ
の

こ
と

を
必

ず
説

明
し

て

ほ
し

い
。

訓
練

生
の

状
況

に
つ

い
て

昔
は

「
要

件
定

義
→

設
計

→
実

装
→

テ
ス

ト
→

運
用

」
の

順
で

開
発

し
て

お
り

、
設

計
で

は
手

作
業

で
コ

ー
ド

を
書

い
て

い
た

の
で

、
知

識
の

習
得

に
膨

大
な

時
間

と
経

験
が

必
要

だ
っ

た
。

必
然

的
に

開
発

に
は

莫
大

な
時

間
を

要
し

て
い

た
。

コ
ロ

ナ
後

現
在

は
こ

こ
２

年
ほ

ど
で

は
仕

事
が

減
っ

て
き

て
い

る
。

コ
ー

ド
の

知
識

は
必

要
だ

が
、

数
週

間
程

度
で

基
礎

的
な

知
識

を
学

べ
ば

、
後

は

「
A
I（

C
h
a
t 

G
P
T
等

）
」

に
問

い
か

け
文

章
を

正
確

に
入

力
す

れ
ば

自
動

生
成

し

て
く

れ
る

の
で

、
か

つ
て

の
「

プ
ロ

グ
ラ

マ
ー

」
は

必
要

で
は

な
く

、
S
E
が

必
要

と

な
っ

て
い

る
。

ま
た

、
S
E
の

業
務

と
し

て
は

、
顧

客
か

ら
必

要
な

情
報

を
聞

き
取

り
、

自
社

開
発

の

ソ
フ

ト
ウ

エ
ア

を
改

良
し

提
供

す
る

こ
と

が
重

要
と

な
っ

て
お

り
、

「
コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
能

力
」

を
非

常
に

重
視

し
て

い
る

。

シ
ス

テ
ム

開
発

の
現

状
に

つ
い

て

シ ス テ ム 開 発

【
ご

意
見

】
【

項
目

】

訓 練 生



ヒ
ア
リ
ン
グ
実
施
結
果
概
要

（
愛
情
恊
）

県 内 の 現 状

愛
媛

県
内

で
は

、
若

者
の

県
外

流
出

や
デ

ジ
タ

ル
人

材
の

不
足

へ
の

対
応

か
ら

、
大

学

に
情

報
系

学
部

等
を

新
設

し
、

高
度

人
財

の
地

元
雇

用
を

目
指

し
て

い
る

。
し

か
し

、

現
在

の
地

元
で

の
仕

事
は

、
首

都
圏

か
ら

の
下

請
け

的
な

開
発

が
多

く
、

技
術

力
ア

ッ

プ
は

望
め

な
い

。
高

度
人

財
は

「
や

り
た

い
仕

事
」

を
求

め
て

首
都

圏
、

海
外

に
転

出

し
て

い
る

。
地

元
に

高
度

人
財

が
魅

力
を

感
じ

る
「

や
り

た
い

仕
事

」
を

創
れ

ば
、

県

外
に

で
て

い
る

高
度

技
術

者
が

戻
っ

て
く

る
、

と
考

え
て

い
る

。

愛
媛

県
内

に
お

け
る

シ
ス

テ
ム

開
発

の
現

状
に

つ
い

て

昔
は

日
本

の
電

気
通

信
産

業
技

術
者

の
レ

ベ
ル

は
高

か
っ

た
が

、
今

は
「

GA
FA

M
」

に
と

っ
て

代
わ

ら
れ

、
ま

た
ア

メ
リ

カ
や

中
国

の
技

術
者

の
レ

ベ
ル

か
ら

遠
く

離
さ

れ

て
お

り
、

斜
陽

の
時

代
と

な
っ

て
い

る
。

※
「

GA
FA

M
」

＝
Go

og
le

、
Am

az
on

、
Fa

ce
bo

ok
（

現
M

et
a 

Pl
at

fo
rm

s）
、

Ap
pl

e、
M

icr
os

of
tの

頭
文

字
の

略

日
本

国
内

に
お

け
る

シ
ス

テ
ム

開
発

の
現

状
に

つ
い

て

シ
ス

テ
ム

開
発

は
「

チ
ー

ム
」

で
実

施
す

る
こ

と
か

ら
、

「
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能

力
」

は
必

須
。

シ
ス

テ
ム

開
発

の
業

界
で

病
気

離
職

す
る

者
の

多
く

は
、

主
に

コ
ミ

ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力

の
不

足
か

ら
孤

立
し

精
神

的
な

病
を

発
症

し
た

こ
と

が
原

因
。

コ
ー

ド
入

力
は

「
英

語
」

で
行

う
こ

と
や

、
海

外
の

取
引

先
、

エ
ン

ジ
ニ

ア
と

コ
ミ

ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
進

め
る

必
要

か
ら

、
「

語
学

力
」

も
必

須
。

S
E
の

業
務

に
お

い
て

生
成

A
Iを

活
用

す
る

場
面

が
増

加
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

A
Iに

対
す

る
的

確
な

指
示

を
行

う
た

め
の

「
プ

ロ
ン

プ
ト

力
」

が
重

要
性

を
増

し
て

い
る

。
※

プ
ロ

ン
プ

ト
力

＝
A
Iに

的
確

な
指

示
や

質
問

を
与

え
て

、
欲

し
い

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
引

き
出

す
た

め
の

ス
キ

ル
の

こ
と

SE
に

求
め

ら
れ

る
能

力
に

つ
い

て

能 力

【
ご

意
見

】
【

質
問

】

国 内 の 現 状



ヒ
ア
リ
ン
グ
実
施
結
果
概
要

（
愛
情
恊
）

人 材 確 保

人
材

の
確

保
に

つ
い

て
は

、
新

卒
者

は
も

と
よ

り
、

中
小

企
業

に
と

っ
て

は
、

人
材

の
育

成
に

は
莫

大
な

費
用

が
か

か
る

こ
と

か
ら

、
社

会
人

と
し

て
の

マ
ナ

ー
等

の
研

修
を

受
け

て
お

り
企

業
で

の
勤

務
経

験
が

あ
る

「
中

途
採

用
者

」
で

の
人

材
確

保
が

希
望

。
SE

と
し

て
の

知
識

は
入

社
後

で
も

十
分

獲
得

で
き

る
。

当
社

（
ユ

イ
シ

ス
テ

ム
工

房
）

で
は

、
内

定
後

辞
退

し
た

者
に

対
し

て
も

、
都

会
で

勤
務

経
験

を
積

ん
だ

後
も

し
帰

郷
す

る
こ

と
が

あ
れ

ば
い

つ
で

も
入

社
し

て
ほ

し
い

旨
伝

え
て

い
る

。
（

＝
門

戸
を

広
げ

て
い

る
）

。

派
遣

会
社

か
ら

も
受

け
入

る
こ

と
も

あ
る

が
、

高
額

な
手

数
料

か
ら

利
用

に
は

躊
躇

す
る

。

人
材

確
保

へ
の

取
組

に
つ

い
て

■
訓

練
実

施
者

及
び

訓
練

受
講

者
（

加
え

て
受

講
指

示
等

を
行

う
H

W
の

担
当

者
等

）
は

、
デ

ジ
タ

ル
分

野
の

現
状

に

つ
い

て
認

識
を

常
に

新
た

に
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

。

■
IT

業
務

に
関

連
づ

け
た

「
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力

」
、

「
社

会
人

マ
ナ

ー
」

、
「

語
学

力
」

、
A
Iを

適
切

に
使

え
る

「
プ

ロ
ン

プ
ト

力
」

を
養

成
す

る
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
を

積
極

的
に

訓
練

に
組

み
込

む
こ

と
を

促
進

す
る

。

■
e
ラ

ー
ニ

ン
グ

は
地

域
や

時
間

に
縛

ら
れ

ず
受

講
を

促
進

で
き

る
形

式
で

は
あ

る
が

、
「

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
能

力
」

や
「

社
会

人
マ

ナ
ー

」
に

つ
い

て
は

オ
ン

ラ
イ

ン
で

の
実

施
が

難
し

い
こ

と
か

ら
、

e
ラ

ー
ニ

ン
グ

の
設

定
に

一
定

の
上

限
を

設
け

る
こ

と
と

す
る

。

【
ご

意
見

】
【

質
問

】

【
今

後
の

対
応

に
つ

い
て

】
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令和８年度愛媛県職業訓練実施計画（総合計画） 

 

令和８年４月１日 

 

愛 媛 県 

独立行政法人高齢・障害・求職者 
雇用支援機構 愛媛支部 

愛 媛 労 働 局 

 

１ 総説 

(1) 計画のねらい 

「令和８年度愛媛県職業訓練実施計画」は、令和８年度の愛媛県内における公的

職業訓練注１の実施に当たり、愛媛県、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機

構愛媛支部及び愛媛労働局が一体となり、国が策定する職業訓練実施計画や地域に

おける訓練ニーズを踏まえた職業訓練受講の機会を十分に確保し、もって求職者等

の安定的な雇用及び地域が求める人材の育成を実現するために必要な事項を定め

るものである。 

 

(2) 計画期間 

  計画期間は、令和８年４月１日から令和９年３月 31日までとする。 

 

(3) 計画の改定 

  公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合は改定を行うものとする。 

 

２ 労働市場の動向と課題等 

(1) 労働市場の動向と課題 

愛媛県内の雇用失業情勢は、求人が求職を上回って推移しており、令和７年４月以

降の有効求人倍率（季節調整値）は令和５年度より引き続き１．３～１．４倍台で推

移し、緩やかに持ち直している。一方、進展する少子高齢化・人口減少を背景とする

人手不足の問題が顕在化し、社会全体での有効な人材活用が必要であり、そのために

は、働く方々の意欲と能力に応じた多様な働き方を可能とし、賃金上昇の好循環を実

現していくことが重要である。 

また、県内経済の持続的な成長のためには、多様な人材が活躍できるような環境整

備を進め、労働生産性を高めていくことが必要不可欠であり、「人への投資」による

人材育成の強化、生産性の向上が喫緊の課題となっている。 

雇用対策の面からは、職業訓練により離職者の着実な就職促進につなげることが

重要であるが、訓練行政を取り巻く状況を踏まえれば、主に次の観点からの施策の

展開が重要となっている。 

 
１ 職業能力開発促進法（昭和 44年法律第 64 号）に基づき実施する公共職業訓練及び職業訓練の

実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23 年法律第 47号）に基づき実施す

る求職者支援訓練の総称。以下同じ。 
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 ・ これまで職業能力開発の機会に恵まれなかった方等への支援 

これまで職業能力開発の機会に恵まれなかった非正規雇用労働者のほか、出産

等でキャリアの中断を余儀なくされた女性、様々な課題に直面しているケースが

あるミドルシニアの方、介護等で離職を余儀なくされた方、自立・就労を目指す

生活困窮状態の方、障がいをお持ちの方等、様々な状況に置かれた支援対象者に

対しそれぞれに合った形での職業能力開発や就労支援を一層推進する必要があ

ること。 

・ 製造業を担う中核人材の育成 

我が県の産業構造においては、製造業が付加価値額と従業員数の両面で高い割

合を占め、依然として基幹産業としての地位を保持しているが、中小企業が人材

を確保することは年々困難となっており、製造業を担う中核人材の育成が急務と

なっていること。 

・ デジタル・トランスフォーメーション、グリーン・トランスフォーメーション

（以下「ＤＸ等」という。）への対応 

中小企業等の着実な事業展開、生産性や技能・技術の向上のために必要となる

人材の確保・育成が求められていること。 

特に、デジタル分野については、「デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023

改訂版）」（令和５年 12 月 26 日閣議決定）等において、デジタル人材が質・量と

もに不足していることを踏まえて、引き続き職業訓練のデジタル分野の重点化に

計画的に取り組むこと。 

・  在職者の生産性向上支援 

産業界や地域の人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上等、多様な職業能

力開発の機会を確保・提供すること。 

・ リカレント教育の拡充 

人生 100 年時代を迎え、何歳になっても学び直し、職場復帰や転職に資する高

齢者へのリカレント教育の拡充が求められていること。 

(2) 令和７年度における公的職業訓練をめぐる状況 

  令和７年度の職業訓練の受講者数及び就職率は次表のとおりである。 

公的職業訓練の

対象者 

受 講 者 数 ※１ 県立校 ※２ 機構立校等※２ 

計 
うち 

県立校 

うち 

機構立校 
就職率 

うち県内就

職率 
就職率 

離職者対象 799 567 232 75.1 95.6 85.2 

 施設内 277 45 232 64.3 100.0 85.2 

 委 託 522 522 ― 76.0 95.3 ― 

求職者支援訓練(委

託) 
320 ― ― ― ― 53.9※３ 

在職者対象 711 339 372 ― ― ― 

学卒者対象 52 52 ― 92.0 95.7 ― 

障がい者対象（委託） 75 75 ― 63.2 100.0 ― 
※1 受講者数は令和７年４月から令和８年１月末までの数値 
※2 就職率は令和６年度数値 

※3 令和６年４月 1 日～令和７年３月 31日に終了したコースの求職者支援訓練修了者等の就職率（訓練修了３

か月後）である。 
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３ 令和８年度の公的職業訓練の実施方針 

（1）離職者を対象とする職業訓練 

令和６年度の離職者向け公的職業訓練の実施状況や人材ニーズを踏まえ、以下の

とおり実施することとする。 

①  応募倍率が低く、就職率が高い「介護・医療・福祉分野」 

受講勧奨にあたって、介護・医療・福祉分野といった人材不足分野について、

更なる魅力を発信するとともに、訓練コースの内容や効果に関する周知を強化す

る。同時期に訓練コースが重ならないよう開講時期を調整する。 

②  応募倍率が高く、就職率が低い「IT 分野」、「デジタル分野」 

愛媛県公的職業訓練効果検証ワーキンググループで実施したヒアリング結果を

踏まえた今後の対応方針に基づき、求人者の人材ニーズに即した訓練内容かどう

かの検討を行うと共に、業務に必要な IT スキルを求人票に詳細に明示すること

でミスマッチを防ぐ等の取組を実施する。また、就職率の向上に向け、本人の受

講希望だけではなく、本人の職業能力や求職条件等を踏まえた適切な職業相談、

訓練のあっせんを行う。 

③  計画数と実績の乖離 

訓練機関等のニーズを踏まえた訓練コースの設定を進めるとともに、実態を踏

まえ計画数を検討するとともに、中止コースもあることから、開講時期の調整や

ＳＮＳ等を活用した効果的な周知広報を実施し、受講者を確保する。また、関係

機関と連携してハローワークにおける就職支援の強化を検討するほか、愛媛県と

連携の上、目標を達成していない民間教育訓練期間に対し、訓練及び就職支援の

自律的な改善を促すとともに、就職率の向上に向け、地域職業能力開発促進協議

会においてその方策について協議を行う。 

④ 都市部に比べデジタル人材が質・量とも不足 

引き続き、デジタル分野への重点化を進め、就職率向上のため、受講希望者の

ニーズに沿った適切な訓練を勧奨できるようハローワーク訓練窓口職員の知識の

向上や事前説明会等の機会確保を図るとともに、訓練修了者の就職機会の拡大に

資するよう訓練修了者歓迎求人等を確保する。 

 

（2）学卒者・在職者を対象とする職業訓練 

地域の基盤産業でありながら、民間教育訓練機関では設備機器の整備等が困難

であるものづくり分野と、業種を問わず労働生産性の向上に資する基礎的分野の

二点に重点を置いて実施することとする。 

また、今後成長が見込まれる分野については、民間専修学校等との役割分担を

踏まえながら、随時、実施の要否を検討することとする。 

 

４ 公的職業訓練の対象者数等 

(1) 公共職業訓練（離職者訓練）の対象者数等 

① 県立校 

訓練定員数は 594 人（施設内訓練 80 人/委託訓練 514 人とし、就職率は前年以

上を目指す。 

施設内訓練は、宇和島産業技術専門校において実施することとし、地域からの
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人材流出を防ぐため、女性等の就労支援に重点を置いて実施する。 

委託訓練は、高価な設備等が不要で、地域の基幹産業となり得る第３次産業や

事務職等の分野を中心に実施することとする。国家資格等の取得により正社員就

職を目指す長期の訓練や、子育て中の女性等の再就職を支援する訓練等、多様な

コースを設定するとともに、就労支援を実施することにより、職業能力開発機会

に恵まれなかった非正規雇用労働者や女性、不安定就労者等の再就職を支援する。

また、国民一人一人がサイバーセキュリティに対する意識・理解を深め、基本的

な取組や対策を平時から行うことが求められていることから、全ての訓練分野に

おける訓練コースにおいて、デジタルリテラシーや情報セキュリティに関するリ

テラシーの広報促進を図る。 

② 機構立校（愛媛職業能力開発促進センター） 

訓練定員数は 422 人とし、就職率は 82.5％以上を目指す。 

雇用のセーフティネットとしての役割を果たすため、離職者に対し、適切かつ 

効果的な職業訓練を実施し、再就職に結びつける。訓練の実施に当たっては、主

として、地域の民間教育訓練機関では実施していない、ものづくり分野に限定し

て実施することとし、ＡＲ・ＶＲ技術等の新たな技術導入に向けた検討を行う。 

 

(2) 求職者支援訓練の対象者数等 

①  非正規雇用労働者や自営廃業者等、雇用保険を受けることができない方を対象

として、雇用のセーフティネットとしての機能が果たせるよう、訓練認定規模 648

人を上限とし、求職者支援訓練を実施する。 

雇用保険適用就職率は、基礎コースで 58％、実践コースで 63％を目指す。 

 

② 訓練内容については、ＩＴ人材が質・量とも不足し、都市圏偏在が課題となっ

ていることを踏まえ、デジタル分野への重点化を図るとともに、人材確保がより

困難となっている介護等の分野に対応した訓練を推進するなど、地域における産

業の動向や求人ニーズを踏まえたものとする。 

  また、全ての労働人口がデジタルリテラシーを身につけ、デジタル技術を利活

用できるようにすることが重要であるとされていることや、国民一人一人がサイ

バーセキュリティに対する意識・理解を深め、基本的な取組や対策を平時から行

うことが求められていることから、全ての訓練分野に係る訓練コースにおいて、

デジタルリテラシーや情報セキュリティに関するリテラシーの向上促進を図る。 

訓練コースの設定に当たっては、育児中の女性等で再就職を目指す方、未就職

のまま卒業することとなった新卒者、生活保護受給者をはじめとする生活困窮状

態にある方、ミドルシニアで不安定な就労状態にある方や無業状態の方、居住地

域に訓練機関がなく訓練の受講が困難な方等、対象者が置かれた状況や個別のニ

ーズに対応するものとなるよう努める。 

 

③ 訓練認定規模は、以下のとおりとする。 

  イ 基礎コース 訓練認定規模の 30％程度 

  ロ 実践コース 訓練認定規模の 70％程度 

うち、介護・福祉分野、医療事務分野、デジタル分野の各分野の割合は、介
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護・福祉分野 20％程度、医療事務分野 13％程度、デジタル分野 33％程度とす

る。 

コース別内訳 計 

基礎コース 194 人 

実践コース 454 人 

 介護・福祉分野 90 人 

 医療事務分野 60 人 

 デジタル分野 150 人 

 その他 154 人 

（※うち地域ニーズ枠） （60 人） 

※ 地域ニーズ枠は、実践コースの内数とし、「デジタル分野の参集型訓練」を

優先認定する。 

※ e ラーニングコースの定員は、１コース当たりの上限を 15 人とする。 

 また、同一認定単位期間における e ラーニングコースの申請については、実践

コースの１分野（介護福祉分野、医療事務分野、デジタル分野及びその他の分

野のそれぞれ１分野）につき１実施機関あたり１コースまでとする。 

 

④ 求職者支援訓練のうち、次の上限値以下で新規参入となる職業訓練を認定する。 

  イ 基礎コース 上限値 30％ 

  ロ 実践コース 上限値 30％ 

    

※ 同一認定単位期間において、新規枠に対する余剰定員数がある場合は実績

枠（新規枠以外の枠）に振り替えることができる。 

 

⑤ 認定単位期間は、四半期単位とする。 

なお、認定単位期間ごとの具体的な定員及び認定申請受付期間については、愛

媛労働局及び独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構愛媛支部のホームペ

ージで周知する。 

 

⑥ 余剰定員の取扱い 

・ 同一認定単位期間におけるいずれかの申請定員数が設定定員数（認定上限値）

を下回った場合の余剰定員数及び中止コース分の余剰定員数については、当該

余剰定員数を他の枠（基礎・実践間、各分野間）に振り替えることができる。 

・ 同一認定単位期間において振替を行った上でも全体的に余剰定員数が生じた

場合は、次期の認定単位期間のいずれかの実績枠（基礎・実践、各分野）に振り

替えることができる。 

 

(3) 公共職業訓練（在職者訓練）の対象者数等 

① 県立校 

訓練定員数は420人とし、主にものづくり分野に重点をおいた訓練を実施する。 

推進員が企業巡回において把握した地域企業の訓練ニーズに応じた訓練コー 

スを設定・導入するほか、技能検定等資格取得に対応した訓練コースを実施する



6 

ことにより、地域産業を支える中核技能者の養成を図る。 

特に、愛媛中央産業技術専門校においては、地元タオル業界及び縫製業界が取

り組む実践型人材養成システムによる訓練や有期実習型訓練を支援するため、こ

れら訓練における OFF-JT（学習）の実施を通じて、地域産業人材を育成する。 

 

② 機構立校（愛媛職業能力開発促進センター） 

訓練定員数は 702 人とする。 

地方公共団体との役割分担を一層明確化するとともに、民業補完に徹する観点 

から、地域の人材育成ニーズに基づきつつ、民間教育訓練機関等の実施状況を踏 

まえたコース設定とする。「ものづくり分野」を中心としたＡＲ・ＶＲ技術等の 

新たな技術の導入に向けた検討を行い、真に高度なもののみに限定して、中小企 

業等の従業員を主な対象とした訓練を実施する。 

このほか、中小企業等に対する生産性向上やＤＸを推進するための人材育成支

援（生産性向上支援訓練）を実施するため、生産性向上人材育成支援センターに

おいて、地域の関係機関と連携を図りながら、分野を問わず総合的な支援を実施

することとし、訓練定員数は概ね 1,000 人程度とする。 

 

(4) 公共職業訓練（学卒者等訓練）の対象者数等 

① 県立校 

訓練定員数は 90 人とし、実施に当たっては、主にものづくり産業を担う人材

育成に一層集中して実施する。就職率は前年以上を目指す。 

少子高齢化・人口減少社会が進展する中、地域企業のニーズに対応した人材育

成が喫緊の課題となっていることから、訓練カリキュラムの見直しなどにより、

更なる若年者の確保と県内就職促進を図るとともに、学卒者のみならず、社会人

の更なる入校促進を図る。 

 

② 機構立校（愛媛職業能力開発促進センター） 

実施していない。 

 

(5) 障がい者等に対する公共職業訓練の対象者数等 

① 県立校 

訓練定員数（委託訓練）は 175 人とし、就職率は前年以上を目指す。 

様々な障がいを持つ方に対応した多様な訓練注２を実施するとともに、障がい 

者訓練就労支援員（臨床心理士等の有資格者）による訓練生へのきめ細やかなサ 

ポートを行うことにより障がい者の就職を促進するとともに、精神保健福祉士や

精神科医等による相談支援体制の強化を図る。 

また、障がい者職業訓練のコーディネーター及びコーチ、求人・職場実習先の 

開拓や就職後のアフターフォローを行う求人開拓員を専門校に配置することによ

 
２ 精神障がい者を対象とした委託訓練（短期課程６ヶ月 定員 15 名）、発達障がい者を対象とした

委託訓練（短期課程１年 定員 10 名）、障害者の多様なニーズに対応した委託訓練（知識・技能

習得科（身体障がい者等）：定員 50 名、実践能力習得科：定員 80 名）、特別支援学校等早期訓練

科：定員 20 名 
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り、障がい者の就労支援及び職場定着を図る。 

 

② 機構立校（愛媛職業能力開発促進センター） 

実施していない。 

 

５ 公的職業訓練の実施に当たり留意すべき事項等 

(1) 関係機関の連携 

  公的職業訓練を効果的に実施するため、関係機関がこれまで以上に連携を強化す

る。訓練を総合的かつ計画的に実施できるよう地域職業能力開発促進協議会等の合

議体を効果的・効率的に活用し、特に、委託訓練と求職者支援訓練との間で訓練分

野や実施時期等を調整することとする。 

また、「募集→訓練→就職支援」のサイクルの好循環を達成するため、ハローワ

ークと訓練実施機関が緊密に連携することとする。具体的には、ハローワークは、

訓練実施機関に対し就職支援に資する施策の情報提供等に努めるとともに、訓練実

施機関は、ハローワークに対し訓練の内容・特徴等の情報提供に努める。また、訓

練受講生に対し就職までの一貫した支援を行うため、訓練実施機関は、ハローワー

クに対し訓練修了前の受講生の就職活動の状況等を共有するとともに、訓練修了時

点で就職が決まらない可能性のある受講生に対しては、訓練期間中のハローワーク

の利用を積極的に勧奨する。特に、デジタル分野については、求職者が自身の希望

に沿った適切な訓練コースを選択できるよう、支援を行うハローワークの訓練窓口

職員の知識の向上や訓練実施施設による事前説明会や見学会に参加できる機会の

確保を図る。あわせて、訓練修了者歓迎求人等の確保を推進するとともに、事業所

に対して、訓練受講により習得することができるスキル等の訓練効果を広く周知す

ることなどにより、就職機会の拡大を図る。 

併せて、医療・福祉、建設等の人手不足分野の人材確保が図られるよう、ハロー

ワークは、これら分野の事業所に対し雇用管理改善の啓発を行うとともに、求職者

に対しては職種の魅力を訴求し、特に介護分野の仕事や訓練に関する理解促進のた

め、訓練見学会等を設定し、参加を積極的に働きかけるとともに、当該分野の訓練

受講を勧奨する。 

加えて、ハローワークにおいては、事業主等に対し、在職者訓練等の受講による

従業員のスキル向上及び生産性向上等の訓練効果を広く周知し、在職者訓練等の受

講促進を図る。 

 

(2) ジョブ・カードの活用 

ハローワークは、キャリア形成／リスキリング相談コーナーを設置し、キャリア

コンサルタントの常駐・巡回によるジョブ・カードを活用した訓練前、訓練後、在

職中など段階に応じた継続的なキャリアコンサルティングを実施し、職業訓練コー

スや教育訓練給付指定講座の選択など、労働者のキャリア形成やリスキリングに係

る支援を行う。 

  また、訓練実施機関は、訓練実施期間中、訓練生に対し技能・知識の公的証明等

としてのジョブ・カード作成の意義を丁寧に説明した上で、ジョブ・カードを活用

したキャリアコンサルティング及び訓練成果の評価を実施し、必要に応じ当該結果
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をハローワークと共有する。 

   

(3) ワーキンググループ（ＷＧ）による訓練効果の把握・検証 

愛媛県、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構愛媛支部及び愛媛労働局

が公的職業訓練効果検証ワーキンググループ（ＷＧ）の構成員となり、適切かつ効

果的な職業訓練を実施していくため、個別の訓練コースについて、訓練修了者や採

用企業からのヒアリングも含め、訓練効果を把握・検証し、訓練カリキュラム等の

改善を図ることとする。 

令和７年度に実施したデジタル分野（IT 分野、デザイン分野（Web デザイン系に

限る））におけるＷＧの検証報告を踏まえ、愛媛県地域職業能力開発促進協議会で

承認された今後の対応方針のとおり、求人ニーズに即した訓練内容かどうかの検討

を行うと共に、事業主等に対して、習得することができるスキル等の訓練効果を広

く周知することにより訓練修了者歓迎求人等確保の強化等の取組を実施すること

とする。 

 

 

６ その他（職業能力の開発及び向上の促進のための取組等） 

  地域におけるリスキリング事業については、地域の人への投資（リスキリング）

の推進のため、デジタル・グリーン等成長分野に関するリスキリングの推進に資す

る経営者等の意識改革・理解促進、リスキリングの推進サポート等及び従業員の理

解促進・リスキリング支援に要する経費について、地方単独事業として実施する場

合に、新たに特別交付税の措置が講じられることから、愛媛県及び域内市町が地方

単独事業として実施するものについて、当該実施計画に位置付ける事業とする。な

お、令和８年度に実施する地域リスキリング推進事業については、実施地方公共団

体名・事業所名・事業概要等を記載した事業一覧を令和８年度に開催される愛媛県

地域職業能力開発促進協議会に報告する。 
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令和８７年度愛媛県職業訓練実施計画（総合計画） 

 

令和７８年４月１日 

 

愛 媛 県 

独立行政法人高齢・障害・求職者 
雇用支援機構 愛媛支部 

愛 媛 労 働 局 

 

１ 総説 

(1) 計画のねらい 

「令和８７年度愛媛県職業訓練実施計画」は、令和８７年度の愛媛県内における

公的職業訓練注１の実施に当たり、愛媛県、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支

援機構愛媛支部及び愛媛労働局が一体となり、国が策定する職業訓練実施計画や地

域における訓練ニーズを踏まえた職業訓練受講の機会を十分に確保し、もって求職

者等の安定的な雇用及び地域が求める人材の育成を実現するために必要な事項を

定めるものである。 

 

(2) 計画期間 

  計画期間は、令和８７年４月１日から令和９８年３月 31日までとする。 

 

(3) 計画の改定 

  公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合は改定を行うものとする。 

 

２ 労働市場の動向と課題等 

(1) 労働市場の動向と課題 

愛媛県内の雇用失業情勢は、求人が求職を上回って推移しており、令和７６年４月

以降の有効求人倍率（季節調整値）は令和５年度より引き続き１．３～１．４倍台で

推移し、緩やかに持ち直している。一方、進展する少子高齢化・人口減少を背景とす

る人手不足の問題が顕在化し、社会全体での有効な人材活用が必要であり、そのため

には、働く方々の意欲と能力に応じた多様な働き方を可能とし、賃金上昇の好循環を

実現していくことが重要である。 

また、県内経済の持続的な成長のためには、多様な人材が活躍できるような環境整

備を進め、労働生産性を高めていくことが必要不可欠であり、「人への投資」による

人材育成の強化、生産性の向上が喫緊の課題となっている。 

雇用対策の面からは、職業訓練により離職者の着実な就職促進につなげることが

重要であるが、訓練行政を取り巻く状況を踏まえれば、主に次の観点からの施策の

展開が重要となっている。 

 
１ 職業能力開発促進法（昭和 44年法律第 64 号）に基づき実施する公共職業訓練及び職業訓練の

実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23 年法律第 47号）に基づき実施す

る求職者支援訓練の総称。以下同じ。 
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 ・ これまで職業能力開発の機会に恵まれなかった方等への支援 

これまで職業能力開発の機会に恵まれなかった非正規雇用労働者のほか、出産

等でキャリアの中断を余儀なくされた女性、様々な課題に直面しているケースが

あるミドルシニアの方、介護等で離職を余儀なくされた方、自立・就労を目指す

生活困窮状態の方、障がいをお持ちの方等、様々な状況に置かれた支援対象者に

対しそれぞれに合った形での職業能力開発や就労支援を一層推進する必要があ

ること。 

・ 製造業を担う中核人材の育成 

我が県の産業構造においては、製造業が付加価値額と従業員数の両面で高い割

合を占め、依然として基幹産業としての地位を保持しているが、中小企業が人材

を確保することは年々困難となっており、製造業を担う中核人材の育成が急務と

なっていること。 

・ デジタル・トランスフォーメーション、グリーン・トランスフォーメーション

（以下「ＤＸ等」という。）への対応 

中小企業等の着実な事業展開、生産性や技能・技術の向上のために必要となる

人材の確保・育成が求められていること。 

特に、デジタル分野については、「デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023

改訂版）」（令和５年 12 月 26 日閣議決定）等において、デジタル人材が質・量と

もに不足していることを踏まえて、引き続き職業訓練のデジタル分野の重点化に

計画的に取り組むこと。 

・  在職者の生産性向上支援 

産業界や地域の人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上等、多様な職業能

力開発の機会を確保・提供すること。 

・ リカレント教育の拡充 

人生 100 年時代を迎え、何歳になっても学び直し、職場復帰や転職に資する高

齢者へのリカレント教育の拡充が求められていること。 

 

(2) 令和７６年度における公的職業訓練をめぐる状況 

  令和７６年度の職業訓練の受講者数及び就職率は次表のとおりである。 

公的職業訓練の

対象者 

受 講 者 数 ※１ 県立校 ※２ 機構立校等※２ 

計 
うち 

県立校 

うち 

機構立校 
就職率 

うち県内就

職率 
就職率 

離職者対象 799826 567555 232271 75.178.9 95.694.6 85.285.9 

 施設内 277316 45 232271 64.373.6 100.097.4 85.285.9 

 委 託 522510 522510 ― 76.079.5 95.394.3 ― 

求職者支援訓練(委

託) 
320405 ― ― ― ― 

53.960.3※
３ 

在職者対象 711676931 339384 372337 ― ― ― 

学卒者対象 5259 5247 ― 92.093.9 95.788.7 ― 

障がい者対象（委託） 7572 7564 ― 63.262.7 100.0 ― 
※1 受講者数は令和７６年４月から令和８７年１月末までの数値 
※2 就職率は令和６５年度数値 

※3 令和６５年４月 1 日～令和７６年３月 31日に終了したコースの求職者支援訓練修了者等の就職率（訓練修
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了３か月後）である。 

３ 令和８７年度の公的職業訓練の実施方針 

（1）離職者を対象とする職業訓練 

令和６５年度の離職者向け公的職業訓練の実施状況や人材ニーズを踏まえ、以下

のとおり実施することとする。 

① ① 応募倍率が低く就職率が高く、応募倍就職率が低高い「介護・医療・福祉分

野」 

受講勧奨にあたって、介護・医療・福祉分野といった人材不足分野について、

更なる魅力を発信するとともに、訓練コースの内容や効果に関する周知を強化す

る。同時期に訓練コースが重ならないよう開講時期を調整する。 

② ② 応募倍率が高く、就職率が低い「営業・販売・事務 IT 分野」、「デジタル

分野」 

愛媛県公的職業訓練効果検証ワーキンググループで実施したヒアリング結果を

踏まえた今後の対応方針に基づき、求人者の人材ニーズに即した訓練内容かどう

かの検討を行うと共に、よりニーズが高く実践的なスキルが習得できるよう時間

配分を検討する等の訓練内容の検討や就職支援の強化業務に必要な IT スキルを

求人票に詳細に明示することでミスマッチを防ぐ等の取組を実施する。また、就

職率の向上に向け、本人の受講希望だけではなく、本人の職業能力や求職条件等

を踏まえた適切な職業相談、訓練のあっせんを行う。 

③ ③ 計画数と実績の乖離 

訓練機関等のニーズを踏まえた訓練コースの設定を進めるとともに、実態を踏

まえ計画数を検討するとともに、中止コースもあることから、開講時期の調整や

ＳＮＳ等を活用した効果的な周知広報を実施し、受講者を確保する。また、関係

機関と連携してハローワークにおける就職支援の強化を検討するほか、愛媛県と

連携の上、目標を達成していない民間教育訓練期間に対し、訓練及び就職支援の

自律的な改善を促すとともに、就職率の向上に向け、地域職業能力開発促進協議

会においてその方策について協議を行う。 

④ 都市部に比べデジタル人材が質・量とも不足 

引き続き、デジタル分野への重点化を進め、就職率向上のため、受講希望者の

ニーズに沿った適切な訓練を勧奨できるようハローワーク訓練窓口職員の知識の

向上や事前説明会等の機会確保を図るとともに、訓練修了者の就職機会の拡大に

資するよう訓練修了者歓迎求人等を確保する。 

 

（2）学卒者・在職者を対象とする職業訓練 

地域の基盤産業でありながら、民間教育訓練機関では設備機器の整備等が困難

であるものづくり分野と、業種を問わず労働生産性の向上に資する基礎的分野の

二点に重点を置いて実施することとする。 

また、今後成長が見込まれる分野については、民間専修学校等との役割分担を

踏まえながら、随時、実施の要否を検討することとする。 

 

４ 公的職業訓練の対象者数等 

(1) 公共職業訓練（離職者訓練）の対象者数等 
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① 県立校 

訓練定員数は 594830 人（施設内訓練 80 人/委託訓練 514750 人とし、就職率は

前年以上を目指す。 

施設内訓練は、宇和島産業技術専門校において実施することとし、地域からの

人材流出を防ぐため、女性等の就労支援に重点を置いて実施する。 

委託訓練は、高価な設備等が不要で、地域の基幹産業となり得る第３次産業や

事務職等の分野を中心に実施することとする。国家資格等の取得により正社員就

職を目指す長期の訓練や、子育て中の女性等の再就職を支援する訓練等、多様な

コースを設定するとともに、就労支援を実施することにより、職業能力開発機会

に恵まれなかった非正規雇用労働者や女性、不安定就労者等の再就職を支援する。

また、国民一人一人がサイバーセキュリティに対する意識・理解を深め、基本的

な取組や対策を平時から行うことが求められていることから、全ての訓練分野に

おける訓練コースにおいて、デジタルリテラシーや情報セキュリティに関するリ

テラシーの広報促進を図る。 

②② 機構立校（愛媛職業能力開発促進センター） 

訓練定員数は 422443 人とし、就職率は 852.50％以上を目指す。 

雇用のセーフティネットとしての役割を果たすため、離職者に対し、適切かつ 

効果的な職業訓練を実施し、再就職に結びつける。訓練の実施に当たっては、主

として、地域の民間教育訓練機関では実施していない、ものづくり分野に限定し

て実施することとし、ＡＲ・ＶＲ技術等の新たな技術導入に向けた検討を行う。 

 

(2) 求職者支援訓練の対象者数等 

①  非正規雇用労働者や自営廃業者等、雇用保険を受けることができない方を対象

として、雇用のセーフティネットとしての機能が果たせるよう、訓練認定規模 648

人を上限とし、求職者支援訓練を実施する。 

雇用保険適用就職率は、基礎コースで 58％、実践コースで 63％を目指す。 

 

② 訓練内容については、ＩＴ人材が質・量とも不足し、都市圏偏在が課題となっ

ていることを踏まえ、デジタル分野への重点化を図るとともに、人材確保がより

困難となっている介護等の分野に対応した訓練を推進するなど、地域における産

業の動向や求人ニーズを踏まえたものとする。 

  また、全ての労働人口がデジタルリテラシーを身につけ、デジタル技術を利活

用できるようにすることが重要であるとされていることや、国民一人一人がサイ

バーセキュリティに対する意識・理解を深め、基本的な取組や対策を平時から行

うことが求められていることから、全ての訓練分野に係る訓練コースにおいて、

デジタルリテラシーや情報セキュリティに関するリテラシーの向上促進を図る。 

訓練コースの設定に当たっては、育児中の女性等で再就職を目指す方、未就職

のまま卒業することとなった新卒者、生活保護受給者をはじめとする生活困窮状

態にある方、ミドルシニアで不安定な就労状態にある方や無業状態の方、居住地

域に訓練機関がなく訓練の受講が困難な方等、対象者が置かれた状況や個別のニ

ーズに対応するものとなるよう努める。 
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③ 訓練認定規模は、以下のとおりとする。 

  イ 基礎コース 訓練認定規模の 30％程度 

  ロ 実践コース 訓練認定規模の 70％程度 

うち、介護・福祉分野、医療事務分野、デジタル分野の各分野の割合は、介

護・福祉分野 20％程度、医療事務分野 13％程度、デジタル分野 3330％程度とす

る。 

コース別内訳 計 

基礎コース 194 人 

実践コース 454 人 

 介護・福祉分野 90 人 

 医療事務分野 60 人 

 デジタル分野 1350 人 

 その他 15469 人 

（※うち地域ニーズ枠） （60 人） 

※ 地域ニーズ枠は、実践コースの内数とし、「デジタル分野の参集型訓練」を

優先認定する。 

※e ラーニングコースの定員は、１コース当たりの上限を 15 人とする。 

 また、同一認定単位期間における e ラーニングコースの申請については、実践

コースの１分野（介護福祉分野、医療事務分野、デジタル分野及びその他の分

野のそれぞれ１分野）につき１実施機関あたり１コースまでとする。 

 

④ 求職者支援訓練のうち、次の上限値以下で新規参入となる職業訓練を認定する。 

  イ 基礎コース 上限値 30％ 

  ロ 実践コース 上限値 30％ 

   ※ 算定した結果、認定上限値が定員を下回る場合は、これを定員まで切り上

げることができる。ただし、実績枠が新規枠を下回ることがないようにする。 

※ 同一認定単位期間において、新規枠に対する余剰定員数がある場合は実績

枠（新規枠以外の枠）に振り替えることができるある認定単位期間で実績枠

に余剰定員が発生した場合は、枠の活用のために同一認定単位期間内で新規

枠に振り替えることも可とする。 

 

⑤ 認定単位期間は、四半期単位とする。 

なお、認定単位期間ごとの具体的な定員及び認定申請受付期間については、愛

媛労働局及び独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構愛媛支部のホームペ

ージで周知する。 

 

⑥ 余剰定員の取扱い 

・ 同一認定単位期間におけるいずれかの申請認定コースの定員数が設定定員数

（認定上限値）を下回った場合の余剰定員数繰り越し分及び中止コース分の余

剰定員数繰り越し分については、当該余剰定員数を他の枠（基礎・実践間、各分

野間）に振り替えることができる次期以降の認定単位期間の同コース・同分野の

認定上限値を引き上げるために活用する。 
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・ 同一認定単位期間において振替を行った上でも全体的に余剰定員数が生じた

場合は、次期の認定単位期間のいずれかの実績枠（基礎・実践、各分野）に振り

替えることができる実践コースについては、「介護・福祉分野」「医療事務分野」

「デジタル分野」において訓練コースが認定されなかった場合の余剰定員につ

いて、同一認定単位期間の「その他」分野への振替を可とする。 

・ 第３・四半期及び第４・四半期においては、繰り越し分の同一分野での認定、

基礎・実践間の振替及び実践コースの他分野への振替についても可とする。 

 

(3) 公共職業訓練（在職者訓練）の対象者数等 

① 県立校 

訓練定員数は420人とし、主にものづくり分野に重点をおいた訓練を実施する。 

推進員が企業巡回において把握した地域企業の訓練ニーズに応じた訓練コー 

スを設定・導入するほか、技能検定等資格取得に対応した訓練コースを実施拡充

することにより、地域産業を支える中核技能者の養成を図る。 

特に、愛媛中央産業技術専門校においては、地元タオル業界及び縫製業界が取

り組む実践型人材養成システムによる訓練や有期実習型訓練を支援するため、こ

れら訓練における OFF-JT（学習）の実施を通じて、地域産業人材を育成する。 

 

② 機構立校（愛媛職業能力開発促進センター） 

訓練定員数は 702791 人とする。 

地方公共団体との役割分担を一層明確化するとともに、民業補完に徹する観点 

から、地域の人材育成ニーズに基づきつつ、民間教育訓練機関等の実施状況を踏 

まえたコース設定とする。「ものづくり分野」を中心としたＡＲ・ＶＲ技術等の 

新たな技術の導入に向けた検討を行い、真に高度なもののみに限定して、中小企 

業等の従業員を主な対象とした訓練を実施する。 

このほか、中小企業等に対する生産性向上やＤＸを推進するための人材育成支

援（生産性向上支援訓練）を実施するため、生産性向上人材育成支援センターに

おいて、地域の関係機関と連携を図りながら、分野を問わず総合的な支援を実施

することとし、訓練定員数は概ね 1,000 人程度とする。 

 

(4) 公共職業訓練（学卒者等訓練）の対象者数等 

① 県立校 

訓練定員数は 90 人とし、実施に当たっては、主にものづくり産業を担う人材

育成に一層集中して実施する。就職率は前年以上を目指す。 

新規卒業者については、少子高齢化・人口減少社会が進展する中、地域企業の 

ニーズに対応した人材育成が喫緊の課題となっていることから、訓練カリキュラ

ムの見直しなどにより、更なる若年者の確保と県内就職促進を図るとともに、学

卒者のみならず、社会人の更なる入校促進を図る。 

 

② 機構立校（愛媛職業能力開発促進センター） 

実施していない。 
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(5) 障がい者等に対する公共職業訓練の対象者数等 

① 県立校 

訓練定員数（委託訓練）は 175170 人とし、就職率は前年以上を目指す。 

様々な障がいを持つ方に対応した多様な訓練注２を実施するとともに、障がい 

者訓練就労支援員（臨床心理士等の有資格者）による訓練生へのきめ細やかなサ 

ポートを行うことにより障がい者の就職を促進するとともに、精神保健福祉士や

精神科医等による相談支援体制の強化を図る。 

また、障がい者職業訓練のコーディネーター及びコーチ、求人・職場実習先の 

開拓や就職後のアフターフォローを行う求人開拓員を専門校に配置することによ

り、障がい者の就労支援及び職場定着を図る。 

 

② 機構立校（愛媛職業能力開発促進センター） 

実施していない。 

 

５ 公的職業訓練の実施に当たり留意すべき事項等 

(1) 関係機関の連携 

  公的職業訓練を効果的に実施するため、関係機関がこれまで以上に連携を強化す

る。訓練を総合的かつ計画的に実施できるよう地域職業能力開発促進協議会等の合

議体を効果的・効率的に活用し、特に、委託訓練と求職者支援訓練との間で訓練分

野や実施時期等を調整することとする。 

また、「募集→訓練→就職支援」のサイクルの好循環を達成するため、ハローワ

ークと訓練実施機関が緊密に連携することとする。具体的には、ハローワークは、

訓練実施機関に対し就職支援に資する施策の情報提供等に努めるとともに、訓練実

施機関は、ハローワークに対し訓練の内容・特徴等の情報提供に努める。また、訓

練受講生に対し就職までの一貫した支援を行うため、訓練実施機関は、ハローワー

クに対し訓練修了前の受講生の就職活動の状況等を共有するとともに、訓練修了時

点で就職が決まらない可能性のある受講生に対しては、訓練期間中のハローワーク

の利用を積極的に勧奨する。特に、デジタル分野については、求職者が自身の希望

に沿った適切な訓練コースを選択できるよう、支援を行うハローワークの訓練窓口

職員の知識の向上や訓練実施施設による事前説明会や見学会に参加できる機会の

確保を図る。あわせて、訓練修了者歓迎求人等の確保を推進するとともに、事業所

に対して、訓練受講により習得することができるスキル等の訓練効果を広く周知す

ることなどにより、就職機会の拡大を図る。 

併せて、医療・福祉、建設等の人手不足分野の人材確保が図られるよう、ハロー

ワークは、これら分野の事業所に対し雇用管理改善の啓発を行うとともに、求職者

に対しては職種の魅力を訴求し、特に介護分野の仕事や訓練に関する理解促進のた

め、訓練見学会等を設定し、参加を積極的に働きかけるとともに、当該分野の訓練

受講を勧奨する。 

 
２ 精神障がい者を対象とした委託訓練（短期課程６ヶ月 定員 15 名）、発達障がい者を対象とした

委託訓練（短期課程１年 定員 10 名）、障害者の多様なニーズ態様に対応した応じた多様な委託

訓練（知識・技能習得科（身体障がい者等）：定員 50 名、実践能力習得科：定員 80 名）、特別支

援学校等早期訓練科：定員 2015 名 
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加えて、ハローワークにおいては、事業主等に対し、在職者訓練等の受講による

従業員のスキル向上及び生産性向上等の訓練効果を広く周知し、在職者訓練等の受

講促進を図る。 

 

(2) ジョブ・カードの活用 

ハローワークは、キャリア形成／リスキリング相談コーナーを設置し、キャリア

コンサルタントの常駐・巡回によるジョブ・カードを活用した訓練前、訓練後、在

職中など段階に応じた継続的なキャリアコンサルティングを実施し、職業訓練コー

スや教育訓練給付指定講座の選択など、労働者のキャリア形成やリスキリングに係

る支援を行う。 

  また、訓練実施機関は、訓練実施期間中、訓練生に対し技能・知識の公的証明等

としてのジョブ・カード作成の意義を丁寧に説明した上で、ジョブ・カードを活用

したキャリアコンサルティング及び訓練成果の評価を実施し、必要に応じ当該結果

をハローワークと共有する。 

   

(3) ワーキンググループ（ＷＧ）による訓練効果の把握・検証 

愛媛県、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構愛媛支部及び愛媛労働局

が公的職業訓練効果検証ワーキンググループ（ＷＧ）の構成員となり、適切かつ効

果的な職業訓練を実施していくため、個別の訓練コースについて、訓練修了者や採

用企業からのヒアリングも含め、訓練効果を把握・検証し、訓練カリキュラム等の

改善を図ることとする。 

令和７６年度に実施したデジタル分野（IT 分野、デザイン分野（Web デザイン系

に限る））営業・販売・事務分野におけるＷＧの検証報告を踏まえ、愛媛県地域職

業能力開発促進協議会で承認された今後の対応方針のとおり、求人ニーズに即した

訓練内容かどうかの検討を行うと共に、事業主等に対して、習得することができる

スキル等の訓練効果を広く周知することにより訓練修了者歓迎求人等確保の強化

等の取組を実施するよりニーズが高く実践的なスキルが習得できるよう時間配分

を検討する等の訓練内容の検討や就職支援の強化等の取組みを図ることとする。 

 

 

６ その他（職業能力の開発及び向上の促進のための取組等） 

  地域におけるリスキリング事業については、地域への人の投資（リスキリング）

の推進のため、デジタル・グリーン等成長分野に関するリスキリングの推進に資す

る経営者等の意識改革・理解促進、リスキリングの推進サポート等及び従業員の理

解促進・リスキリング支援に要する経費について、地方単独事業として実施する場

合に、新たに特別交付税の措置が講じられることから、愛媛県及び域内市町が地方

単独事業として実施するものについて、当該実施計画に位置付ける事業とする。な

お、令和８７年度に実施する地域リスキリング推進事業については、実施地方公共

団体名・事業所名・事業概要等を記載した事業一覧を令和８７年度に開催される愛

媛県地域職業能力開発促進協議会に報告する。 

 



愛
媛
県
公
的
職
業
訓
練
効
果
検
証
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
で
実
施
す
る

令
和
８
年
度

検
証
コ
ー
ス
の
選
定

デ
ジ
タ
ル
分
野
（
IT
分
野
、
デ
ザ
イ
ン
分
野
（
W
E
B
デ
ザ
イ
ン
系
に
限
る
）
）

〇
ヒ
ア
リ
ン
グ
実
施
予
定
時
期

令
和
８
年
６
月
～
８
月

〇
ヒ
ア
リ
ン
グ
実
施
者

愛
媛
県
公
的
職
業
訓
練
効
果
検
証
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ

愛
媛
労
働
局
・
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

愛
媛
県
・
産
業
技
術
専
門
校

独
立
行
政
法
人
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
愛
媛
支
部

選
定

理
由

令
和
7
年
度
に
続
き
、
訓
練
コ
ー
ス
の
設
定
は
増
加
し
て
い
る
が
、
e
ラ
ー
ニ
ン
グ
で
の
設
定
が

多
く
、
就
職
率
が
低
い
分
野
を
選
定
し
た
。

検
証
対
象
の
訓
練
分
野

ヒ
ア
リ
ン
グ
実
施
予
定

MTJDJA
テキストボックス
資料６－２
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分

野
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5

営
業
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販
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事
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分

野
4
7
8

3
2
4

1
5
4

医
療

事
務

分
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介
護

・
医

療
・
福

祉
分

野
2
1
7

6
0

6
7

9
0

農
業

分
野

0
0

旅
行

・
観

光
分

野
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デ
ザ

イ
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分
野
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製
造

分
野

2
6
8

1
0

2
2
5
6

0

建
設

関
連

分
野

8
5

2
8
3

0

理
容

・
美

容
関

連
分

野
0

0

そ
の

他
分

野
1
3
0

1
0

3
7

8
3

0

1
9
4

－
－

－
1
9
4

合
計

1
,6

6
4

8
0

5
1
4

4
2
2

6
4
8

（
参

考
）

デ
ジ

タ
ル

分
野

3
4
3

6
1

1
3
2

1
5
0

※
　

「
定

員
」
と

は
、

当
該

年
度

中
に

お
け

る
開

講
コ

ー
ス

の
定

員
の

数
。

分
 野

公 共 職 業 訓 練 （ 離 職 者 向 け ）

   ＋ 求 職 者 支 援 訓 練 （ 実 践 コ ー ス ）

求
職

者
支

援
訓

練
（
基

礎
コ

ー
ス

）ハ
ロ

ー
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
（

離
職

者
向

け
）

の
８

年
度

計
画

離
職

者
向

け
の

公
的

職
業

訓
練

の
分

野
別

の
計

画

全
体

計
画

数
公

共
職

業
訓

練
（

都
道

府
県

）
公

共
職

業
訓

練
（
高

齢
・
障

害
・
求

職
者

支
援

機
構

）
求

職
者

支
援

訓
練
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デ
ジ
タ
ル
分
野
に
お
け
る
ヒ
ア
リ
ン
グ
結
果
を
踏
ま
え
た
今
後
の
対
応
に
つ
い
て

AI
ツ
ー
ル
と

illu
st

ra
to

rの
活
用
に
よ
る
実
務
対
応
力
が
有
効
。
特
に

AI
ツ
ー
ル
の
操
作
ス
キ

ル
の
習
熟
度
に
応
じ
た
課
題
設
定
や
、
業
務
想
定
に
基
づ
く
演
習
を
充
実
さ
せ
る
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
の
見
直
し
が
必
要
。

独
自
ド
メ
イ
ン
の
取
得
・
管
理
に
関
す
る
知
識
は
業
務
で
求
め
ら
れ
る
場
面
が
今
後
も
想
定

さ
れ
る
た
め
、
訓
練
内
容
に
導
入
し
、
基
本
的
な
手
順
や
設
定
方
法
を
学
べ
る
機
会
を
設
け

る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

W
eb
デ
ザ
イ
ン
に
お
い
て
は
、
集
客
に
直
結
す
る
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
や
色
彩
感
覚
・
視
覚
的

効
果
に
関
す
る
知
識
の
習
得
が
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
取
り
入
れ

ら
れ
る
か
検
討
が
必
要
。

実
際
に
、
ゼ
ロ
か
ら
成
果
物
を
作
成
す
る
訓
練
は
、
実
践
的
な
力
を
付
け
、
就
職
時
の

PR
材

料
と
も
な
る
た
め
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
取
り
入
れ
ら
れ
る
か
検
討
が
必
要
。

訓
練
と
就
職
活
動
の
両
立
が
困
難
と
な
る
訓
練
コ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
十
分
な
訓
練
期
間
を

確
保
し
、
受
講
生
の
理
解
促
進
を
図
る
よ
う
見
直
し
が
必
要
。

ヒ
ア
リ
ン
グ
結
果
を
踏
ま
え
て
、
今
後
、
以
下
の
よ
う
な
取
組
を
行
う
予
定
。

訓
練
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

•
AI
ツ
ー
ル
と

illu
st

ra
to

rの
活
用
に
よ
り
、
資
料
作

成
や
企
画
立
案
、
広
報
物
の
デ
ザ
イ
ン
な
ど
多
様
な

業
務
に
即
応
で
き
る
力
が
身
に
つ
き
、
実
務
で
大
い

に
役
立
っ
て
い
る
。

•
業
務
に
お
い
て
独
自
ド
メ
イ
ン
の
取
得
・
管
理
に
関

与
す
る
学
習
の
機
会
が
必
要
。
今
後
は
訓
練
内
容
へ

の
導
入
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

•
難
関
資
格
取
得
を
目
指
す
コ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
訓

練
期
間
を
長
期
と
す
る
必
要
が
あ
る
。

【
検
討
課
題
等
】

【
今
後
の
対
応
】

②
、
③
、
⑩
、
⑬
、
⑭
、
⑮
、
⑯
、
⑰
、
⑱
、
⑲
、
⑳
、
㉒
、
㉓
、
㉔
、
㉕
、
㉙

委
託
訓
練
：
受
託
先
募
集
の
際
周
知
・
勧
奨
、
委
託
要
綱
等
に
盛
り
込
む

求
職
者
支
援
訓
練
：
認
定
申
請
の
募
集
を
実
施
す
る
際
周
知
・
勧
奨

MTJDJA
テキストボックス
参考資料　２



デ
ジ
タ
ル
分
野
に
お
け
る
ヒ
ア
リ
ン
グ
結
果
を
踏
ま
え
た
今
後
の
対
応
に
つ
い
て

【
検
討
課
題
等
】

【
今
後
の
対
応
】

就
職
支
援

•
C
C
で
IT
業
界
の
仕
事
内
容
や
職
場
経
験
を
聞
く
こ

と
で
業
界
理
解
が
深
ま
り
、
自
身
の
適
性
や
希
望
職

種
を
考
え
る
材
料
と
な
っ
た
。
就
職
活
動
の
方
向
性

を
定
め
る
う
え
で
非
常
に
参
考
に
な
っ
て
い
る
。

•
キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
に
よ
り
目
標
・
課
題

を
明
確
に
し
、
訓
練
生
の
自
己
肯
定
感
を
向
上
さ
せ

る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
な
支
援
が
有
効
。

•
デ
ジ
タ
ル
分
野
の
求
人
が
少
な
く
、
経
験
者
を
望
む

傾
向
が
依
然
と
し
て
強
い
。

•
就
職
先
の
環
境
に
よ
っ
て
は
、
習
得
し
た
ス
キ
ル
が

生
か
さ
れ
な
い
事
例
も
見
ら
れ
る
。

【
訓
練
実
施
機
関
】

C
C
面
談
で
IT
業
界
の
仕
事
内
容
や
職
場
経
験
を
聞
く
機
会
は
業
界
理
解
を
深
め
る
有
効
な

手
段
で
あ
る
た
め
、
今
後
も
継
続
的
に
実
施
し
、
就
職
の
機
運
を
高
め
る
と
共
に
職
種
選
択

や
適
性
判
断
に
活
用
で
き
る
よ
う
支
援
体
制
の
強
化
必
要
。

訓
練
生
が
前
向
き
に
就
職
へ
と
意
識
を
向
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
こ
ま
め
な
個
人
面
談

や
キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
等
に
よ
り
、
自
分
の
強
み
や
価
値
観
等
を
明
確
に
し
、
面

接
時
に
も
自
己
ア
ピ
ー
ル
で
き
る
よ
う
支
援
す
る
。

【
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
】

■
訓
練
修
了
時
期
を
見
込
し
て
求
人
事
業
所
へ
の
周
知
・
開
拓
を
図
る
と
と
も
に
、
訓
練
修
了

者
歓
迎
求
人
の
確
保
に
努
め
る
。

■
業
務
に
必
要
な
IT
ス
キ
ル
を
求
人
票
に
詳
細
に
明
示
す
る
こ
と
で
ミ
ス
マ
ッ
チ
を
防
ぐ
。

■
「
未
経
験
者
」
で
あ
る
障
壁
を
緩
や
か
に
す
る
た
め
「
ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用
助
成
金
（
※
）
」

の
積
極
的
な
活
用
を
勧
奨
す
る
。

※
原
則
３
か
月
の
試
行
雇
用
を
行
う
事
業
者
に
助
成
を
行
う

訓
練
環
境
に
つ
い
て

•
eラ
ー
ニ
ン
グ
で
は
、
中
退
者
が
多
く
な
っ
て
お
り
、

ま
た
対
面
よ
り
も
マ
ン
ツ
ー
マ
ン
指
導
に
限
界
が
あ

り
、
理
解
度
に
差
が
生
じ
や
す
い
。

•
eラ
ー
ニ
ン
グ
の
通
信
環
境
や
受
講
資
料
に
関
す
る

ト
ラ
ブ
ル
の
声
も
聞
か
れ
た
。

eラ
ー
ニ
ン
グ
で
あ
っ
て
も
、
進
捗
状
況
に
つ
い
て
こ
ま
め
な
フ
ォ
ロ
ー
を
行
う
等
の
対
面

と
匹
敵
す
る
指
導
体
制
を
整
備
す
る
必
要
が
あ
る
。

通
信
環
境
や
受
講
資
料
に
係
る
ト
ラ
ブ
ル
に
つ
い
て
は
、
意
見
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
と
改
善

を
求
め
て
い
く
こ
と
で
、
引
き
続
き

eラ
ー
ニ
ン
グ
環
境
の
訓
練
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
積
み
重
ね

て
い
く
。

➀
、
④
、
⑤
、
⑥
、
⑨
、
⑪
、
⑫
、
㉑

㉖
、
㉗
、
㉘



デ
ジ
タ
ル
分
野
に
お
け
る
ヒ
ア
リ
ン
グ
結
果
を
踏
ま
え
た
今
後
の
対
応
に
つ
い
て

国
へ
の
要
望
事
項 【
検
討
課
題
等
】

【
国
へ
の
要
望
】

要
望
の
あ
っ
た
中
長
期
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
制
度
化
や
、
新
た

な
評
価
基
準
の
導
入
に
つ
い
て
、
厚
生
労
働
省
に
要
望
す
る
。

就
職
支
援
経
費
の
支
出
基
準
に
つ
い
て
、
よ
り
細
分
化
し
た
段

階
的
な
設
定
を
行
う
よ
う
厚
生
労
働
省
に
要
望
す
る
。

※
厚
生
労
働
省
の
令
和

8年
度
概
算
要
求
に
、
デ
ジ
タ
ル
分
野

の
訓
練
コ
ー
ス
に
関
し
て
は
、
資
格
取
得
率
等
が
一
定
割
合
以
上

の
訓
練
コ
ー
ス
に
対
し
委
託
費
等
の
上
乗
せ
が
さ
れ
る
予
定
と

な
っ
て
い
る
こ
と
、
さ
ら
に
企
業
実
習
を
組
み
込
ん
だ
訓
練
コ
ー

ス
に
つ
い
て
は
、
委
託
費
等
を
一
人
当
た
り
２
万
円
上
乗
せ
す
る

予
定
と
な
っ
て
い
る
。

•
訓
練
終
了
後
に
お
い
て
も
訓
練
実
施
機
関
が
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
支
援
（
相
談
・
再

訓
練
等
）
を
で
き
る
仕
組
み
を
制
度
化
し
、
定
着
支
援
や
中
長
期
的
な
就
職
成
果

を
評
価
に
反
映
し
て
ほ
し
い
。

•
定
量
評
価
（
就
職
率
な
ど
）
だ
け
で
な
く
、
就
職
の
質
・
自
己
変
容
な
ど
、
地
域

の
特
性
や
産
業
構
造
を
考
慮
し
た
、
実
態
に
即
し
た
評
価
基
準
の
導
入
が
必
要
で

あ
る
。

•
就
職
支
援
経
費
の
支
給
に
つ
い
て
は
、
講
座
の
受
講
者
の
就
職
率
が
8
0
％
以
上

で
一
人
当
た
り
2
0
,0
0
0
円
、
6
0
％
以
上
8
0
％
未
満
で
一
人
当
た
り
1
0
,0
0
0
円
、

6
0
％
未
満
支
給
な
し
等
と
な
っ
て
い
る
が
、
よ
り
細
分
化
し
た
段
階
的
な
設
定

を
行
う
こ
と
に
よ
り
就
職
支
援
に
向
け
た
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
強
ま
る
。

⑥
、
⑦
、
⑧





2
0
2
1
年
4
月
1
日

●
令
和
７
年
度
第
１
回
地
域
職
業
能
力
開
発
促
進
協
議
会
【
概
要
】

●
各
地
域
に
お
け
る
取
組
事
例

●
令
和
８
年
度
全
国
職
業
訓
練
実
施
計
画
（
案
）

●
令
和
８
年
度
全
国
職
業
訓
練
実
施
計
画
（
案
）
に
お
け
る
主
な
変
更
点

中
央
職
業
能
力
開
発
促
進
協
議
会
開
催
状
況
（
資
料
抜
粋
）

参考資料３



令
和
７
年
度
第
１
回
地
域
職
業
能
力
開
発
促
進
協
議
会
【
概
要
】

【
地
域
独
自
に
招
聘
し
た
参
加
者
な
ど
】

リ
カ

レ
ン

ト
教

育
を

実
施

す
る

大
学

等
の

参
画

計
2
8
 地

域
社

会
福

祉
協

議
会

の
参

画
計

９
地

域
そ

の
他

・
地

方
自

治
体

の
各

部
局

か
ら

の
説

明
･共

有
・

リ
カ

レ
ン

ト
教

育
を

実
施

す
る

大
学

等
か

ら
の

説
明

･共
有

・
そ

の
他

、
職

業
紹

介
事

業
者

か
ら

の
報

告

地
域
の
人
材
ニ
ー
ズ
等
を
踏
ま
え
た
訓
練
計
画
策
定
の
方
針
を
協
議
し
た
ほ
か
、
訓
練
効
果
の
把
握
・
検
証
（
W
G
）
や
教

育
訓
練
給
付
制
度
に
お
け
る
地
域
の
ニ
ー
ズ
の
把
握
に
係
る
報
告
、
職
業
能
力
開
発
に
関
す
る
取
組
を
関
係
者
間
で
共
有
。

【
主
な
協
議
内
容
】

①
令

和
６

年
度

公
的

職
業

訓
練

の
実

施
状

況
に

つ
い

て
②

訓
練

効
果

の
把

握
・

検
証

（
W

G
）

に
係

る
報

告
に

つ
い

て
③

令
和

８
年

度
地

域
職

業
訓

練
実

施
計

画
の

策
定

に
向

け
た

方
針

に
つ

い
て

④
教

育
訓

練
給

付
制

度
に

お
け

る
地

域
の

ニ
ー

ズ
の

把
握

等
に

つ
い

て
⑤

そ
の

他
の

職
業

能
力

開
発

及
び

向
上

の
促

進
の

た
め

の
取

組

令
和

７
年

1
0
月

2
9
日

第
１

回
愛

媛
県

地
域

職
業

能
力

開
発

促
進

協
議

会
の

風
景

国
と
都
道
府
県
の
共
催
に
よ
り
、
令
和
７
年
1
0
月
か
ら
1
2
月
に
か
け
て

全
都
道
府
県
に
お
い
て
開
催
。

別
添

４

別
添

１
～

３

資
料

１

開
催
状
況

令
和

７
年

1
0
月

2
9
日

第
１

回
長

野
県

地
域

職
業

能
力

開
発

促
進

協
議

会
の

風
景



令
和
７
年
度
第
１
回
地
域
職
業
能
力
開
発
促
進
協
議
会
【
具
体
的
な
協
議
①
】

【
地

域
協

議
会

で
の

意
見

等
】

【
方

針
】

別
添
１
－
１

群
馬

〇
デ

ジ
タ

ル
人

材
の

育
成

・
確

保
も

重
要

で
あ

る
が

、
各

業
界

（
介

護
・

建
設

・
運

輸
分

野
）

・
業

種
で

人
手

不
足

が
深

刻
で

あ
り

、
人

材
確

保
が

必
要

で
は

な
い

か
と

の
意

見
。

〇
委

託
訓

練
で

は
、

引
き

続
き

、
デ

ジ
タ

ル
分

野
の

訓
練

コ
ー

ス
の

拡
充

を
図

り
つ

つ
、

介
護

、
建

設
、

運
輸

分
野

の
エ

ッ
セ

ン
シ

ャ
ル

ワ
ー

カ
ー

と
呼

ば
れ

る
職

種
の

人
材

育
成

・
確

保
を

基
本

方
針

の
１

つ
に

掲
げ

て
取

り
組

む
。

地
域
協
議
会
で
の
意
見
等
を
踏
ま
え
た
各
地
域
で
の
対
応
方
針

福
島

〇
県

の
求

人
・

求
職

状
況

か
ら

見
え

る
課

題
と

し
て

、
中

高
年

齢
者

の
求

職
者

（
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
利

用
者

）
が

半
数

以
上

を
占

め
、

6
5
歳

以
上

の
高

齢
者

の
新

規
求

職
申

込
者

が
増

加
傾

向
に

あ
る

。
併

せ
て

、
若

年
層

の
求

職
者

は
減

少
傾

向
に

あ
り

、
職

業
訓

練
の

受
講

者
も

減
少

し
て

い
る

。
現

在
開

講
し

て
い

る
訓

練
コ

ー
ス

と
求

人
ニ

ー
ズ

と
の

乖
離

が
あ

る
と

の
意

見
。

〇
県

内
の

産
業

構
造

及
び

求
人

者
ニ

ー
ズ

を
鑑

み
、

中
高

年
齢

者
の

キ
ャ

リ
ア

チ
ェ

ン
ジ

に
対

応
す

る
新

た
な

コ
ー

ス
を

設
定

す
る

。

「
地
域
の
人
材
ニ
ー
ズ
の
把
握
」
に
つ
い
て

高
知

〇
公

共
職

業
訓

練
の

み
な

ら
ず

求
職

者
支

援
訓

練
に

お
い

て
も

、
指

摘
の

あ
っ

た
分

野
の

訓
練

実
施

施
設

の
開

拓
に

向
け

、
労

働
局

・
高

知
県

・
機

構
で

情
報

共
有

し
つ

つ
取

り
組

ん
で

い
く

。

〇
高

知
県

は
、

農
林

漁
業

の
女

性
就

労
支

援
に

力
を

入
れ

て
い

る
と

こ
ろ

、
「

農
業

分
野

」
訓

練
が

実
施

さ
れ

て
い

な
い

。
ま

た
「

旅
行

・
観

光
分

野
」

訓
練

に
つ

い
て

も
実

施
さ

れ
て

お
ら

ず
、

高
知

県
の

産
業

育
成

か
ら

す
る

と
、

こ
れ

ら
の

分
野

の
訓

練
を

増
や

し
て

い
く

こ
と

が
地

域
産

業
、

訓
練

受
講

生
に

と
っ

て
プ

ラ
ス

に
な

る
の

で
は

な
い

か
と

の
意

見
。

神
奈
川

〇
Ｉ

Ｔ
分

野
の

職
業

訓
練

の
実

施
状

況
を

見
る

と
、

一
時

の
ブ

ー
ム

は
過

ぎ
去

っ
た

よ
う

に
感

じ
る

。
こ

れ
か

ら
は

、
仕

事
で

使
え

る
Ｉ

Ｔ
が

何
な

の
か

を
再

確
認

し
、

そ
れ

を
踏

ま
え

た
訓

練
内

容
に

し
て

い
く

必
要

が
あ

る
と

の
意

見
。

ま
た

、
全

て
の

職
種

で
Ｉ

Ｔ
や

生
成

Ａ
Ｉ

が
必

要
に

な
っ

て
き

て
い

る
。

今
ま

で
人

間
が

や
っ

て
き

た
業

務
の

多
く

が
生

成
Ａ

Ｉ
に

取
り

替
わ

る
こ

と
を

前
提

に
、

企
業

が
何

を
求

め
て

い
る

の
か

を
把

握
し

、
訓

練
の

内
容

に
反

映
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

と
の

意
見

。

〇
Ｉ

Ｔ
分

野
に

お
け

る
求

人
者

ニ
ー

ズ
・

求
職

者
ニ

ー
ズ

の
把

握
に

努
め

、
Ｉ

Ｔ
自

体
が

全
産

業
共

通
の

技
術

要
素

で
あ

る
こ

と
を

踏
ま

え
つ

つ
、

各
訓

練
実

施
機

関
、

Ｈ
Ｗ

連
携

し
て

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
見

直
し

を
図

る
。



令
和
７
年
度
第
１
回
地
域
職
業
能
力
開
発
促
進
協
議
会
【
具
体
的
な
協
議
②
】

【
方

針
】

別
添
１
－
２

【
地

域
協

議
会

で
の

意
見

等
】

地
域
協
議
会
で
の
意
見
等
を
踏
ま
え
た
各
地
域
で
の
対
応
方
針

「
公
的
職
業
訓
練
の
実
施
状
況
」
に
つ
い
て

新
潟

〇
ビ

ジ
ネ

ス
マ

ナ
ー

を
身

に
つ

け
る

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

を
実

施
し

て
も

ら
う

と
求

人
事

業
主

と
し

て
は

あ
り

が
た

い
こ

と
。

ま
た

、
デ

ジ
タ

ル
分

野
の

職
業

訓
練

修
了

後
の

仕
上

が
り

像
を

求
人

事
業

主
に

も
伝

え
て

い
た

だ
く

と
、

就
職

促
進

に
も

つ
な

が
る

と
の

意
見

。

〇
ビ

ジ
ネ

ス
マ

ナ
ー

を
身

に
つ

け
る

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

を
多

く
盛

り
込

ん
だ

求
職

者
支

援
訓

練
（

基
礎

コ
ー

ス
）

の
設

定
に

つ
い

て
は

、
引

き
続

き
重

点
的

に
取

り
組

む
。

ま
た

、
求

人
事

業
主

に
対

し
て

は
、

職
業

訓
練

受
講

後
の

就
職

事
例

や
訓

練
修

了
者

及
び

採
用

企
業

等
の

コ
メ

ン
ト

な
ど

を
掲

載
し

た
求

人
事

業
主

向
け

の
資

料
を

作
成

し
、

デ
ジ

タ
ル

分
野

の
求

人
事

業
主

を
は

じ
め

デ
ジ

タ
ル

分
野

以
外

の
求

人
事

業
主

に
対

し
て

も
、

デ
ジ

タ
ル

分
野

の
訓

練
修

了
者

の
採

用
を

促
す

働
き

か
け

を
行

う
。

愛
知

〇
応

募
倍

率
が

1
0
0
％

を
超

え
て

い
る

コ
ー

ス
に

お
い

て
も

、
定

員
充

足
率

が
8
0
％

程
度

に
と

ど
ま

っ
て

い
る

場
合

が
あ

る
。

そ
の

要
因

に
は

入
学

辞
退

者
の

存
在

が
あ

る
が

、
一

定
数

の
辞

退
者

の
発

生
（

目
減

り
率

）
を

想
定

し
た

合
格

者
を

出
す

こ
と

、
補

欠
合

格
枠

を
設

け
る

こ
と

な
ど

、
多

く
の

人
に

受
講

機
会

を
提

供
し

て
い

く
こ

と
、

定
員

充
足

率
を

向
上

し
て

い
く

取
組

が
必

要
で

は
な

い
か

と
の

意
見

。

〇
現

時
点

に
お

い
て

、
定

員
数

を
超

え
る

合
格

者
は

出
し

て
お

ら
ず

、
ま

た
、

補
欠

合
格

枠
も

設
け

て
い

な
い

た
め

、
今

後
、

関
係

機
関

（
愛

知
県

・
JE

E
D

等
）

と
調

整
の

上
、

そ
れ

ら
の

仕
組

み
の

設
定

に
つ

い
て

検
討

す
る

。

島
根

〇
訓

練
の

実
施

は
一

定
進

ん
で

い
る

が
、

制
度

の
存

在
自

体
や

訓
練

の
成

果
が

十
分

に
伝

わ
っ

て
い

な
い

。
修

了
者

の
声

や
、

訓
練

が
就

職
・

定
着

・
生

産
性

向
上

に
つ

な
が

っ
た

事
例

が
見

え
に

く
く

、
採

用
側

に
も

訓
練

の
評

価
が

伝
わ

っ
て

い
な

い
と

の
意

見
。

〇
ア

ン
ケ

ー
ト

や
ヒ

ア
リ

ン
グ

結
果

を
も

と
に

、
修

了
者

の
就

職
状

況
を

整
理

し
、

訓
練

の
成

果
を

適
切

に
伝

え
る

方
策

を
検

討
す

る
。

高
知

〇
「

医
療

事
務

分
野

」
「

介
護

・
医

療
・

福
祉

分
野

」
の

応
募

が
低

調
で

あ
る

状
況

を
踏

ま
え

、
公

的
職

業
訓

練
の

広
報

に
つ

い
て

、
構

成
員

そ
れ

ぞ
れ

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

活
用

し
て

周
知

に
協

力
し

て
い

き
た

い
と

の
意

見
。

〇
各

構
成

員
へ

の
情

報
共

有
の

内
容

、
時

期
や

方
法

に
つ

い
て

協
議

し
、

広
報

の
協

力
依

頼
を

行
っ

て
い

く
。



令
和
７
年
度
公
的
職
業
訓
練
効
果
検
証
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
【
概
要
】

目
的

令
和
７
年
度
の
対
象
分
野

令
和

７
年

度
下

半
期

令
和

７
年

度
上

半
期

令
和

６
年

度

中
央

職
業

能
力

開
発

促
進

協
議

会

地
域

職
業

能
力

開
発

促
進

協
議

会

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
（

Ｗ
Ｇ

）
選

定
分

野
の

う
ち

３
コ

ー
ス

×
３

者
（

修
了

者
、

採
用

企
業

、
実

施
機

関
）

協
議

会
開

催

ヒ
ア

リ
ン

グ
等

結
果

整
理

改
善

促
進

策

（
案

）
検

討

協
議

会

開
催

１
月

協
議

会

開
催

協
議

会

開
催

９
月

地
域

協
議

会
か

ら
検

討
結

果
を

報
告

協
議

会
開

催

２
～

３
月

検
証

対
象

訓
練

分
野

を
選

定

協
議

会
開

催

1
0
月

～
1
2
月

Ｗ
Ｇ

か
ら

報
告

①
④

②
③

２
～

３
月

１
月

適
切

か
つ

効
果

的
な

職
業

訓
練

を
実

施
し

て
い

く
た

め
、

個
別

の
訓

練
コ

ー
ス

に
つ

い
て

訓
練

修
了

者
等

へ
の

ヒ
ア

リ
ン

グ
等

を
通

じ
、

訓
練

効
果

を
把

握
・

検
証

し
、

訓
練

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

等
の

改
善

を
図

る
。

デ
ジ

タ
ル

分
野

１
９

県
Ｉ

Ｔ
分

野
２

県

デ
ジ

タ
ル

分
野

：
北

海
道

・
青

森
・

岩
手

・
茨

城
・

千
葉

・
福

井
・

静
岡

・
三

重
・

和
歌

山
・

鳥
取

・
島

根
・

広
島

・
徳

島
・

愛
媛

・
福

岡
・

長
崎

・
熊

本
・

宮
崎

・
鹿

児
島

IT
分

野
：

滋
賀

・
山

口

介
護

・
医

療
・

福
祉

分
野

(一
部

の
み

を
含

む
。

)１
８

県
山

形
・

福
島

・
栃

木
・

千
葉

・
神

奈
川

・
富

山
・

石
川

・
山

梨
・

長
野

・
岐

阜
・

京
都

・
大

阪
・

兵
庫

・
奈

良
・

香
川

・
高

知
・

大
分

・
沖

縄

営
業

・
販

売
・

事
務

分
野

(一
部

の
み

を
含

む
。

) 
８

県
宮

城
・

秋
田

・
群

馬
・

新
潟

・
島

根
・

岡
山

・
佐

賀
・

熊
本

※
上

記
の

分
野

の
ほ

か
、

医
療

事
務

分
野

（
山

梨
）

、
旅

行
・

観
光

分
野

（
東

京
）

、
製

造
分

野
（

埼
玉

・
愛

知
）

、
建

設
関

連
分

野
（

愛
知

）
が

選
定

さ
れ

た
。

（
複

数
分

野
選

定
し

た
県

も
あ

り
。

）

＜
参
考
＞
検
討
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

別
添
２



ヒ
ア
リ
ン
グ
実
施
結
果
概
要
①
（
デ
ジ
タ
ル
分
野
）

訓
練

実
施

に
あ

た
っ

て
工

夫
し

て
い

る
点

知
識

の
習

得
だ

け
で

な
く

、
実

務
に

近
い

環
境

で
の

演
習

を
積

極
的

に
取

り
入

れ
、

訓
練

生
が

現
場

で
必

要
と

さ
れ

る
対

応
力

や
問

題
解

決
力

を
育

成
し

て
い

る
。

【
徳

島
県

】

訓
練

実
施

に
あ

た
っ

て
課

題
で

あ
る

点

W
eb

デ
ザ

イ
ン

を
行

う
上

で
の

よ
り

幅
広

い
知

識
や

技
術

【
改

善
案

等
】

【
ヒ

ア
リ

ン
グ

の
内

容
等

】
訓
練
実
施
機
関

訓
練
修
了
生
採
用
企
業

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
力

や
仕

事
に

取
り

組
む

姿
勢

、
積

極
性

な
ど

の
社

会
人

基
礎

力
も

重
要

【
島

根
県

】

Ｃ
Ｍ

な
ど

の
広

報
を

通
じ

て
職

業
訓

練
に

も
っ

と
付

加
価

値
を

つ
け

て
欲

し
い

。

【
島

根
県

】

訓
練
修
了
者

採
用

に
あ

た
り

重
視

す
る

ス
キ

ル
等

周
知

動
画

を
制

作
し

、
訓

練
の

具
体

的
な

成
果

と
活

用
事

例
を

“見
え

る
化

”す
る

。

ま
た

、
作

成
動

画
を

協
議

会
構

成
機

関
が

共
通

の
素

材
と

し
て

活
用

し
、

訓
練

の
社

会
的

認
知

度
を

高
め

る
。

【
島

根
県

】

訓
練

内
容

の
う

ち
就

職
後

に
役

に
立

っ
た

も
の

職
業

訓
練

に
対

す
る

意
見

デ
ジ

タ
ル

分
野

の
企

業
求

人
が

少
な

い
た

め
、

訓
練

後
の

出
口

が
少

な
い

。
求

人
数

も

少
な

く
、

経
験

や
知

識
が

必
須

の
者

が
多

い
た

め
応

募
可

能
な

求
人

が
限

ら
れ

て
く

る
。

【
福

井
県

】

職
業

訓
練

に
対

す
る

意
見

求
人

の
確

保
お

よ
び

経
験

や
知

識
が

必
須

の
求

人
に

対
し

て
の

要
件

緩
和

の
提

案
を

行
う

。
ま

た
訓

練
情

報
に

つ
い

て
求

人
企

業
に

対
し

て
の

広
報

を
強

化
す

る
。

【
福

井
県

】

よ
り

一
層

習
得

し
て

お
く

こ
と

が
望

ま
し

い
ス

キ
ル

他
部

署
と

の
連

携
が

重
要

に
な

り
、

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
力

が
必

要
な

た
め

、
実

務

に
即

し
た

課
題

解
決

の
た

め
の

グ
ル

ー
プ

ワ
ー

ク
や

グ
ル

ー
プ

デ
ィ

ス
カ

ッ
シ

ョ
ン

が

あ
る

と
よ

い
。

【
三

重
県

】

チ
ー

ム
で

作
業

を
行

う
業

務
で

あ
る

た
め

、
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力

が
重

要
で

あ
る

。

【
北

海
道

】

企
業

は
専

門
分

野
の

知
識

に
限

ら
ず

、
基

本
的

な
ビ

ジ
ネ

ス
ス

キ
ル

や
コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
能

力
等

の
習

得
も

求
め

て
い

る
こ

と
に

着
目

し
、

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
見

直
し

等
を

推
進

。
【

北
海

道
】

チ
ー

ム
作

業
や

プ
レ

ゼ
ン

テ
ー

シ
ョ

ン
等

は
就

職
後

も
役

立
っ

て
い

る
。

【
和

歌
山

県
】

サ
イ

バ
ー

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

の
重

要
性

は
認

識
さ

れ
て

い
た

が
、

訓
練

で
は

十
分

に
扱

わ

れ
て

い
な

か
っ

た
。

実
務

で
は

、
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
は

非
常

に
重

要
で

あ
る

た
め

、
よ

り

深
く

学
べ

た
ら

よ
か

っ
た

と
思

う
。

【
徳

島
県

】

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

に
お

け
る

情
報

漏
洩

や
サ

イ
バ

ー
攻

撃
の

リ
ス

ク
が

高
ま

っ
て

い
る

こ
と

を
踏

ま
え

、
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
等

に
、

デ
ジ

タ
ル

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

や
サ

イ
バ

ー
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
に

関
す

る
知

識
の

取
得

を
提

案
【

徳
島

県
】

別
添
３
－
１

訓
練

内
容

や
仕

上
が

り
像

を
明

確
化

す
る

た
め

に
、

よ
り

分
か

り
や

す
い

資
料

や
説

明
、

体
験

会
等

が
あ

れ
ば

良
か

っ
た

。
【

広
島

県
】

事
前

説
明

会
に

お
け

る
資

料
や

説
明

の

さ
ら

な
る

具
体

化
等

に
よ

り
、

訓
練

の

受
講

に
よ

り
得

る
こ

と
が

で
き

る
知

識
・

技
能

に
つ

い
て

の
よ

り
一

層
の

見

え
る

化
を

図
る

。
【

広
島

県
】

「
プ

ロ
グ

ラ
マ

ー
養

成
科

」
と

い
う

名
称

が
企

業
に

誤
解

を
招

く
可

能
性

が
あ

る
。

よ
り

実

態
に

即
し

た
名

称
の

方
が

企
業

と
の

マ
ッ

チ
ン

グ
率

が
高

ま
る

の
で

は
。

【
徳

島
県

】

訓
練

コ
ー

ス
の

名
称

に
つ

い
て

、
内

容

や
目

的
に

即
し

た
、

よ
り

適
切

な
名

称

へ
の

見
直

し
を

提
案

。
【

徳
島

県
】

就
職

後
に

感
じ

た
訓

練
で

学
ん

で
お

く
べ

き
で

あ
っ

た
ス

キ
ル

職
業

訓
練

に
対

す
る

意
見



ヒ
ア
リ
ン
グ
実
施
結
果
概
要
②
（
介
護
･医
療
･福
祉
分
野
）

介
護

現
場

で
よ

く
あ

る
ケ

ー
ス

ス
タ

デ
ィ

を
用

い
た

ロ
ー

ル
プ

レ
イ

を
積

極
的

に

実
施

し
て

い
る

。
【

香
川

県
】

【
改

善
案

等
】

【
ヒ

ア
リ

ン
グ

の
内

容
等

】

実
習

等
で

実
際

に
触

っ
て

、
体

験
し

て
い

る
こ

と
。

人
と

対
し

た
と

き
に

力
の

加
え

方
な

ど
不

安
が

生
じ

る
の

で
、

そ
こ

に
免

疫
が

あ
る

こ
と

が
大

事
。

【
大

分
県

】
採

用
に

あ
た

り
重

視
す

る
ス

キ
ル

訓
練

実
施

に
あ

た
っ

て
工

夫
し

て
い

る
点

訓
練

実
施

に
あ

た
っ

て
課

題
で

あ
る

点

職
業

訓
練

に
対

す
る

意
見

訓
練

コ
ー

ス
の

設
定

の
都

度
、

介
護

施
設

等
の

介
護

従
事

者
に

講
師

を
依

頼
し

て
い

る
が

、

介
護

現
場

は
人

手
不

足
の

状
況

で
あ

り
、

講
師

を
依

頼
す

る
こ

と
が

容
易

で
は

な
く

、
講

師
の

確
保

が
厳

し
い

状
況

【
福

島
県

】

よ
り

一
層

習
得

し
て

お
く

こ
と

が
望

ま
し

い
ス

キ
ル

全
体

的
な

Ｐ
Ｒ

だ
け

で
な

な
く

、
介

護
の

よ
う

な
充

足
率

が
低

い
分

野
に

は
個

別

コ
ー

ス
の

周
知

な
ど

に
も

協
力

し
て

ほ
し

い
。

【
石

川
県

】

講
師

の
負

担
を

軽
減

す
る

た
め

に
、

一
部

オ
ン

ラ
イ

ン
形

式
で

行
う

方
法

を
計

画
・

検
討

。
【

福
島

県
】

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

と
訓

練
実

施
機

関
が

連
携

し
、

Ｓ
Ｎ

Ｓ
等

を
活

用
し

て
職

業
訓

練
制

度
の

更
な

る
周

知
を

図
る

と
と

も
に

、
積

極
的

な
受

講
勧

奨
に

取
り

組
む

。
【

石
川

県
】

職
業

訓
練

に
対

す
る

意
見

介
護

記
録

を
タ

ブ
レ

ッ
ト

端
末

で
行

う
が

、
操

作
に

苦
慮

す
る

者
も

あ
る

。
現

場
に

お
け

る
IT

機
器

の
広

が
り

を
踏

ま
え

る
と

、
IT

関
係

の
訓

練
内

容
を

組
み

込
め

る
と

よ
い

。

【
岐

阜
県

】

多
様

な
種

類
の

施
設

で
実

習
・

見
学

を
行

い
、

各
施

設
の

雰
囲

気
に

接
し

て
も

ら
う

機
会

を
多

く
と

っ
て

ほ
し

い
、

そ
う

す
る

こ
と

で
ミ

ス
マ

ッ
チ

に
よ

る
離

職
も

防
げ

る
と

思
う

。

【
石

川
県

】

利
用

者
と

直
接

触
れ

合
う

作
業

が
役

に
立

っ
た

。
【

大
分

県
】

訓
練

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
中

で
、

利
用

者
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

に
関

す
る

内
容

、
例

え
ば

カ
ス

タ
マ

ー
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
や

ア
ン

ガ
ー

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

な
ど

の
講

義
も

必
要

で
あ

る
。

【
福

島
県

】

訓
練

内
容

の
う

ち
就

職
後

に
役

に
立

っ
た

も
の

就
職

後
に

感
じ

た
訓

練
で

学
ん

で
お

く
べ

き
で

あ
っ

た
ス

キ
ル

職
業

訓
練

に
対

す
る

意
見

職
場

実
習

や
職

場
見

学
は

、
も

っ
と

い
ろ

ん
な

種
類

の
施

設
に

行
っ

て
み

た
か

っ
た

。
そ

れ
に

よ
っ

て
、

就
職

活
動

が
よ

り
ス

ム
ー

ズ
に

進
め

ら
れ

る
と

思
う

。
【

神
奈

川
県

】

実
技

の
授

業
、

職
場

実
習

・
職

場
見

学
等

の
充

実
な

ど
就

職
後

の
ミ

ス
マ

ッ
チ

を
防

ぐ
よ

う
、

カ
リ

キ
ュ

ラ
の

内
容

を
見

直
す

。

【
神

奈
川

県
】

職
場

実
習

や
見

学
等

を
通

じ
て

実
際

の
就

労
現

場
を

想
定

で
き

る
よ

う
、

訓
練

内
容

の
充

実
を

図
る

よ
う

提
案

す
る

。
【

石
川

県
】

別
添
３
－
２

現
場

に
お

い
て

IT
機

器
が

活
用

さ
れ

て
い

る
状

況
を

踏
ま

え
、

IT
機

器

（
パ

ソ
コ

ン
、

タ
ブ

レ
ッ

ト
）

の
能

力
に

関
す

る
講

習
時

間
の

確
保

。

【
岐

阜
県

】

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
能

力
向

上
を

特
に

重
要

と
す

る
意

見
が

多
く

、
ま

た
、

職
場

内
で

の
人

材
育

成
を

行
う

余
裕

が
な

い
と

の
意

見
か

ら
、

現
場

で
活

用
で

き
る

ス
キ

ル
を

身
に

付
け

ら
れ

る
よ

う
、

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
内

容
を

見
直

す
。

【
福

島
県

】

訓
練
実
施
機
関

訓
練
修
了
生
採
用
企
業

訓
練
修
了
者



ヒ
ア
リ
ン
グ
実
施
結
果
概
要
③
（
営
業
･販
売
･事
務
分
野
）

【
改

善
案

等
】

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
力

や
仕

事
に

取
り

組
む

姿
勢

、
積

極
性

な
ど

の
社

会
人

基
礎

力
も

重
要

【
島

根
県

】

訓
練

実
施

に
あ

た
っ

て
工

夫
し

て
い

る
点

実
際

に
就

職
し

て
役

立
つ

ビ
ジ

ネ
ス

マ
ナ

ー
や

パ
ソ

コ
ン

の
基

本
操

作
等

を
カ

リ

キ
ュ

ラ
ム

に
組

み
込

ん
で

い
る

。
【

岡
山

県
】

【
ヒ

ア
リ

ン
グ

の
内

容
等

】

訓
練

を
修

了
出

来
な

い
方

や
就

職
意

欲
が

欠
如

し
て

い
る

方
（

健
康

状
態

が
悪

い
、

制
度

不
理

解
、

受
講

意
欲

の
欠

如
等

）
に

対
す

る
受

け
入

れ
の

厳
格

化
が

必
要

。
【

秋
田

県
】

職
業

訓
練

に
対

す
る

意
見

公
共

職
業

訓
練

の
認

知
度

は
依

然
と

し
て

低
く

、
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
で

の
説

明
会

や
イ

ベ
ン

ト

な
ど

を
通

じ
て

、
今

後
も

認
知

拡
大

に
努

め
、

定
員

充
足

の
向

上
を

図
っ

て
い

た
だ

き
た

い
。

【
宮

城
県

】

採
用

に
あ

た
り

重
視

す
る

ス
キ

ル
等

職
業

訓
練

に
対

す
る

意
見

よ
り

一
層

習
得

し
て

お
く

こ
と

が
望

ま
し

い
ス

キ
ル

訓
練

内
容

の
う

ち
就

職
後

に
役

に
立

っ
た

も
の

就
職

後
に

感
じ

た
訓

練
で

学
ん

で
お

く
べ

き
で

あ
っ

た
ス

キ
ル

職
業

訓
練

に
対

す
る

意
見

求
人

票
に

W
o
rd

、
E
xc

e
lの

基
本

操
作

が
必

要
と

あ
る

と
応

募
を

躊
躇

し
て

い
た

が
、

訓
練

受
講

に
よ

り
「

W
o
rd

、
E
xc

e
lの

基
本

操
作

は
で

き
ま

す
」

と
自

信
を

持
っ

て
言

え
る

よ
う

に
な

っ
た

。
【

新
潟

県
】

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
や

ビ
ジ

ネ
ス

マ
ナ

ー
に

関
し

て
、

簡
単

な
説

明
程

度
の

内
容

で

あ
っ

た
た

め
、

仕
事

に
活

か
せ

る
よ

う
な

充
実

し
た

内
容

を
望

む
。

【
秋

田
県

】

P
C
基

礎
力

が
身

に
つ

い
て

い
れ

ば
、

ス
テ

ッ
プ

ア
ッ

プ
し

た
と

こ
ろ

か
ら

新
規

採
用

研
修

す
る

こ
と

が
で

き
業

務
効

率
化

に
繋

が
っ

て
い

る
。

【
群

馬
県

】

エ
ク

セ
ル

で
マ

ク
ロ

を
使

っ
た

り
し

た
が

、
今

は
ア

ク
セ

ス
を

よ
く

使
っ

て
い

る

の
で

、
も

う
少

し
や

っ
て

お
け

ば
よ

か
っ

た
。

【
岡

山
県

】

パ
ソ

コ
ン

訓
練

に
つ

い
て

は
、

初
級

科
も

必
要

で
は

あ
る

が
、

そ
の

上
位

レ
ベ

ル
で

あ
る

中

級
科

や
上

級
科

な
ど

レ
ベ

ル
分

け
し

た
コ

ー
ス

を
設

定
し

て
も

い
い

。
【

秋
田

県
】

訓
練

実
施

に
あ

た
っ

て
課

題
で

あ
る

点

企
業

に
お

け
る

基
本

的
な

P
C
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
の

習
得

を
期

待
す

る
。

【
岡

山
県

】

PC
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
対

策
に

関
す

る

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
充

実
。

【
岡

山

県
】

引
き

続
き

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

や
Ｓ

Ｎ
Ｓ

、

関
係

機
関

と
の

連
携

に
よ

る
イ

ベ
ン

ト
等

を
活

用
し

た
訓

練
の

周
知

・
体

験
・

広
報

を
行

い
、

訓
練

内
容

の
認

知
を

図
る

。
【

宮
城

県
】

パ
ソ

コ
ン

中
級

科
の

コ
ー

ス
設

定

に
向

け
、

開
講

時
期

や
開

催
地

域

等
も

含
め

て
検

討
す

る
。

【
秋

田

県
】

別
添
３
－
３

訓
練

実
施

機
関

に
対

し
、

訓
練

内
容

に
盛

り
込

ま
れ

て
い

る
コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
能

力
や

ビ
ジ

ネ
ス

マ

ナ
ー

を
重

視
す

る
声

が
あ

る
こ

と
を

伝
え

、
そ

の
重

要
性

に
つ

い
て

の
認

識
を

共
有

す
る

。
【

秋
田

県
】

訓
練
実
施
機
関

訓
練
修
了
生
採
用
企
業

訓
練
修
了
者

受
講

生
送

り
出

し
に

際
し

、
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
窓

口
に

て
就

職
の

た
め

の
訓

練
制

度
で

あ
る

旨
の

趣
旨

説
明

を
徹

底
す

る
。

【
秋

田
県

】

よ
り

高
度

な
ス

キ
ル

や
知

識
が

必

要
な

場
合

に
は

、
他

分
野

の
適

切

な
コ

ー
ス

を
案

内
。

【
岡

山
県

】



令
和
７
年
度
第
１
回
地
域
職
業
能
力
開
発
促
進
協
議
会
【
共
有
事
例
な
ど
】

愛
媛

愛
媛
大
学

か
ら

し
ま

な
み

未
来

社
会

人
材

育
成

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

お
よ

び
地

域
共

創
型

リ
カ

レ
ン

ト
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
実

施
状

況
等

に
つ

い
て

説
明

、
情

報
共

有
。

兵
庫

県
の
教
育
委
員
会
事
務
局

よ
り

、
高

校
生

に
対

す
る

キ
ャ

リ
ア

教
育

の
一

環
と

し
て

教
育

委
員

会
が

実
施

し
て

い
る

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

事
業

及
び

高
度

熟
練

技
能

者
等

が
特

別
非

常
勤

講
師

と
し

て
実

技
指

導
を

行
う

事
業

等
に

つ
い

て
説

明
、

情
報

共
有

。

愛
知

中
部
経
済
産
業
局

か
ら

、
中

小
企

業
庁

が
作

成
し

た
人

材
育

成
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
の

活
用

方
法

に
つ

い
て

説
明

が
あ

り
、

同
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
に

は
企

業
が

直
面

す
る

経
営

課
題

へ
の

対
応

、
人

材
に

関
す

る
支

援
策

、
人

材
戦

略
の

取
り

組
み

ポ
イ

ン
ト

が
整

理
さ

れ
て

い
る

こ
と

な
ど

に
つ

い
て

、
情

報
共

有
。

リ
カ
レ
ン
ト

教
育
を
実
施

す
る
大
学
等

地
方
自
治
体

の
各
部
局

そ
の
他職
業
能
力
開
発
に
関
わ
る
様
々
な
情
報
共
有

別
添
４

宮
城

宮
城
大
学

か
ら

「
D

o
w

n
st

re
a
m

か
ら

学
ぶ

D
X
」

(※
)の

取
組

み
を

発
表

、
共

有
。

（
※

）
県

内
の

中
小

企
業

の
デ

ジ
タ

ル
人

材
の

不
足

が
指

摘
さ

れ
る

中
、

県
内

産
業

の
D

X
推

進
を

加
速

化
さ

せ
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

開
催

す
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
で

あ
り

、
対

象
は

県
内

の
中

小
企

業
に

勤
務

す
る

在
職

者
2
0
名

と
な

っ
て

い
る

。

愛
媛

県
の
経
済
労
働
部
産
業
雇
用
局
労
政
雇
用
課

か
ら

、
県

で
実

施
し

て
い

る
デ

ジ
タ

ル
人

材
育

成
の

た
め

の
施

策
、

IT
人

材
確

保
の

た
め

外
国

人
材

受
入

・
定

着
サ

ポ
ー

ト
デ

ス
ク

を
開

設
し

た
こ

と
、

県
外

大
学

と
の

就
職

支
援

連
携

協
定

の
締

結
つ

い
て

説
明

、
情

報
共

有
。

長
野

長
野
県
専
修
学
校
各
種
学
校
連
合
会

か
ら

、
若

年
者

へ
の

産
業

理
解

の
た

め
の

取
組

と
し

て
文

部
科

学
省

の
委

託
事

業
を

活
用

し
、

メ
タ

バ
ー

ス
空

間
を

活
用

し
た

企
業

紹
介

や
産

業
案

内
の

取
組

に
つ

い
て

説
明

、
協

力
依

頼
が

さ
れ

た
。

広
島

中
国
経
済
産
業
局

か
ら

、
「

人
材

育
成

に
か

か
る

企
業

側
の

受
け

入
れ

体
制

の
整

備
、

意
識

醸
成

に
向

け
て

の
取

組
」

に
つ

い
て

の
説

明
、

情
報

共
有

。



①
デ

ジ
タ

ル
分

野
の

定
員

充
足

率
（

9
月

末
）

R
6
年

度
6
8
.6

％
→

R
7

年
度

7
1

.4
%

 

②
プ

ロ
グ

ラ
ミ

ン
グ

分
野

の
訓

練
コ

ー
ス

の
中

止
コ

ー
ス

数
（

9
月

末
）

R
6
年

度
2
コ

ー
ス

→
  

R
7

年
度

０
コ

ー
ス

0

【
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

の
検

証
結

果
等

を
踏

ま
え

た
P

D
C

A
の

取
組

】

新
潟

県
に

お
い

て
は

、
官

民
で

連
携

し
て

県
内

産
業

の
D

X
を

推
進

す
る

上
で

、
人

材
が

最
た

る
課

題
R

5
は

デ
ジ

タ
ル

分
野

全
体

の
検

証
を

行
っ

た
が

、
新

潟
県

が
提

唱
す

る
「

県
内

産
業

の
D

X
化

の
推

進
」

の
面

の
検

証
が

不
十

分
で

あ
っ

た
と

分
析

令
和

６
年

度
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

に
よ

る
効

果
検

証

デ
ジ

タ
ル

分
野

の
中

で
も

、
特

に
D

X
人

材
に

有
効

と
さ

れ
て

い
る

P
y
th

o
n
、

Ja
v
a
S
cr

ip
t、

P
H

P
等

の
ス

キ
ル

を
習

得
で

き
る

訓
練

コ
ー

ス
に

絞
り

効
果

検
証

を
実

施

各
地
域
に
お
け
る
取
組
事
例
【
新
潟
】

P
y
th

o
n
、

Ja
v
a
S
cr

ip
t、

P
H

P
等

の
デ

ジ
タ

ル
ス

キ
ル

の
習

得
は

、
県

内
企

業
の

人
材

ニ
ー

ズ
に

対
応

し
て

お
り

、
有

益
な

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

一
方

で
、

求
職

者
に

は
、

デ
ジ

タ
ル

分
野

の
訓

練
の

魅
力

や
訓

練
修

了
後

の
仕

上
が

り
像

、
就

職
先

の
イ

メ
ー

ジ
等

が
十

分
に

伝
わ

っ
て

い
な

い
た

め
、

以
下

の
よ

う
な

課
題

も 訓
練

の
申

込
み

に
結

び
つ

い
て

い
な

い
訓

練
修

了
後

の
就

職
先

選
定

時
に

お
け

る
ミ

ス
マ

ッ
チ

等

改
善

策
の

実
施

（
令

和
７

年
度

の
取

組
）

「
訓

練
プ

ラ
ス

P
R

情
報

」

訓
練

修
了

後
の

就
職

先
の

イ

メ
ー

ジ
や

訓
練

で
習

得
し

た

ス
キ

ル
の

活
用

場
面

等
を

ま

と
め

た
「

訓
練

プ
ラ

ス
P
R

情

報
」

を
作

成

デ
ジ

タ
ル

訓
練

の
魅

力
等

を

求
職

者
に

ア
ピ

ー
ル

求
職

者
の

関
心

を
引

く

訓
練

科
名

の
設

定

訓
練

の
仕

上
が

り
像

や
学

習
レ

ベ
ル

等
に

応
じ

た
求

職
者

の
関

心
を

引
く

訓
練

課
名

や
サ

ブ
タ

イ
ト

ル
を

設
定

H
W

職
員

の
デ

ジ
タ

ル
知

識
向

上

訓
練

実
施

施
設

に
よ

る
訓

練
説

明
会

職
員

を
対

象
と

し
た

訓
練

実
施

施
設

見
学

会

求
人

事
業

主
に

対
す

る
周

知
・

啓
発

デ
ジ

タ
ル

分
野

の
訓

練
修

了
者

の
認

知
度

向

上
及

び
採

用
促

進
に

向
け

た
働

き
か

け

訓
練

修
了

後
の

就
職

を
見

据
え

た
的

確
な

受
講

あ
っ

せ
ん

訓
練

修
了

者
歓

迎
求

人
を

確
保

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
科

デ
ー

タ
に

強
く

な
れ

る
！

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
科

D
S
プ

ロ
グ

ラ
マ

ー
養

成
科

企
業

実
習

付
き

！

未
経

験
か

ら
チ

ャ
レ

ン
ジ

！

プ
ロ

グ
ラ

マ
ー

養
成

科

取
組

実
績

（
令

和
７

年
度

）

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
の

検
証

結
果

等
を

踏
ま

え
た

改
善

策
を

実
施

実
施

し
た

改
善

策
に

つ
い

て
検

証
を

行
い

、
更

な
る

改
善

策
を

検
討

・
実

施 実
績

等
を

踏
ま

え
た

更
な

る
改

善

「
訓

練
プ

ラ
ス

P
R

情
報

」
が

受
講

率
向

上
に

効
果

求
職

者
支

援
訓

練
の

コ
ー

ス
で

必
須

に

訓
練

修
了

生
の

就
職

促
進

に
は

、
求

人
部

門
と

連
携

し
た

取
組

が
不

可
欠

求
人

部
門

担
当

者
も

訓
練

実
施

施
設

見
学

会
に

参
加

※
作

成
実

績
：

延
べ

８
施

設
1
7
コ

ー
ス

（
R

7
.1

1
）

【
設

定
事

例
】

資
料

２



各
地
域
に
お
け
る
取
組
事
例
【
高
知
】

【
ハ

ロ
ー

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

・
メ

デ
ィ

ア
ツ

ア
ー

の
実

施
】

メ
デ

ィ
ア

関
係

者
に

「
見

て
・

体
験

し
て

・
知

っ
て

」
も

ら
う

こ
と

で
、

ハ
ロ

ー
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
の

理
解

を
深

め
、

そ
の

魅
力

を
発

信

報
道

さ
れ

る
た

め
に

1

来
年

度
に

向
け

た
課

題
等

ド
ロ

ー
ン

操
作

は
興

味
を

示
さ

れ
る

一
方

、
放

映
さ

れ
な

い
内

容
も

新
た

な
体

験
内

容
等

を
検

討

注
目

度
の

高
い

イ
ベ

ン
ト

と
同

日
の

開
催

と
な

っ
た

た
め

、
参

加
を

辞
退

す
る

メ
デ

ィ
ア

も

ギ
リ

ギ
リ

ま
で

他
イ

ベ
ン

ト
の

日
程

を
見

極
め

工
夫

①

報
道

「
映

え
」

す
る

体
験

メ
ニ

ュ
ー

を
用

意

工
夫

③

参
加

メ
デ

ィ
ア

を

「
ハ

ロ
ー

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

体
験

大
使

」

に
任

命

工
夫

②

「
た

し
か

め
た

ん
」

（
厚

生
労

働
省

労
働

基

準
局

広
報

キ
ャ

ラ
ク

タ
ー

）
と

「
く

ろ
し

お

く
ん

」
（

高
知

県
広

報
キ

ャ
ラ

ク
タ

ー
）

が

参
加

者
と

一
緒

に
職

業
訓

練
を

体
験

す
る

と

と
も

に
、

高
知

県
の

地
域

別
最

低
賃

金
の

Ｐ

Ｒ
活

動
を

実
施

ド
ロ

ー
ン

飛
行

操
作

体
験

住
宅

C
A

D
 リ

フ
ォ

ー
ム

技
術

科

（
ポ

リ
テ

ク
セ

ン
タ

ー
高

知
）

電
気

カ
ー

ト
の

仕
組

み
と

乗
車

体
験

自
動

車
整

備
科

（
県

立
高

知
高

等
技

術
学

校
）

飾
り

切
り

技
術

の
体

験

調
理

師
科

（
R

K
C

 調
理

製
菓

専
門

学
校

）

工
夫

④

メ
デ

ィ
ア

に
対

し
て

、
繰

り

返
し

参
加

依
頼

を
実

施

定
例

記
者

会
見

の
場

に
お

い
て

、
労

働
局

長
か

ら
参

加
を

依
頼

県
内

の
全

メ
デ

ィ
ア

に
対

し
て

、
訪

問
・

電
話

に
よ

る
参

加
依

頼
を

実
施

報
道

実
績

高
知

さ
ん

さ
ん

テ
レ

ビ

ロ
ー

カ
ル

ニ
ュ

ー
ス

番
組

で
約

3
分

間
の

放
映

高
知

ケ
ー

ブ
ル

テ
レ

ビ

情
報

番
組

で
約

８
分

間
の

放
映

※
再

放
送

含
め

2
0
回

の
放

映

※
他

の
1
7
局

（
他

県
の

1
1
局

含
む

）
の

ケ
ー

ブ
ル

テ
レ

ビ
で

も
放

映

R
K
C
 高

知
放

送

ロ
ー

カ
ル

ニ
ュ

ー
ス

番
組

で
約

２
分

間
の

放
映

充
足

率
の

強
化

等
の

観
点

か
ら

、
「

介
護

分
野

」

の
体

験
メ

ニ
ュ

ー
も

用
意

当
日

、
労

働
局

長
か

ら
任

命
書

を
交

付

高
知

さ
ん

さ
ん

テ
レ

ビ
R
K
C

高
知

放
送

高
知

ケ
ー

ブ
ル

テ
レ

ビ

参
加

メ
デ

ィ
ア



各
地
域
に
お
け
る
取
組
事
例
【
長
崎
】

令
和
６
年
度
第
１
回
の
当
協
議
会
で
取
り
上
げ
た
、
長
崎
労
働
局
主
催
の

「
ハ
ロ
ー
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
フ
ェ
ス
2
0
2
4
」
実
施
に
よ
る
成
果
等

令
和

５
年

度

2

令
和

７
年

度

「
ハ

ロ
ー

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

フ
ェ

ス
2

0
2

4
」

令
和

６
年

度

第
２

弾
「

ハ
ロ

ー
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
フ

ェ
ス

2
0

2
4

」

【
開

催
日

】
令

和
６

年
２

月
2
5
日

（
日

）
【

開
催

場
所

】
出

島
メ

ッ
セ

長
崎

【
開

催
方

式
】

単
独

開
催

「
ハ

ロ
ー

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

フ
ェ

ス
2

0
2

6
」

開
催

に
当

た
っ

て
の

工
夫

し
た

事
項

開
催

場
所

の
選

定

長
崎

駅
近

く
の

中
心

地
に

あ
り

、
イ

ベ
ン

ト
会

場
（

2
0
2
1
年

オ
ー

プ
ン

）
と

し
て

の
認

知
度

が
高

く
、

ま
た

、
交

通
の

便
が

良
く

遠
方

か
ら

の
参

加
も

可
能

周
知

広
報

F
M

長
崎

で
１

月
か

ら
毎

週
ハ

ロ
ト

レ
関

係
の

周
知

を
実

施
長

崎
駅

前
広

場
に

設
置

さ
れ

て
い

る
大

型
ビ

ジ
ョ

ン
で

動
画

（
1
5
秒

）
を

放
映

成
果

等

参
加

者
数

1
9
7
名

ハ
ロ

ト
レ

を
知

ら
な

か
っ

た
・

ハ
ロ

ト
レ

は
知

っ
て

い
た

が
ど

の
よ

う
な

訓
練

コ
ー

ス
が

あ
る

の
か

知
り

た
か

っ
た

と
の

回
答

が
7
2
名

と
、

一
定

の
周

知
効

果
あ

り

一
方

で
、

企
業

の
人

事
担

当
者

に
も

ハ
ロ

ト
レ

を
ア

ピ
ー

ル
し

た
が

っ
た

が
、

参
加

が
少

な
く

、
企

業
の

集
客

が
課

題

要 改 善

【
開

催
日

】
令

和
６

年
1
1
月

3
0
日

（
土

）
【

開
催

場
所

】
出

島
メ

ッ
セ

長
崎

【
開

催
方

式
】

他
の

イ
ベ

ン
ト

と
同

日
開

催

前
年

度
の

開
催

結
果

等
を

踏
ま

え
た

改
善

事
項

開
催

方
式

の
見

直
し

企
業

を
含

め
、

さ
ら

な
る

集
客

を
期

待
し

て
、

労
働

局
主

催
の

他
の

イ
ベ

ン
ト

（
学

卒
向

け
企

業
交

流
会

、
就

職
氷

河
期

世
代

向
け

企
業

説
明

会
）

と
の

同
日

・
同

会
場

で
の

開
催

を
実

施

周
知

広
報

F
M

長
崎

で
の

周
知

を
、

職
業

訓
練

に
特

化
し

た
内

容
か

ら
、

潜
在

求
職

者
や

求
人

者
等

の
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
の

利
用

促
進

も
念

頭
に

お
い

た
内

容
に

変
更

駅
前

広
場

の
大

型
ビ

ジ
ョ

ン
で

放
映

し
て

い
る

動
画

を
Y
o
u
T
u
b
e
広

告
で

も
配

信

成
果

等

参
加

者
数

2
3
3
名

ハ
ロ

ト
レ

を
知

ら
な

か
っ

た
・

ハ
ロ

ト
レ

は
知

っ
て

い
た

が
ど

の
よ

う
な

訓
練

コ
ー

ス
が

あ
る

の
か

知
り

た
か

っ
た

と
の

回
答

が
5
8
名

と
、

昨
年

度
と

同
様

一
定

の
周

知
効

果
あ

り

※
ア

ン
ケ

ー
ト

回
答

者
1
3
2
名

※
ア

ン
ケ

ー
ト

回
答

者
9
1
名

一
方

で
、

前
回

同
様

、
企

業
の

参
加

が
低

調
で

あ
っ

た
こ

と
か

ら
、

更
な

る
改

善
が

必
要

要 改 善

前
年

度
の

開
催

結
果

等
を

踏
ま

え
た

改
善

事
項

同
日

・
同

会
場

で
開

催
す

る
イ

ベ
ン

ト
の

見
直

し

学
卒

者
よ

り
も

離
職

者
訓

練
へ

の
誘

導
可

能
性

が
高

い
一

般
層

の
集

客
を

期
待

し
て

、
同

日
開

催
す

る
イ

ベ
ン

ト
を

若
年

者
（

3
5
歳

以
下

）
向

け
企

業
説

明
会

及
び

中
高

年
向

け
企

業
説

明
会

に
変

更

周
知

広
報

企
業

へ
の

訓
練

の
認

知
度

向
上

や
ハ

ロ
ー

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

フ
ェ

ス
の

集
客

を
目

的
に

、
経

済
団

体
（

中
小

企
業

団
体

中
央

会
、

商
工

会
議

所
・

商
工

会
計

９
団

体
）

を
訪

問
し

、
会

報
誌

へ
の

掲
載

や
チ

ラ
シ

配
布

を
依

頼

開
催

時
期

の
見

直
し

４
月

開
講

の
訓

練
の

充
足

が
厳

し
い

こ
と

を
踏

ま
え

、
開

催
時

期
を

見
直

し
、

訓
練

の
募

集
時

期
を

見
据

え
て

、
新

規
求

職
者

が
多

く
な

る
２

月
開

催
に

変
更

【
開

催
日

】
令

和
８

年
２

月
1
4
日

（
土

）
【

開
催

場
所

】
出

島
メ

ッ
セ

長
崎

【
開

催
方

式
】

他
の

イ
ベ

ン
ト

と
同

日
開

催



各
地
域
に
お
け
る
取
組
事
例
【
好
事
例
の
横
展
開
の
成
果
等
】

令
和
６
年
度
第
１
回
の
当
協
議
会
で
取
り
上
げ
た
、

長
崎
労
働
局
主
催
の
「
ハ
ロ
ー
ト
レ
ー
ニ
ン
グ

フ
ェ
ス
2
0
2
4
」
を
参
考
に
し
た
取
組
が
更
に
増
加

令
和

５
年

度

3

令
和

７
年

度

○
長

崎
労

働
局

令
和

６
年

度

「
ハ

ロ
ー

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

フ
ェ

ス
2
0
2
4
」

○
宮

城
労

働
局

「
ハ

ロ
ト

レ
ま

つ
り

」

○
福

島
労
働
局

「
ハ

ロ
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
フ

ェ
ス

」
in

ふ
く

し
ま

○
長

崎
労

働
局

第
２

弾
「

ハ
ロ

ー
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
フ

ェ
ス

2
0
2
4
」

○
佐

賀
労

働
局

「
学

び
フ

ェ
ス

」

横
展

開
の

成
果

参
加

者
数

1
9
7
名

5
0
6
名

1
,3

4
2
名

(５
年

度
) 

 (
６

年
度

) 
  

  
(７

年
度

)

※
７

年
度

分
に

は
、

１
月

以
降

開
催

の
福

島
局

、
兵

庫
局

、
長

崎
局

開
催

分
を

含
ん

で
い

な
い

ア
ン

ケ
ー

ト
結

果

ハ
ロ

ー
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
を

知
ら

な
か

っ
た

1
6
9
名

（
５

～
７

年
度

計
）

※
ア

ン
ケ

ー
ト

総
回

答
者

6
2
5
名

ど
の

よ
う

な
訓

練
コ

ー
ス

が
あ

る
の

か
知

り
た

か
っ

た

1
2
0
名

（
５

～
７

年
度

計
）

※
ア

ン
ケ

ー
ト

総
回

答
者

3
4
6
名

令
和

６
年

２
月

2
5
日

開
催

令
和

７
年

２
月

１
日

開
催

令
和

７
年

２
月

８
日

開
催

令
和

６
年

1
1
月

3
0
日

開
催

令
和

７
年

１
月

８
日

開
催

○
宮

城
労

働
局

「
ハ

ロ
ト

レ
ま

つ
り

」

令
和

７
年

1
1
月

1
2
日

開
催

○
山

梨
労

働
局

「
ハ

ロ
ト

レ
フ

ェ
ス

タ
2
0
2
5
」

令
和

７
年

1
1
月

2
9
日

開
催

○
佐

賀
労

働
局

「
学

び
フ

ェ
ス

」

令
和

７
年

1
2
月

2
0
日

開
催

○
長

崎
労

働
局

「
ハ

ロ
ー

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

フ
ェ

ス
2
0
2
6
」

令
和

８
年

２
月

1
4
日

開
催

○
宮

崎
労

働
局

「
輝

フ
ェ

ス
」

令
和

７
年

1
2
月

2
1
日

開
催

○
福

島
労

働
局

「
ハ

ロ
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
フ

ェ
ス

」
in

ふ
く

し
ま

2
0
2
6

令
和

８
年

１
月

3
1
日

開
催

○
北

海
道

労
働

局

「
ハ

ロ
ト

レ
フ

ェ
ア

in
チ

・
カ

・
ホ

」
令

和
７

年
1
2
月

1
8
日

開
催

○
兵

庫
労

働
局

「
ハ

ロ
ト

レ
フ

ェ
ス

2
0
2
6
」

令
和

８
年

１
月

1
4
日

開
催
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資料３－１ 

 

令和８年度 全国職業訓練実施計画（案） 

 

第１ 総則 

１ 計画のねらい 

産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安定、労働者の地位

の向上及び経済社会の発展を図るためには、これらによる業務の内容の変化に対する労働者

の適応性を増大させ、及び円滑な就職に資するよう、労働者に対して適切な職業能力開発を行

う必要がある。このため、都道府県、事業主等が行う職業能力開発に関する自主的な努力を尊

重しつつ、雇用失業情勢等に応じて、国が、職業能力開発促進法（昭和 44年法律第 64 号。以

下「能開法」という。）第 16 条第１項の規定に基づき設置する公共職業能力開発施設（以下

「公共職業能力開発施設」という。）において実施する職業訓練（能開法第 15条の７第３項

の規定に基づき実施する職業訓練（以下「委託訓練」という。）を含む。以下「公共職業訓練」

という。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23年法

律第 47 号。以下「求職者支援法」という。）第４条第１項の規定により厚生労働大臣の認定

を受けた職業訓練（以下「求職者支援訓練」という。）の充実を図ることにより、労働者の十

分な職業能力開発の機会を確保する必要がある。 

本計画は、本計画の対象期間（以下「計画期間」という。）中における対象者数や訓練内容

等を明確にし、計画的な公共職業訓練及び求職者支援訓練（以下「公的職業訓練」という。）

の実施を通じて、職業の安定、労働者の地位の向上等を図るものである。 

また、公共職業能力開発施設は、本計画を実施する際に、都道府県労働局、ハローワーク、

地方公共団体等関係機関との連携を図り、効率的かつ効果的な公共職業訓練の実施を図るも

のとする。 

 

２ 計画期間 

計画期間は、令和８年４月１日から令和９年３月 31 日までとする。 

 

３ 計画の改定 

本計画は、公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合には改定を行うものとする。 

 

第２ 労働市場の動向、課題等 

１ 労働市場の動向と課題 

労働市場の動向をみると、足下の令和７年 11 月現在では、有効求人倍率は横ばいで、求人

が引き続き求職を上回って推移しており、緩やかに持ち直しているが、物価上昇等が雇用に与

える影響に留意する必要がある。一方、生産年齢人口の減少に伴って人手不足感が深刻化し、

社会全体での有効な人材活用が必要となっており、そのためには、働く方々の意欲と能力に応

じた多様な働き方を可能とし、賃金上昇の好循環を実現していくことが重要である。 

また、中長期的にみると、我が国は少子化による労働供給制約という課題を抱えている。こ
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うした中で、我が国が持続的な経済成長を実現していくためには、多様な人材が活躍できるよ

うな環境整備を進め、労働生産性を高めていくことが必要不可欠であり、そのためには、職業

能力開発への投資を推進していくことが重要である。 

加えて、デジタル・トランスフォーメーションやグリーン・トランスフォーメーション（以

下「ＤＸ等」という。）の進展といった大きな変革を受けて、中小企業等の着実な事業展開、

生産性や技能・技術の向上のために必要となる人材の確保、育成が求められている。あわせ

て、企業規模等によってはＤＸ等の進展への対応に遅れがみられることにも留意が必要であ

る。 

こうした変化への対応が求められる中で、地域のニーズに合った人材の育成を推進するた

めには、公的職業訓練のあり方を不断に見直し、離職者の就職の実現に資する公的職業訓練

や、産業界や地域の人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上等、多様な職業能力開発の機

会を確保・提供することが重要である。 

特に、デジタル分野については、「デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023 改訂版）」

（令和５年 12 月 26 日閣議決定）等において、デジタル人材が質・量ともに不足しているこ

とと、都市圏への偏在といった課題を解決するために、職業訓練のデジタル分野の重点化に計

画的に取り組むこととしている。 

障害者については、ハローワークにおける新規求職申込件数が増加傾向にあり、障害者の

障害特性やニーズに応じた就職が実現できるよう、訓練機会の確保・拡充等を通じた一層の環

境整備が求められるとともに、人生 100 年時代の到来による職業人生の長期化を踏まえ、今

後は在職者訓練を通じた雇入れ後のキャリア形成支援を進めていく必要がある。また、障害者

の福祉から雇用への移行を促進するため、障害者雇用施策と障害者福祉施策が連携を図りつ

つ、個々の障害者の就業ニーズに即した職業能力開発を推進し、障害者の職業の安定を図る必

要がある。 

 

２ 直近の公的職業訓練をめぐる状況 

令和７年度の新規求職者は令和７年 11月末現在で 2,955,587 人（前年同月比 99.1％）  で

あり、そのうち、求職者支援法第２条に規定する特定求職者に該当する可能性のある者の数

は令和７年 10月末現在で 1,266,828 人（前年同月比 100.4％）であった。 

これに対し、令和７年 11月末現在の公的職業訓練の受講者数については、以下のとおりで

ある。 

＜令和７年４月～10 月＞ 

  離職者に対する公共職業訓練          63,304 人（前年同期比 96.4％） 

求職者支援訓練                      23,057 人（前年同期比 98.7％） 

在職者訓練                          52,652 人（前年同期比 101.2％） 

 

第３ 令和８年度の公的職業訓練の実施方針 

令和６年度の離職者向け公的職業訓練の実施状況を分析すると、 

① 応募倍率が低く、就職率が高い分野（「介護・医療・福祉分野」）があること 

・応募倍率は約 70％であり、引き続き改善の余地がある 
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・就職率は依然高水準で推移している 

② 応募倍率が高く、就職率が低い分野（「デザイン分野」）があること 

 ・応募倍率については、公共職業訓練では低下している一方、求職者支援訓練では上昇

している 

 ・就職率は 50％～60％台で比較的低調であり、引き続き改善の余地がある 

③ 委託訓練の計画数と実績は乖離していること、施設内訓練と比べて就職率が低い分野

があること 

 ・令和６年度も同様の傾向にある 

 ・２年連続で目標の就職率（75％）を下回っており、同分野内でも訓練コースにより就

職率に差が見られる 

④ デジタル人材が質・量とも不足、都市圏偏在があること 

 ・離職者向けの訓練に占めるデジタル分野の訓練コースや定員数の割合は全国的に増加

傾向にあるが、依然として不足している 

 ・都市圏を除くデジタル分野の訓練コース及び定員数の割合は増加傾向である 

といった課題がみられた。 

これらの課題の解消を目指し、令和８年度の公的職業訓練は以下の方針に基づいて実施す

る。 

①については、引き続き、応募倍率の上昇に向け、求職者の介護分野等の仕事や訓練に関

する理解促進のため、訓練見学会等への参加を積極的に働きかけるとともに、訓練コースの

内容や効果を踏まえた受講勧奨の強化を行う。特に委託訓練については、開講時期の柔軟化、

受講申込み締切日から受講開始日までの期間の短縮、効果的な周知広報等、受講者数増加の

ための取組も併せて行う。 

②については、特に就職率の向上に向け、本人の受講希望だけでなく、本人の職業能力や

求職条件等を踏まえた適切な職業相談、訓練のあっせんを行う。また、ミスマッチ低減のた

め、引き続き、事前説明会・見学会の機会確保を図る。さらに、訓練窓口職員のＩＴリテラ

シーの更なる向上を図る。あわせて、訓練修了者のスキルが活用できる求人等の確保の推進

や、ｅラーニング等のオンラインを活用した訓練を受講する求職者への適切な情報提供、就

職に向けた意識付けとともに、就職支援の充実を図る。 

③については、引き続き、開講時期の柔軟化、受講申込み締切日から受講開始日までの期

間の短縮、効果的な周知広報等、受講者数増加のための取組を行うほか、受講者数の実績等

を踏まえ、必要な訓練規模を確保しつつ、計画数の見直しを図る。また、都道府県等と連携

してハローワークにおける就職支援の強化を検討するほか、都道府県労働局と地方公共団体

との連携の上、目標を達成していない民間教育訓練機関に対し、訓練及び就職支援の自律的

な改善を促すとともに、就職率の向上に向けて、地域職業能力開発促進協議会において、そ

の方策について協議を行う。 

④については、引き続き、職業訓練のデジタル分野への重点化を進め、一層のコース設定

の促進を図る。コース設定が進んでいない地域においては、地域職業能力開発促進協議会に

おいて、その方策について協議を行う。 

なお、令和６年度より試行的に実施していた「非正規雇用労働者等が働きながら学びやす
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いオンラインを活用した職業訓練」については、令和８年度より公共職業訓練として全国展

開を図ることから、本実施計画にも当該事項を新たに盛り込むこととする。 

その他、地域職業能力開発促進協議会に設置されているワーキンググループの訓練効果の

検証結果等が訓練カリキュラム改善により資するよう、ＰＤＣＡサイクルの仕組みについて

見直しを検討する。 

 

第４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

１ 離職者に対する公的職業訓練 

（１） 離職者に対する公共職業訓練 

ア 対象者数及び目標 

（国の施設内訓練） 

対象者数 23,000 人 

目標 就職率：82.5％ 

（委託訓練） 

対象者数 74,263 人 

目標 就職率：75％ 

 

イ 職業訓練の内容、職業訓練を設定する上での留意事項等 

離職者に対する公共職業訓練については、訓練内容や訓練コースの設定について、以

下の点を踏まえた実施に努める。 

① 職業訓練の内容等 

 職業訓練の内容に応じた様々な民間教育訓練機関を活用した多様な職業能力開発の

機会の提供にあっては、都道府県又は市町村が能開法第 16 条第１項または第２項の

規定に基づき設置する施設（障害者職業能力開発校を除く。）において実施する職業

訓練との役割分担を踏まえる。 

 国の施設内訓練については、民間教育訓練機関では実施できないものづくり分野にお

いて実施する。 

 受講者に対する訓練修了前から就職まで一貫した支援のため、ハローワークと関係機

関との連携強化の下、職務経歴書・履歴書の作成指導、面接指導、ジョブ・カードを

活用したキャリアコンサルティング、職業相談、求人情報の提供等の計画的な就職支

援を実施する。 

 委託訓練については、全ての労働人口がデジタルリテラシーを身につけ、デジタル技

術を利活用できるようにすることが重要であるとされていることや、国民一人一人が

サイバーセキュリティに対する意識・理解を深め、基本的な取組や対策を平時から行

うことが求められていることから、全ての訓練分野に係る訓練コースにおいて、デジ

タルリテラシーや情報セキュリティに関するリテラシーの向上促進を図る。 

 委託訓練については、２年連続で目標の就職率（75％）を達成していないことにかん

がみ、都道府県等と連携して、ハローワークへの来所等を促して就職支援を行う取組

の強化を検討する。また、必要に応じて、地域職業能力開発促進協議会において目標
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を踏まえた訓練先の選定方策について協議を行う。 

 経済社会が急速に変化する中、一人ひとりが能力を発揮し、それに適した賃金や処遇

を得られ、安定して働くことができる環境整備の一環として、必要に応じ職業能力評

価制度との連動をより意識した内容とする。 

 

② 分野に応じた訓練コースの設定等 

 ＩＴ分野、デザイン分野については、デジタル分野の重点化の観点から、ＩＴ、ＷＥ

Ｂデザイン関連の資格取得を目指すコースの委託費の上乗せ措置（ＩＴ分野のコース

について、同コース未設定地域で実施する場合の更なる上乗せを含む。）や企業実習

を組み込んだ訓練コースの委託費の上乗せ措置、オンライン訓練（ｅラーニングコー

ス）におけるパソコン等の貸与に要した経費を委託費の対象とする措置、ＤＸ推進ス

キル標準に対応した訓練コースの委託費の上乗せ措置により、訓練コースの設定を推

進する。 

 ＩＴ分野、デザイン分野については、求人ニーズに即した効果的な訓練内容になって

いるか、検討した上で、求職者の職業能力や求職条件等に沿った適切な訓練コースを

選択できるよう、支援を行うハローワークの訓練窓口職員の知識の向上や、訓練実施

施設による事前説明会や見学会に参加できる機会の確保を図る。あわせて、訓練修了

者のスキルが活用できる求人等の確保を推進するとともに、事業主等に対して、訓練

受講により習得することができるスキル等の訓練効果を広く周知することなどによ

り、就職機会の拡大を図る。 

 ＩＴ分野、デザイン分野については、職業訓練の受講により習得できるスキル（資格

など）の見える化・明確化を進める一方で、求人企業が求めるスキル等の見える化・

明確化や、公的職業訓練受講者をターゲットにした求人提出の働きかけの実施等ハロ

ーワークと連携した就職支援を実施する。 

 ものづくり分野については、ＤＸ等に対応した職業訓練コースを充実させる。 

 介護分野については、職場見学・職場体験等を組み込んだ訓練コースの委託費の上乗

せ措置により、訓練コースの設定を促進する。 

 介護分野については、求職者の介護分野の仕事や訓練に関する理解促進のため、ハロ

ーワークにおいて、介護等の仕事の魅力発信のためセミナー等を開催するとともに、

職場見学会、訓練見学会等への参加を積極的に働きかける。 

 介護・医療・福祉分野については、職業訓練の応募倍率の向上のため、応募・受講し

やすい募集・訓練日程を検討した上で実施するとともに、訓練コースの内容や効果を

踏まえた受講勧奨を実施する。 

 

③ 対象者に応じた訓練コースの設定等 

 育児や介護等、多様な事情を抱える求職者等が主体的に受講できるよう実施期間・時

間に配慮した訓練コースや、オンライン訓練（ｅラーニングを含む。）、託児サービ

ス付き訓練コースの設定を推進する。 

 雇用のセーフティネットとして、母子家庭の母等のひとり親、刑務所を出所した者、
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定住外国人等特別な配慮や支援を必要とする求職者に対して、それぞれの特性に応じ

た職業訓練を実施する。 

 これまで能力開発の機会に恵まれなかった非正規雇用労働者等を対象とした国家資

格の取得等を目指す長期の訓練コースについては、対象となる者の受講促進に努め、

正社員就職に導くことができる充実した訓練の実施を推進する。 

 

④ 民間教育訓練機関が提供する職業訓練の質の向上 

 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（以下「ＪＥＥＤ」という。）と連携

し、民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドラインに関連する施策につい

て、民間教育訓練機関をはじめとする職業能力開発関係者に対する認知度の向上・普

及の取組を推進する。 

 

（２） 求職者支援訓練 

ア 対象者数及び目標 

対象者数 41,377 人に訓練機会を提供するため、訓練認定規模の上限 60,487 人 

目標 雇用保険適用就職率：基礎コース 60％ 実践コース 63％ 

 

イ 職業訓練の内容、職業訓練を設定する上での留意事項等 

     求職者支援訓練については、訓練内容や訓練コースの設定について、以下の点を踏ま

えた実施に努める。 

① 職業訓練の内容等 

 基礎的能力を習得する職業訓練（基礎コース）及び実践的能力を習得する職業訓練（実

践コース）を設定することとし、全国の認定規模の割合は以下のとおりとする。 

基礎コース 訓練認定規模の 30％程度 

実践コース 訓練認定規模の 70％程度 

※ 実践コース全体の訓練認定規模に対してデジタル分野 30％、介護分

野 20％を下限の目安として設定する。 

 地域ニーズ枠については、より安定した就職の実現に資するよう、各地域の状況や工

夫に応じて主体的に独自の訓練分野、特定の対象者又は特定の地域を念頭に置いた訓

練等について、全ての都道府県の地域職業訓練実施計画で設定する。地域ニーズ枠の

設定に当たっては、公共職業訓練（離職者訓練）の訓練規模、分野及び時期も踏まえ

た上で、都道府県の認定規模の 20％以内で設定する。 

 新規参入となる職業訓練の上限は以下のとおりとする。 

基礎コース 30％ 

実践コース 10％ 

※ 実践コースの新規参入枠については、地域職業能力開発促進協議会での

議論を踏まえ、地域の実情に応じて、上限値を 30％とした範囲内で設定す

ることが可能である。 

 新規参入枠については、地域において必ず設定することとするが、一の申請対象期間
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における新規参入枠以外の設定数（以下「実績枠」という。）に対する認定申請が、

当該実績枠の上限を下回る場合は、当該実績枠の残余を、当該申請対象期間内の新規

参入枠とすることも可能とする。 

 新規参入枠については、職業訓練の案等が良好なものから、実績枠については、求職

者支援訓練の就職実績等が良好なものから認定する。 

 受講者に対する訓練修了前から就職まで一貫した支援のため、ハローワークと関係機

関との連携強化の下、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング、求人情

報の提供等の計画的な就職支援を実施する。 

 全ての労働人口がデジタルリテラシーを身につけ、デジタル技術を利活用できるよう

にすることが重要であるとされていることや、国民一人一人がサイバーセキュリティ

に対する意識・理解を深め、基本的な取組や対策を平時から行うことが求められてい

ることから、全ての訓練分野に係る訓練コースにおいて、デジタルリテラシーや情報

セキュリティに関するリテラシーの向上促進を図る。 

 経済社会が急速に変化する中、一人ひとりが能力を発揮し、それに適した賃金や処遇

を得られ、安定して働くことができる環境整備の一環として、必要に応じ職業能力評

価制度との連動をより意識した内容とする。 

 

② 分野に応じた訓練コースの設定等 

 ＩＴ分野、デザイン分野については、デジタル分野の重点化の観点から、ＩＴ、ＷＥ

Ｂデザイン関連の資格取得を目指す訓練コースへの基本奨励金の上乗せ措置（ＩＴ分

野のコースについて、同コース未設定地域で実施する場合の更なる上乗せを含む。）

や、企業実習を組み込んだデジタル分野の訓練コースやオンライン訓練（ｅラーニン

グコース）におけるパソコン等の貸与に要した経費への奨励金支給措置、ＤＸ推進ス

キル標準に対応した訓練コースの基本奨励金の上乗せ措置により、訓練コースの設定

を推進する。 

 ＩＴ分野、デザイン分野については、求人ニーズに即した効果的な訓練内容になって

いるか、検討した上で、求職者の職業能力や求職条件等に沿った適切な訓練コースを

選択できるよう、支援を行うハローワークの訓練窓口職員の知識の向上や訓練実施施

設による事前説明会や見学会に参加できる機会の確保を図る。あわせて、訓練修了者

のスキルが活用できる求人等の確保を推進するとともに、事業主等に対して、訓練受

講により習得することができるスキル等の訓練効果を広く周知することなどにより、

就職機会の拡大を図る。 

 ＩＴ分野、デザイン分野については、職業訓練の受講により習得できるスキル（資格

など）の見える化・明確化を進める一方で、求人企業が求めるスキル等の見える化・

明確化や、公的職業訓練受講者をターゲットにした求人提出の働きかけの実施等ハロ

ーワークと連携した就職支援を実施する。 

 介護分野については、職場見学・職場体験等を組み込んだ訓練コースへの奨励金支給

措置により、訓練コースの設定を促進する。 

 介護分野については、求職者の介護分野の仕事や訓練に関する理解促進のため、ハロ



8 

 

ーワークにおいて、介護等の仕事の魅力発信のためのセミナー等を開催するととも

に、職場見学会、訓練見学会等への参加を積極的に働きかける。 

 介護・医療・福祉分野については、職業訓練の応募倍率の向上のため、応募・受講し

やすい募集・訓練日程を検討した上で実施するとともに、訓練コースの内容や効果を

踏まえた受講勧奨を実施する。 

 

③ 対象者に応じた訓練コースの設定等 

 育児や介護等、多様な事情を抱える求職者等が主体的に受講できるよう実施期間・時

間に配慮した訓練コースや、オンライン訓練（ｅラーニングを含む。）、託児サービ

ス付き訓練コースの設定を推進する。 

 

④ 民間教育訓練機関が提供する職業訓練の質の向上 

 ＪＥＥＤと連携し、民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドラインに関連

する施策について、民間教育訓練機関をはじめとする職業能力開発関係者に対する認

知度の向上・普及の取組を推進する。 

 

２ 非正規雇用労働者等が働きながら学びやすいオンラインを活用した公共職業訓練 

（１）対象者数 

国  1,500 人 

都道府県  300 人 

 

（２）職業訓練の内容等 

 全国展開に当たっては、オンラインを活用した手法によって、非正規雇用労働者等が、住

んでいる地域に関係なく、自らの希望に応じた柔軟な日時や実施方法で訓練を受講できる

ように進めていく。 

 訓練の実施に当たっては、能開法第 15 条の７第３項に基づく委託訓練として、都道府県

での実施を基本としつつ、都道府県においては、地域ニーズを踏まえた訓練分野やコース

を柔軟に設定できるようにするとともに、ｅラーニングを活用した訓練の地域偏在を踏ま

えて、オンラインで対応できる訓練コースについては、国及び地方の適切な役割分担に留

意しつつ、ＪＥＥＤを通じた広域展開を行う。 

・ 訓練内容や訓練ニーズ等について、全国展開後も受講生のニーズをアンケート等により収

集・把握するとともに、受講勧奨、受講継続支援、広報については、好事例を収集、展開

するなどにより、継続的な見直しを図っていく。 

・ 修了率等に加え、訓練前後でどのような行動・意識の変容があったか、訓練成果が仕事で

役立っているか等の受講生の評価を収集していくことで、今後の成果指標について検討す

る。また、訓練修了後一定期間経過時点の受講生の状況についても、アンケートにより把

握する。 

 

３ 在職者に対する公共職業訓練等 
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（１）対象者数 

公共職業訓練（在職者訓練） 65,000 人 

生産性向上支援訓練     51,500 人 

 

（２）職業訓練の内容等 

 在職者訓練については、産業構造の変化、技術の進歩等による業務の変化に対応する高度

な技能及びこれに関する知識を習得させる真に高度な職業訓練であって、都道府県等又は

民間教育訓練機関において実施することが困難なものを実施する。 

 ものづくり分野において、企業の中で中核的役割を果たしている者を対象に、専門的知識

及び技能・技術を習得させる高度なものづくり訓練を実施する。さらに、ＤＸ等に対応し

た職業訓練コースの開発・充実、訓練内容の見直し等を図る。 

・ 生産性向上人材育成支援センターにおいては、幅広い分野の事業主からのデジタル人材や

生産性向上に関する相談等に対応するとともに、課題の解消に向けた適切な職業訓練のコ

ーディネート等の事業主支援を実施する。 

・ 訓練の効果を客観的に把握する観点から、訓練コースの受講を指示した事業主等に対し

て、職場での業務改善や事業所の生産性向上、現場力の強化など訓練の受講により生じた

効果を確認する。 

・ 事業主等に対し、在職者訓練等の受講による従業員のスキル向上及び生産性向上等の訓練

効果を広く周知し、在職者訓練等の受講促進を図る。 

 

４ 学卒者等に対する公共職業訓練 

（１）対象者数及び目標 

対象者数 5,800 人（専門課程 3,800 人、応用課程 1,900 人、普通課程 100 人） 

目標   就職率：95％ 

 

（２）職業訓練の内容等 

 産業の基盤を支える人材を養成するために、職業能力開発大学校等において、理論と技

能・技術を結びつけた実学融合の教育訓練システムにより、最新の技能・技術に対応で

きる高度なものづくりを支える人材（高度実践技能者）を養成する。特に、ＤＸ等に対

応した職業訓練コースを充実する。 

 職業訓練の実施に当たっては、平成 10年３月 31日付け管発第 11 号・開発第 17号「公

共職業能力開発施設と専修学校等との調整等について」の趣旨等に留意しつつ、職業訓

練と学校教育との密接な連携の下、地域人材の育成を図っていく。また、学卒者のみな

らず、社会人の更なる入校促進を図る。 

 

５ 障害者等に対する公共職業訓練 

（１）対象者数及び目標 

  （施設内訓練） 

対象者数 2,930 人 
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目標 就職率：70％ 

（委託訓練） 

対象者数 3,380 人 

目標 就職率：55％ 

 

（２）職業訓練の内容等 

 障害者職業能力開発校においては、一般の職業能力開発校等では受入れが困難な職業訓

練上特別な支援を要する障害者を重点的に受け入れて、個々の受講者の障害の特性等に

応じた公共職業訓練を一層推進する。また、訓練受講生の拡大に向けて、障害福祉サー

ビス利用者の就労促進に向けた障害者職業訓練への誘導等に取り組む。 

 都道府県が一般の職業能力開発校において、精神保健福祉士や公認心理師等の配置、障

害者に対する職業訓練技法等の普及を推進することにより、精神障害者等を受け入れる

ための体制整備に努める。 

 障害者委託訓練の設定については、就職に結びつきやすい実践能力習得訓練コースの設

定を促進しつつ、委託元である都道府県が関係機関と連携を図り、対象となる障害者の

確保、法定雇用率が未達成である企業や障害者の雇用の経験の乏しい企業を含めた委託

先の新規開拓に取り組む。障害者委託訓練のうち知識・技能習得訓練コース等において、

障害を補うための職業訓練支援機器等を活用した場合、職場実習機会を付与した場合や

就職した場合の経費の追加支給を活用するなど、訓練内容や就職支援の充実を図りなが

ら、引き続き訓練の質向上に向けた取組を推進する。なお、令和７年度より障害者委託

訓練におけるＰＤＣＡ 評価を本格実施している。当該ＰＤＣＡ評価では、就職率の上昇

と計画数と実績の乖離の解消に取り組むものであり、当該評価を基に訓練を計画する。 

 障害者の就業ニーズ及び企業の人材ニーズに加え、障害種別が多様化していることを踏

まえ、訓練コースの見直しを実施する。 

 ハローワーク等との連携の下、在職する障害者の職業能力の開発及び向上を図るための

在職者訓練の設定・周知等に努める。 

 定員の充足状況や修了者の就職実績が低調なものについては、その原因の把握及び分析

を行った上で、その内容等の見直しを図るほか、当該公共職業訓練の受講者に対し、ハ

ローワーク等との連携強化の下、訓練の開始時から計画的な就職支援を実施する。 

 令和７年６月に取りまとめられた「障害者職業能力開発校の在り方に関する検討会報告

書」を踏まえた取組を推進する。 

 

 

第５ 令和９年度の全国職業訓練実施計画の策定に向けた検討事項（Ｐ） 

令和９年度の全国職業訓練実施計画の策定に向けては、雇用のセーフティネットとし

ての職業訓練を引き続き確実に推進することに加え、令和８年度の実施状況や第 12次職

業能力開発基本計画（※）の内容等も踏まえつつ、以下の観点も含めた対応について検討

を行う。 

 データに基づくＰＤＣＡサイクルにより訓練の効果検証や、必要に応じて訓練プログラ
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ムの開発等を行いながら、関係省庁や関係機関と連携して効果的な職業訓練を推進す

る。 

 成長分野等に必要な人材の育成に向けた戦略的な職業訓練を推進する。中央職業能力開

発促進協議会及び地域職業能力開発促進協議会の機能を強化し、産業界等と連携して必

要とされる人材像やスキルの把握、訓練の重点分野に係る中期的な方針等の策定、地域

の産官学の連携のもと、地域の人材ニーズ等を踏まえた訓練機会の創出等に取り組む。 

 エネルギーなどの戦略分野等における人材育成を加速化するため、関連の産業界と

協働した人材育成プロジェクトの実施等に取り組む。 

 

※ 第 12 次職業能力開発基本計画については、現在、労働政策審議会人材開発分科会におい

て審議中であり、今後の審議結果に応じて記載内容を確定させる。 



 
 

1 
 

資料３－２ 

令和８年度全国職業訓練実施計画（案）における令和７年度からの主な内容の変更点 

 

 

〇 第１回中央職業能力開発促進協議会の議論等を踏まえた事項 

△ 第 12 次職業能力開発基本計画策定に向けた議論等を踏まえた事項 

□ 令和８年度予算案等を踏まえた事項 

 

第３ 令和８年度の公的職業訓練の実施方針 

〇 特にデザイン分野の就職率の向上に向け、本人の受講希望だけでなく、本人の職業能力や求職

条件等を踏まえた適切な職業相談、訓練のあっせんを行う旨を明記。 

〇 委託訓練の計画数と実績が乖離していること、施設内訓練と比べて就職率が低い分野があるこ

とを踏まえ、受講者数の実績等を踏まえ、必要な訓練規模を確保しつつ、計画数の見直しを図る

旨を明記。また、都道府県等と連携してハローワークにおける就職支援の強化を検討するほか、

都道府県労働局と地方公共団体との連携の上、目標を達成していない民間教育訓練機関に対し、

訓練及び就職支援の自律的な改善を促すとともに、就職率の向上に向けて、地域職業能力開発促

進協議会において、その方策について協議を行う旨を明記。 

○ デジタル分野のコース設定が進んでいない地域においては、地域職業能力開発促進協議会にお

いて、その方策について協議を行う旨を明記。 

〇 令和６年度より試行的に実施していた「非正規雇用労働者等が働きながら学びやすいオンライ

ンを活用した職業訓練」について、令和８年度より公共職業訓練として本実施計画に新たに盛り

込む。 

□ 地域職業能力開発促進協議会に設置されているワーキンググループの訓練効果の検証結果等が

訓練カリキュラム改善により資するよう、ＰＤＣＡサイクルの仕組みについて見直しを検討する

旨を明記。 

 

第４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等  

１ 離職者に対する公的職業訓練 

□ 国民一人一人がサイバーセキュリティに対する意識・理解を深め、基本的な取組や対策を平時

から行うことが求められていることから、全ての訓練分野に係る訓練コースにおいて新たに情報

セキュリティに関するリテラシーの向上促進を図る旨を明記。 

○ 委託訓練の就職率の目標が２年連続未達であることを踏まえ、都道府県等と連携して、ハロー

ワークへの来所等を促して就職支援を行う取組の強化を検討し、また、必要に応じて、地域職業

能力開発促進協議会において目標を踏まえた訓練先の選定方策について協議を行う旨を明記 

△ 民間教育訓練機関が提供する職業訓練の質の向上に関する観点から、独立行政法人高齢・障

害・求職者雇用支援機構と連携し、民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドラインに

関連する施策について、民間教育訓練機関をはじめとする職業能力開発関係者に対する認知度の

向上・普及の取組を推進する旨を明記。 

 

〇 ２ 非正規雇用労働者等が働きながら学びやすいオンラインを活用した公共職業訓練【新規】 

（１）対象者数 

国 1,500 人 

都道府県  300 人 



 
 

2 
 

（２）職業訓練の内容等 

以下の旨を明記。 

・ 全国展開に当たっては、オンラインを活用した手法により、自らの希望に応じた柔軟な日時や

実施方法で訓練を受講できるように進めていく。 

・ 訓練の実施に当たっては、委託訓練として、都道府県においては、地域ニーズを踏まえた訓練

分野やコースを柔軟に設定できるようにするとともに、オンラインで対応できる訓練コースに

ついては、国及び地方の適切な役割分担に留意しつつ、高障求機構を通じた広域展開を行う 

・ 全国展開後も受講生のニーズをアンケート等により収集・把握するとともに、好事例を収集、

展開するなどにより、継続的な見直しを図っていく。 

・ 修了率等に加え、訓練前後でどのような行動・意識の変容があったか、訓練成果が仕事で役立

っているか等の受講生の評価を収集していくことで、今後の成果指標について検討する。ま

た、訓練修了後一定期間経過時点の受講生の状況についても、アンケートにより把握する。 

 

４ 学卒者等に対する公共職業訓練  

（２）職業訓練の内容等 

〇 平成 10 年３月 31 日付け管発第 11 号・開発第 17 号「公共職業能力開発施設と専修学校等との

調整等について」の趣旨等に留意しつつ、職業訓練と学校教育との密接な連携の下、地域人材の

育成を図っていく旨を明記。 

〇 学卒者のみならず、社会人の更なる入校促進を図る旨を明記。 

 

５ 障害者等に対する公共職業訓練 

（２）職業訓練の内容等 

□ 令和７年６月に取りまとめられた「障害者職業能力開発校の在り方に関する検討会報告書」を

踏まえた取組を推進する旨を明記。 

 

△ 第５ 令和９年度の全国職業訓練実施計画の策定に向けた検討事項（P）【新規】   

令和９年度の全国職業訓練実施計画の策定に向けて、雇用のセーフティネットとしての職業訓練

を引き続き確実に推進することに加え、令和８年度の実施状況や第12次職業能力開発基本計画の内

容等も踏まえつつ、以下の観点も含めた対応について検討を行う旨を明記。 

・ データに基づくＰＤＣＡサイクルにより訓練の効果検証や、必要に応じて訓練プログラムの開

発等を行いながら、関係省庁や関係機関と連携して効果的な職業訓練を推進する。 

・ 成長分野等に必要な人材の育成に向けた戦略的な職業訓練を推進する。中央職業能力開発促進

協議会及び地域職業能力開発促進協議会の機能を強化し、産業界等と連携して必要とされる人

材像やスキルの把握、訓練の重点分野に係る中期的な方針等の策定、地域の産官学の連携のも

と、地域の人材ニーズ等を踏まえた訓練機会の創出等に取り組む。 

・ エネルギーなどの戦略分野等における人材育成を加速化するため、関連の産業界と協働した人

材育成プロジェクトの実施等に取り組む。 

 
 
 
 
 


